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第五章 訴訟過程
本章では、アメリカの税務訴訟過程の手続構造について検討するが、その検討の順序として、
まず第一節において、実際に提起される税務訴訟事件の大多数を占める、租税裁判所での不足税
額訴訟手続に関して概観する。ついで第二節において、連邦地方裁判所並びに連邦請求裁判所で
の還付訴訟手続に関して概観することとなるが、これはあくまでも租税裁での訴訟手続との全般
的な異同を把握するという考察目的のもとで、可及的に簡潔に叙述することとする。さらに第三
節においては、納税者がこれら三つの第一審裁判所２５４の中からいずれかを選択するにあたって、
考慮すべき諸要因を検討する２５５。そして以上の考察を踏まえ、第四節においては、アメリカの税
務訴訟過程の手続構造が、とりわけわが国のそれと比較していかなる特質を有するものであるの
かという点について分析する。なお補節において、アメリカの税務訴訟における証明責任の転換
をめぐる近時の動向について触れる。
第一節 不足税額訴訟（deficiency litigation）
本節では、不足税額訴訟について検討するが、その検討の順序として、まずこの訴訟形態を管
轄する租税裁判所の位置づけを確認し、その上で提訴、審理、判決、上訴といった各段階の手続
を細分化して検討する（第一項、第二項、第三項、第五項、第七項）。ただし、租税裁において
原告被告の両訴訟当事者間で行われる和解に関して、また租税裁が拘束される控訴審の先例いか
んに関しては、便宜上それぞれ独立した項目として取り上げることとする（第四項、第六項）。
なお、租税裁での不足税額訴訟の前段階において IRS が発する「正式不足税額通知（９０日レタ
ー）」に関しては、その理論的な意義も含め、次章（第六章）の「不足税額査定」につき論ずる部
分で、改めて詳しく検討することとなる。したがって、この点について本章では深く検討しない。
第一項 租税裁判所の地位
合衆国租税裁判所（The United States Tax Court）は２５６、もともと行政機関であった租税不服審
査委員会（The Board of Tax Appeals：１９２４年創設）が発展して、成立した裁判所である２５７。本裁
判所は、合衆国憲法上、第三条（司法権）に基づく正規の司法裁判所（judicial court, Article Ⅲ court）
という位置づけではなく、第一条（立法権）に基づく特殊な裁判所、すなわち立法府（連邦議会）
の権限２５８により特別に設置された専門裁判所（legislative court, Article Ⅰ court）という位置づけで
ある（§７４４１）。したがって、その裁判管轄権（jurisdiction）の範囲は、通常の司法裁判所とは異な
り、原則として制定法上定められた事項のみに限られる（§７４４２；TCR１３２５９）。
さて、租税裁は、１名の「租税裁長官（chief judge）」とその他１８名の「租税裁裁判官（judge）」
の、計１９名の裁判官から構成される（§§７４４１，７４４３（a））。これら裁判官については、合衆国大統領
が、連邦議会上院の助言と同意を得た上で任命する（§７４４３（b））。通常の司法裁判官――例えば連
邦地方裁判所の裁判官――の場合には、合衆国憲法により、“終身制”や在職中の俸給額の保障
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といった裁判官の身分保障措置が定められているところ（合衆国憲法第３条第１節）、租税裁の裁判
官の場合には“任期制（１５年）”（§７４４３（e））や“定年制（７０歳）”がとられており（§７４４７（b）（１））、ま
た在職中の俸給額の保障も認められていない。ただし実際には、租税裁の裁判官の任期は更新さ
れることが多く、また退任した裁判官であっても租税裁長官の権限でもって、パートタイムの
「senior judge」として再任用されること（§７４４７（c））が多いので、その限りでは終身制的な運用を
しているとの指摘もある２６０。なお租税裁長官は、後述の「特別審理裁判官（special trial judges）」
という補助的な裁判官も任命することができ、近時の租税裁での訴訟においては、この裁判官に
よる審理がかなりのウェイトを占めることとなってきている（§７４４３A（a）; TCR３（d），１８０）２６１。
ついで租税裁は、各地域を管轄する連邦地方裁判所とは異なって、全米を管轄する統一的な裁
判所（national court）であり、その本拠地はワシントン D.C.にある。もっとも、租税裁裁判官は
全米各地（７７都市）２６２を巡回し裁判（審理）を行うものとされているので（§７４４５；TCR１０（b））２６３、
納税者は訴訟追行のために、必ずしもワシントン D.C.に赴く必要はない。むしろ納税者は、租
税裁に対し、みずからが希望する審理場所――通常は納税者の住所や事業所の近辺２６４――を指定
して申請しうる（TCR１４０（a））。
また租税裁では、原告（petitioner）「納税者」（TCR６０（a））自身による“本人訴訟”が認められて
いるとともに（TCR２４（b））、公認会計士や登録税務士などの弁護士以外の者であっても、租税裁の
実施する法廷実務に係る試験に合格すれば、その訴訟代理人資格が認められる（§７４５２；TCR２００）２６５。
他方で、租税裁での訴訟において被告（respondent）「IRS 長官（Commissioner of Internal Revenue
[Service]）」（TCR６０（b））２６６を訴訟代理するのは、「首席法律顧問官（Chief Counsel）」の役目である（§
７４５２；Reg.§３０１.７４５２‐１）。もっとも、実際に訴訟の追行の任にあたるのは、この首席法律顧問官の指
揮下にある職員である。具体的には、「地区法律顧問官（Area Counsel）」（IRM３０.３.１.５（０７‐２１‐２００５）２，
３）２６７の指揮下にある弁護士資格を有する職員、すなわち「field attorney」２６８である（IRM３５.６.１.３（０８‐１
１‐２００４）１；３５.６.１.４（０８‐１１‐２００４）２）２６９。なお、連邦地裁や連邦請求裁といった他の裁判所での訴訟の場
合とは異なって、租税裁での訴訟においては、IRS 長官が「原告」、納税者が「被告」となるこ
とはないものとされる２７０。
一般に、租税裁の審理においても、連邦地裁で適用される「連邦証拠規則（Federal Rules of Evi-
dence）」が適用される（§７４５３；TCR１４３（a））。ただし、租税裁の審理ではそもそも陪審制度２７１が用い
られないので、陪審審理を前提とした規則内容は適用されない（§７４５３；TCR１４３（a））。また租税裁
は、「連邦民事訴訟規則（Federal Rules of Civil Procedure）」の“特則”として、独自の訴訟手続
規則である租税裁判所手続規則を制定しており（§７４５３；TCR１（b））、ディスカヴァリの利用可能性
などにつき、連邦地裁とは異なった規律をしている。もっとも、これら租税裁の審理の特色につ
いては、追ってさらに詳しく述べることとしよう。
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第二項 提訴手続
以下本項では、提訴手続として、まず１において IRS がおこなう９０日レターの送付手続につ
き触れた上で、２において訴訟当事者間でおこなわれる訴答（pleading）の交換手続を紹介する。
１．９０日レターの送付
租税裁は、IRS 長官が９０日レターを通じ納税者に対して正式に認定した（determine）不足税額
につき、再認定する（redetermine）管轄権を有する（§６２１４（a））。ただしそうは言っても、租税裁
はあらゆる税目の不足税額につきこの管轄権を有するわけではなく、あくまでも、所得税、遺産
税、贈与税、さらには内国歳入法典第４１、４２、４３、４４章に基づく物品税（excise tax）、同法典第
４５章に基づく偶発利得税（windfall profit tax）などといった、制定法上不足税額手続に服するも
のとされている税目（§６２１１（a）; TCR１３）の不足税額に関してのみ、その管轄権を有する。それゆえ、
制定法上このような不足税額手続の認められていない税目、例えば雇用関連諸税（employment
taxes）や上記以外の物品税といった税目に係る不足税額に関しては、租税裁は再認定をなしえ
ない２７２。
なお、租税裁の裁判管轄事項は、これら不足税額の再認定のほかにもある。例えば、租税裁が
不足税額訴訟を審理していくなかで、逆に納税者に“過納税額（overpayments）"があると判断す
るに至った場合には、租税裁はその過納税額の還付についても管轄権を有することになる（§６５１２
（b）（１））２７３。さらに租税裁は、一定の事柄に係る宣言判決、租税に係る情報公開、遅延利子の減免、
争訟費用の償還など、様々な請求事項につき管轄権を有している２７４。
ついで、租税裁へと訴訟事件が係属するための要件として、① IRS 長官が納税者の提出した
申告書について不足税額を認定し（§６２１１（a））、②その旨を告知するため９０日レターを当該納税者
へと送付し（§６２１２（a））、③当該納税者が適時に（９０日以内２７５）（TCR１３（c））、かつ、適式に（TCR３４（a）
（１））租税裁へ提訴すること２７６、の三点が挙げられる（§６２１３（a）; TCR２０（a））。以下、これら三点につ
き敷衍していこう。
まず①であるが、一般に９０日レターでは、IRS 長官が認定した納税者の「不足税額」が明示さ
れた上で、添付の資料（IRM８.１７.４.５（０４‐１２‐２００１）１）において、その算出理由が記載される（IRM８.１７.４.２
（０７‐０３‐２００１）１；８.１７.４.５.４（１１‐２６‐２００１）；８.１７.４.５.５（０４‐１２‐２００１））。もっとも、そのほかにも１９９８年改正法に
より、納税者にはオンブズマンによる救済を受ける権利があることを教示するため、納税者の住
所を管轄する納税者擁護官（taxpayer advocate）事務所の所在地とその電話番号も９０日レター上
記載されることとなった（RRA§１１０２（b）；§６２１２（a））。また同改正法によって、IRS 長官は、納税者
が租税裁に提訴できる「期限日（deadline date）」を９０日レター上明示的に記載せねばならないこ
とにもなった（RRA§３４６３（a）；§６２１３（a））。
次に②であるが、IRS から９０日レターが送付される手続として、大まかに分けると、“税務署”
からの送付手続と“不服審査部”からの送付手続とがある。
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前者の手続は、査定期間が差し迫ってきて不服審査の時間的余裕がないところ納税者が査定期
間の延長に応じてこない場合、３０日レターの送付を受けても納税者が適時に不服申立てをしてこ
ない場合、さらには納税者が不服審査部での協議を望まずただちに租税裁での訴訟を求めるとい
った場合において、所轄税務署が納税者に対し９０日レターを送付するという手続である（IRM４.１４.
１.３（１０‐３０‐２００４）１）。しかし以下では、前章（第四章 不服審査過程）からの叙述の流れに従って、
後者の手続、すなわち不服審査部での協議を経て同機関から９０日レターが送付される場合の手続
を中心に紹介することとする２７７。
不服審査部での協議を経て同機関から９０日レターが送付される場合としては、調査過程が終了
したのち、納税者からの不服申立てはあったものの、その不服審査協議において担当不服審査官
と納税者との間で和解が成立しなかったというケースである（IRM８.１７.４.１（０７‐０３‐２００１）２）。ちなみに、
ここで言う「９０日レター」の具体的な書式として、例えば、個人所得税に関しては「通知８９４（Let-
ter８９４：RO）」が、また法人所得税に関しては「通知９０１（Letter９０１：CG）」が用いられることと
なっている（IRM８.１７.４.４（１１‐２６‐２００１）１. A, B）。
不服審査部において９０日レターを実際に起案するのは、税額計算専門官（Tax Computation Spe-
cialist）である（IRM８.１７.４.１（０７‐０３‐２００１）４）。すなわち、納税者との間で和解が成立しなかった場合、
担当不服審査官は一件書類を当該専門官に送付する（IRM８.１７.４.２.１（１１‐２６‐２００１）１）。税額計算専門官
は、それら書類を基礎としつつ不足税額の計算を実施し、９０日レターを起案する（IRM８.１７.４.２.１（１
１‐２６‐２００１）２，３）２７８。この起案を受け、９０日レター送付につき IRS 長官に代わって承認権限をもつ不
服審査官が当該レターに署名し、そののち不服審査部の郵送業務に係わるセクションが当該レタ
ーを納税者へと送付する（IRM８.１７.４.２.１（１１‐２６‐２００１）６）。
もっとも一定の場合には、この９０日レターを送付する前に、首席法律顧問官事務所による事前
審査がなされるべきとされている（IRM８.１７.４.１（０７‐０３‐２００１）５）。そういった場合として、内国歳入マ
ニュアルでは、租税裁で裁判になったとき何らかの財務省規則や歳入手続（revenue procedure）
等が違法無効にされてしまう重大なおそれがある場合、新規な争点が係わっている場合、そのほ
か不服審査部が首席法律顧問官事務所のチェックを受けておいたほうが良いと判断する場合など
が挙げられている（IRM８.１７.４.２.１（１１‐２６‐２００１）４. A-O）２７９。
さいごに前掲要件③に関してであるが、９０日レターの送付を受けた納税者が、そこに記載され
ている不足税額に承服せず、租税裁へ提訴することを決意した場合であっても、納税者は事前に
その不足税額を納付する必要はない（a sue-first-pay-later forum２８０）。この点、係争税額の事前納付
が必要となってくる、連邦地裁・連邦請求裁での還付訴訟とは大きく異なる（a pay-first-sue-later
forum２８１）。このように事前納付の必要性がないことから、租税裁はしばしば「貧者の法廷（poor
man's court）」とも呼ばれる２８２。
ちなみに、いったん租税裁に係属した不足税額訴訟事件に関して、納税者はかさねて連邦地裁
や連邦請求裁へと還付訴訟を提起できない（§６５１２（a）; IRM３４.５.２.４.２.３（０８‐１１‐２００４）１）２８３２８４。もっとも
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この点、逆は必ずしも真ならずであって、納税者が連邦地裁ないし連邦請求裁へ提訴したことに
より、すでにそれら裁判所に還付訴訟事件が係属しているにもかかわらず、後になって――ただ
しそれら裁判所における正式事実審理前に――IRS 長官が同一の課税年度につき納税者へと９０日
レターを送付してきた場合には、租税裁での不足税額訴訟の機会を当該納税者に認めるため、係
属先の裁判所（連邦地裁ないし連邦請求裁）では、その還付訴訟手続が１５０日間停止される。こ
の間に改めて納税者が不足税額訴訟を提起した場合には、裁判管轄権が当初係属先の裁判所から
租税裁へと移される（§７４２２（e））２８５。
２．訴答（pleading）手続
租税裁での提訴手続の一環として、両当事者は、互いの主張を相手方及び裁判所に伝えるため
に、以下に述べる書面――「訴答（pleading）」（TCR３０）――の交換手続を履践せねばならない２８６。
まず原告は、訴訟提起にあたって、IRS より送付されてきた９０日レターの写しを添付の上、「訴
状（petition）」（TCR２０（a））を租税裁に提出する必要がある（TCR３４（b）（８））。この訴状では、とりわけ
被告 IRS 長官による不足税額認定が誤りである旨の指摘と、その指摘の根拠を明示せねばなら
ない２８７。一般に、納税者はこの訴状２８８をワシントン D.C.の租税裁事務局（Clerk of the Court）宛て
に送付するのであるが（TCR２２）２８９、そのさい希望する審理場所があればその場所を指定し（TCR１４０
（a），１７４（a））、かつ、提訴費用として６０ドルを納付せねばならない（§７４５１；TCR２０（b））。
これに対して、９０日レターの送付を受けたものの、納税者が租税裁への提訴を決断しない場合
には、本レター添付の合意書式（IRM８.１７.４.５.１（１１‐２６‐２００１）１；８.１７.４.１５（０４‐１２‐２００１））に署名の上、IRS
へと返送する（IRM８.１７.４.２（０７‐０３‐２００１）２）。この場合、あるいは納税者が９０日レターの送付を受けて
も適時に租税裁へと提訴しなかった場合には、IRS はもはやさらなる通知をするまでもなく、当
該納税者に対して認定した不足税額を査定し、それを受け徴収措置に着手しうる（§６２１３（c）; IRM
８.１７.４.２（０７‐０３‐２００１）２）。ちなみに、この９０日の出訴期間は厳格な訴訟要件であって、租税裁への提
訴を希望する納税者は必ずこれを遵守せねばならない（TCR２５（c））２９０。
さて納税者からの訴状提出を受けて、租税裁事務局は、その訴えに対し「事件番号（docket num-
ber）」を付し（TCR３５）、被告 IRS 長官宛てにその訴状を送達する。そのさい事務局は被告に対し、
請求の棄却を求める場合には６０日以内に「答弁書（answer）」を提出するよう、又は、訴えの却下
（TCR５１）等の「申立て（motion）」２９１をしたい場合には４５日以内にその旨の書面を提出するよう２９２教
示する（TCR３６（a）; IRM３５.３.１.２（０８‐１１‐２００４）２）２９３。もっともこの場合、IRS の行政組織上、実際に訴
状を受け取るのは首席法律顧問官事務所であり、そこでその訴状を処理するにふさわしい地区法
律顧問官（Area Counsel）へと回付され、そしてその指揮下に属する field attorney が実際に訴状
を分析し、これに対する答弁書等を作成する（IRM３５.２.１.１（０８‐１１‐２００４）１）２９４。
ついで被告から答弁書の提出を受けた租税裁事務局は、その答弁書の中に既判力抵触や禁反言
適用、さらには出訴期間徒過といった積極抗弁（affimative defense）事項（TCR３９；IRM３５.２.２.４（０８‐１１
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６８
‐２００４）１）が含まれている場合には、その旨を納税者に対し通知する。この通知に際しては、それ
ら抗弁につき納税者が反論したい場合には４５日以内に「応答書面（reply）」（TCR３７（b））を提出する
よう、又は、３０日以内に「申立て書」を提出するよう求める（TCR３７（a））２９５。
以上のごとく、原告からの訴状を受け被告が答弁書を提出したとき、又は、――積極抗弁が被
告から提起された場合には――被告の答弁書を受け原告が応答書面を提出したとき、訴答の交換
手続が終了し、争点の決定（joinder of issue）ということになる（TCR３８）。
第三項 審理手続
以下では租税裁での審理手続の概要を紹介するが、その中でもとりわけ特徴的と思われる、証
拠収集、証明責任、訴訟上の合意、特別審理裁判官といった四点に焦点を当てて紹介しよう２９６。
１．証拠収集
訴答の交換手続が終わって正式事実審理が開始する前、租税裁の担当裁判官は、両当事者を裁
判所（裁判官室）に呼び出し又は電話を使って、事実審理前協議（pre-trial conference）をとり行
う（TCR１１０（a））２９７。担当裁判官は、この裁判記録に残らないインフォーマルな一連の協議を通じて、
可及的に当事者間で争点を整理するよう、またあわよくば正式事実審理を開くことなく和解によ
って訴訟を終結するよう仕向ける（IRM３５.４.９.２.３（０８‐１１‐２００４）１；３５.６.１.６（０８‐１１‐２００４）１）。この一連の事
実審理前協議の中で、さらにはその最終協議終了段階で、担当裁判官は、証人の呼び出しや文書
の提出などをめぐり、当事者に対し事実審理前命令（pretrial order）を出すこととなる（TCR１１０（e））。
その後の訴訟の過程において、当事者がこの命令に従わない場合、担当裁判官は、次に述べるデ
ィスカヴァリ手続におけると同様、職権でもって各種の制裁を課しうる（IRM３５.４.９.２（０８‐１１‐２００４）１）。
また両当事者は、原則として、訴答の交換が終了することにより争点が決定して３０日経過後か
ら、正式事実審理日程を決めるための租税裁指定の召喚期日（calendar call）（TCR１３１（c））が到来す
る４５日前までのあいだ、以下に述べる当事者間での「ディスカヴァリ（discovery）」を実施しうる
（TCR７０（a）（２），９０（a））２９８。ここでディスカヴァリ手続とは、民事訴訟手続上、法廷外でおこなわれ
る、訴訟当事者相互間での証拠開示手続のことをいう。
本制度の趣旨としては、①両当事者が正式事実審理前に関係事実について知ること、②訴訟の
争点を明確化しかつ狭めること、③正式事実審理の時点では得られなくなってしまうおそれのあ
る証言を保全することといった点があげられている２９９。そして、このディスカヴァリを実施する
付随的な効用として、両当事者が正式事実審理前の段階において関係事実を把握することができ、
かつ、互いの主張の強みや弱みを評価することができることとなる結果、あえて正式事実審理を
開くことなく和解が成立することにもつながるという点が指摘されている３００。
このディスカヴァリの具体的な手法として、とりわけ租税裁での訴訟においても一般に用いら
れるのは、「質問書（interrogatories）」（TCR７１；IRM３５.４.３.３.２（０８‐１１‐２００４））３０１、「文書等提出要求（pro-
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duction of documents and things）」（TCR７２（a）（１）；IRM３５.４.３.３.３（０８‐１１‐２００４））並びに「立入検査要求（en-
try on property）」（TCR７２（a）（２））３０２、「証言録取（discovery deposition）」（TCR７４～７６；IRM３５.４.３.４（０８‐１１‐
２００４）２）３０３、「自白要求（request for admission）」（TCR９０；IRM３５.４.３.５（０８‐１１‐２００４））３０４といったものであ
る。
一方当事者が、これらのディスカヴァリ要求を相手方当事者に対しおこなったにもかかわらず、
相手方当事者が拒否した場合、一方当事者は租税裁に対し“執行（enforcement）"の申立てを提起
し、相手方当事者をして開示に応じさせるべく求める３０５。この申立てに対し租税裁が、相手方当
事者が開示すべきと判断する場合には、その旨の「ディスカヴァリ命令（discovery order）」を出
す（TCR１０４（a）,（b））。しかしこの命令が出されたにもかかわらず、相手方当事者がなおも開示を拒
否し続ける場合には、租税裁は、要求した一方当事者の主張を真実と擬制したり、拒否した相手
方当事者の主張や証拠提出を拒絶したり、さらにはその相手方当事者につき「裁判所侮辱罪（con-
tempt of court）」の成立を認め禁固刑や罰金刑を科すなどの、一定の“制裁（sanctions）"３０６を課しう
る（TCR１０４（a）,（c））。もっとも他方で、相手方当事者が一方当事者から“不当な”――例えば嫌が
らせ目的であるとか要求に応ずるのに膨大な費用がかかるなど――ディスカヴァリ要求を受けた
と考える場合には、その対抗手段として、租税裁に対し当該要求に応答しないでもよいことを認
めるよう「保護命令（protective order）」を申し立てうる（TCR１０３）３０７。
ところで、以上述べてきた、一般の民事訴訟手続においても用いられうる、裁判所の制裁によ
りその実効性が担保されたディスカヴァリ手続であるが、租税裁での訴訟においては、後述のよ
うに当事者間での「訴訟上の合意」が重視されることと関連して（TCR９１）３０８、積極的には用いら
れないものとされる３０９。すなわち、租税裁での訴訟において、これら正規のディスカヴァリ手続
の使用が認められるのは、当事者間での「インフォーマルな打ち合わせや意見照会（informal con-
sultation or communication）」といった、当事者間での自主的な証拠開示努力が十分に尽くされた場
合のみである（TCR７０（a）（１），９０（a）; IRM３５.４.３.２（０８‐１１‐２００４）１）。そして、このような“補充性”要件
に違反して、一方当事者が租税裁に対しディスカヴァリの執行を申し立ててきた場合であっても、
租税裁はこの申立てを認めないものとされる３１０。
こういった、ディスカヴァリ手続の補充性ををめぐるリーディング・ケースとして、１９７４年に
租税裁で下された Branerton v. Commissioner３１１がある。本件は、原告納税者が被告 IRS 長官に対
し「質問書」を送付したところ、被告が、原告は被告からインフォーマルな協議の実施を呼びか
けられたのにもかかわらず、その呼びかけを無視し、直ちにこのディスカヴァリ手続に着手した
のであるから不当であるとして、保護命令を租税裁に申し立てた事案である。
租税裁は、ディスカヴァリ手続の“補充性”の意義につき、後に述べる租税裁での審理の特徴
をなす合意プロセスとの関連で、次のように判示した。「ディスカヴァリ手続が用いられるべき
であるのは、訴訟当事者が、必要情報を自主的に入手するのに合理的な、インフォーマルな努力
を尽くしたという場合のみである。長年にわたって、租税裁の法廷実務の基本をなしてきたもの
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６１０
は、げんざい租税裁手続規則９１条に見られる、合意プロセス（stipulation process）である。この
プロセスにとって重要なことは、和解目的のためとともに、訴訟事件のより迅速な審理の手助け
とするために、必要となる事実、文書、その他のデータが、両訴訟当事者間で自主的に交換され
ること（voluntary exchange）である」３１２。そして結論として、租税裁は、原告のディスカヴァリ
要求が裁判手続の濫用であって被告の保護命令の申立てが認められるべきこと、さらに両当事者
が本判決から９０日以内にインフォーマルな協議を実施するよう命じたのである。
かくして本判決は、租税裁で訴訟当事者がディスカヴァリ手続に依拠しようとする場合には、
その前段階として、まずもって訴訟当事者間での非公式の情報提供や情報交換を求めたのである。
ちなみに、この判決の趣旨を受けて、げんざい実務上、一方当事者が相手方当事者に対して非公
式な情報提供や情報交換のために出す照会書のことを、“Branerton letters”と呼んでいる（IRM３５.４.
３.２（０８‐１１‐２００４）３，６）３１３。
２．訴訟上の合意（stipulation）
一般に、両訴訟当事者は、租税裁での正式事実審理が始まる前段階において、事実（fact）、見
解（opinion）、法の事実への適用（the application of law to fact）といった事柄につき、できる限り
合意することが求められ（TCR９１（a）（１））３１４、かつ、租税裁も当事者間で合意されたその内容を原則
として承認するものとされる（TCR９１（e））３１５。このような訴訟上の合意制度の趣旨は、「正式事実
審理を迅速化し、そうすることによって、租税裁判所に係属した事件を早期にかつ比較的安価に
解決すべく促すこと」３１６にあるものとされる３１７３１８。
この訴訟上の合意に向けての手続として、およそ当事者間で事実が十分に開示された頃合いを
見はからって、納税者と field attorney との間で、この合意のための協議がもたれるべきとされる
（IRM３５.４.７.２（０８‐１１‐２００４）２）。この合意案の作成に当たっては、本来であれば証明責任を負いかつ自
らの納税義務に係る事実につき知悉している納税者が主導権を握るべきものとされるが３１９、内国
歳入マニュアル上 field attorney が主導権を握って作成することが望ましいとされている（IRM３５.４.
７.２（０８‐１１‐２００４）２）。なお、この合意案をめぐり納税者と field attorney との間で意見が一致した場合
であっても、IRS 側の審査担当者（reviewer）の承認がなければ、当該合意は IRS 長官との間で
正式に成立したことにはならない（IRM３５.４.７.３（０８‐１１‐２００４）１４；３５.４.７.７（０８‐１１‐２００４）９）。
両当事者が、訴訟上の合意を所定の形式や手続に従って正式に締結した場合には（TCR９１（b）;
IRM３５.４.７.７（０８‐１１‐２００４））、その書面を租税裁に提出せねばならない（TCR９１（c）; IRM３５.６.２.４.２（０８‐１１‐２
００４）１）。この提出に当たっては、両当事者の署名が必要であるとともに、合意の対象となった資
料をも添付しなければならない（TCR９１（b）; IRM３５.４.７.８（０８‐１１‐２００４））。この提出によって租税裁は、
正式事実審理において、その合意内容を「証拠」と見なすこととなる（TCR９１（c））。すなわち、正
式に締結された訴訟上の合意は、「決定的な自白（conclusive admission）」とみなされ、両当事者
に対し“拘束力”が生じることとなる（TCR９１（e）; IRM３５.４.７.６（０８‐１１‐２００４）１）３２０。ただしこの点、法
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律問題（question of law）に関する合意については、必ずしもこの限りではない３２１。
ついで租税裁は、後になっていずれかの当事者がこの訴訟上の合意の破棄や変更を求めてきた
場合であっても、そうすることが「正義にかなう（justice requires）」ような特段の事情がある場
合を除いては認めない（TCR９１（e））３２２。また租税裁は、この合意書面において用いられている文言
を、一般の契約法理を踏まえ当事者の意思に基づいて解釈する３２３。
なお、正式事実審理の開始がいよいよ迫ってきているという時点でも、両当事者間で何らの訴
訟上の合意も成立しない場合、その合意案を有している当事者は、租税裁に対し相手方当事者に
その合意案を承諾させるよう、「合意強制の申立て（Motion to Compel Stipulation）」を提起しうる
（TCR９１（f）（１）；IRM３５.４.７.５（０８‐１１‐２００４）１）３２４。ただしこの申立ては、正式事実審理の具体的な日程を
決める協議（calender call）日が到来する４５日前までに行わねばならない（TCR９１（f）（１）；IRM３５.４.７.５（０
８‐１１‐２００４）１）。この申立てを受け、租税裁は相手方当事者に対し、当該合意案になにゆえに納得
しえないのか、その理由を２０日以内に書面でもって述べるように命じる（TCR９１（f）（１），（２））。この
命令にもかかわらず、相手方当事者がまったく回答してこない場合、又は、回答してきても言い
逃れや明らかに不適切な回答と認められる場合には、租税裁はその合意案につき相手方当事者の
承諾があったものとみなす（TCR９１（f）（３））。
３．証明責任
以下３では、（１）租税裁での不足税額訴訟における証明責任の“原則”的な所在を論じた上で、
（２）その“例外”に当たる「新たな事項」が提起された場合を論ずる。
（１） 「証明責任」の所在
一般にアメリカの民事訴訟法上、「証明責任（burden of proof）」には、「証拠提出責任（burden
of production or burden of going forward）」と「説得責任（burden of persuasion）」という二つの意味
合いがある３２５。前者の証拠提出責任は、一方当事者が正式事実審理において一定の証拠を提出し
なければならないという“行為責任”であって、この責任が履行されないと――陪審審理の場合
であれば――裁判官は当該事件につき事実認定を陪審にゆだねることなくその当事者を敗訴させ
る。この証拠提出責任は、審理の過程において当事者間を移動するものであり、わが国で言う「証
明の必要」にあたるのではないかと解される。
これに対して後者の説得責任は、両当事者が証拠提出責任を履行し、その事件の事実認定が裁
判官又は陪審の判断にゆだねられることとなった場合において、当該裁判官又は陪審が係争事実
の存否につき判断をつきかねる事態（真偽不明）にいたったときの“結果責任”であり、日本で
言うところの「客観的証明責任」にあたる。なお、この説得責任が履行されたかどうかの判断基
準――いわゆる証明度――として、民事訴訟では原則として「証拠の優越（preponderance of evi-
dence）」で足り、刑事訴訟の場合のような「合理的な疑いの余地のない証明（proof beyond a reason-
able doubt）」までは必要ない。なお、以下本稿では、「証明責任」という用語を、特に断りのな
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い限りは、「説得責任」の意味で用いることとする。
さて、伝統的に租税裁での不足税額訴訟においては、原告納税者が証明責任を負うものとされ
てきた（TCR１４２（a）（１））３２６。すなわち、IRS 長官の不足税額認定に対し不服ある納税者は、不足税額
訴訟の審理において、当該認定の“誤り”を、被告よりも優越した証拠を提出することによって
最終的に証明する責任を負っているのである３２７。こういった納税者証明責任原則――さらに後述
の「適正性の推定」も――の正当化根拠としては、申告納税の建前からして納税者が自己の納税
義務につき説明責任を負うべきこと、速やかな歳入確保を促す必要があること、納税義務に関し
証拠を握っているのは納税者であって証明能力が十分にあること、行政がおこなう処分は一般に
正しいものと推定されることなどの点が指摘されている３２８。
この納税者証明責任原則と関連して、従来から被告 IRS 長官の不足税額認定には「適正性の
推定（presumption of correctness）」がはたらくとの考え方が認められてきた（IRM３５.４.１.６（０８‐１１‐２００４）
１）。この考え方は、原告納税者は、証明責任ばかりでなく、不足税額認定が“正しい”という推
定を覆すに足る十分な証拠を提出せねばならないという、証拠提出責任をも負うことを意味す
る３２９。なお、納税者がこの証拠提出責任を履行した場合、今度は被告 IRS 長官が、納税者とは反
対の見地から証拠提出責任を履行せねばならなくなる（IRM３５.４.１.６（０８‐１１‐２００４）２）。もっとも、ここ
で注意せねばならないのは、このように証拠提出責任が移り変わっても、原告納税者に証明責任
があるということには変わりがないということである３３０。
この「適正性の推定」という考え方に関する代表的な判例として、１９３３年に連邦最高裁が下し
た Welch v. Helvering３３１がある。本件では、破産した法人の元役員であった原告納税者が、自らの
経済的信用を高めるためとして、法的義務がないのにもかかわらず、当該法人の免責された債務
を代位弁済した事案である。その後の申告において、原告はこの代位弁済分を必要経費として所
得を計算し申告したのだが、被告 IRS 長官は当該代位弁済分が評判や営業上の信用（reputation and
good will）を上げるための出費、すなわち資本的支出に当たるとした上で当該費用控除を認め
ず不足税額を認定した。連邦最高裁は、この代位弁済分の“必要経費”性をめぐる「[IRS 長官］
の認定は、適正性の推定によって支えられているのであり、原告はそれが誤りであることを証明
する責任がある」３３２と判示した上で、原告が被告の認定に誤りがあることの証明（証拠提出）、
すなわち本件代位弁済分につき取引社会一般において“必要経費”として受け入れられている旨
の証明（証拠提出）をしていないことから、原告の請求を認めなかった。
ところで、納税者証明責任原則にもかかわらず、例外的に IRS 長官へと証明責任が転換され
る場合が認められてきた。例えば、①９０日レターに重大な瑕疵がある場合、② IRS 長官が９０日
レターには記載していなかった「新たな事項（new matter）」を答弁書等において提起していると
か、不足税額の増額を主張してきた場合（TCR１４２（a）; IRM３５.２.２.３.９（０８‐１１‐２００４）１）、③ほ脱に関する
事案（§７４５４（a）; TCR１４２（b））、④緊急査定事案（§７４２９（g）（１））、⑤納税者の請求が既判力に抵触して
いる等の IRS 長官による積極抗弁（TCR１４２（a）,３９）、⑥財産譲受人の納税義務（transferee liability）
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事案（§６９０２（a）; TCR１４２（d））、⑦法人留保税（accumulated earnings tax）事案（§５３４（a）; TCR１４２（e））、
⑧情報申告書事案（§６２０１（d））、⑨基金管理者（fund manager）の違法行為事案（§７４５４（b）; TCR１４２（c））
である。これらのうち、以下（２）では、②についてさらに詳しく取り上げよう３３３。なおこのほ
か、従来からの納税者証明責任の原則をめぐっては、１９９８年に大きな改正がなされたが、この点
に関してはまとめて補節において議論する。
（２） 新たな事項（new matter）
ここで言う「新たな事項（new matter）」と区別される考え方として、「新たな主張（new theory）」
という考え方がある３３４。この後者の考え方は、被告 IRS 長官が答弁書等で当初の不足税額認定に
関し、増額することなく単にその理由を明確にしてくる場合とされ、このような場合の主張につ
いては「新たな事項」とみなされることはなく、したがって被告へと証明責任が転換されないと
いうものである３３５。しかしここで問題となるのは、被告の提起してくる主張が「新たな事項」に
当たるのか、それとも単に「新たな主張」にとどまるのかという、その区別基準である。
この点、例えば１９８１年の租税裁判決、Achiro v. Commissioner３３６がある。原告納税者らは、すで
に自らが支配している二法人（XY 法人）のほかに、これら法人の業務を有料で請け負う新たな
法人――Z 法人：原告らの持株率４８％――を設立し、かつ、原告らがこの Z 法人の専属的な被用
者となり、その身分において XY の業務に従事したのだが、このことが自らの退職年金に対する
課税を有利にするための租税回避に当たるのではないかが争われた事案である。当初の９０日レタ
ーにおいて被告 IRS 長官は、X の Z に対する業務報酬（management fee）の費用性を否認するこ
とを通じて原告らの不足税額を正当化していたところ、裁判段階で新たに、所得を分割して移転
したことや仮装法人であることなどを理由に原告らの不足税額を正当化する主張をしてきた。裁
判ではこれら追加された主張が「新たな事項」にあたるのかについて争われた。
これに対し租税裁は、一般論として「新たな事項」と「新たな主張」との区別基準を、被告の
提起してきた主張を原告が反駁するために、「別の証拠（different evidence）」を提出することを
余儀なくされるか否かという点に置いた３３７。そして本件に関しては、原告らが業務報酬の費用性
を証明するするために求められる事実や論拠と、原告らが所得を分割移転していないことや仮装
法人ではないことを証明するために求められるそれらとでは性質上全く異なるのであって、それ
ゆえ原告らは後者の点を証明するためには改めて“別の証拠”を提出せざるをえないとする３３８。
かくして結論として、被告の主張は単に当初の被告の見解を明確化したに過ぎないとは言えず、
それを超えた「新たな事項」であり、その主張については被告に証明責任が転換すると判断した３３９。
もっとも、裁判例上、この Achiro 判決の「別の証拠」基準とは違う基準も用いられている。
代表的な裁判例として、１９８１年に第九巡回区控訴裁で下された Abbati v. Commissioner３４０を挙げよ
う。原告納税者らは、それぞれ会計年度を異にする三つの事業体――二つの S 法人と一つのパ
ートナーシップ――を支配している。これら事業体は互いに経常的に売上の分散や相互に資金の
貸し借りを行っていたところ、ある課税年度について被告 IRS 長官の調査が入り、その結果、
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調査報告書がそれら事業体に送られた。これら調査報告書では、所得の分割移転の否認（§４８２）を
根拠に、これら事業体間での取引に伴う所得を認めないとの立場からの、更正案が記載されてい
た。またこれら調査報告書が送付されたのと同日、被告から原告らに対し９０レターが送られてき
た。ただしこれらレターでは、不足税額の根拠として、“関係事業体の帳簿書類を調べたところ
あなたの申告につき不足税額を認定しました”旨の簡単な説明があっただけで、具体的な根拠が
全く記載されておらず、さらに前掲調査報告書に対する言及もなかった。それゆえ原告らとして
は、正式にはいかなる理由でもって自分たちが不足税額を認定されたのかわからなかった。その
後、租税裁での正式事実審理開始二週間ほど前、原告側訴訟代理人が被告側訴訟代理人に対し不
足税額認定の根拠を問い質したのだが、被告側訴訟代理人はまだ答えられないとして回答を先延
ばしにした。そして審理開始の五日前になって、ようやく被告側訴訟代理人は原告側訴訟代理人
に対し、本件不足税額認定の根拠が所得の分割移転の否認であることを明らかにした。
租税裁での審理において被告は、本件不足税額の根拠が所得の分割移転の否認であると答弁し
たところ、原告らはこの主張が「新たな事項」にあたるとして、被告へと証明責任を転換するよ
う租税裁に申し立てた。これに対し租税裁は、上記事情を踏まえると被告の本件主張は原告らに
とっては不意打ちであって、それゆえ「新たな事項」にあたるとして原告らの申立てを認めた。
しかしながら、控訴裁はこの一審租税裁の判断を覆した。
控訴裁は、本件主張が前掲調査報告書の中にすでに記載されていたことや審理開始直前に告知
されていたことといった本件固有の事情を指摘したほかにも、一般論として、「たとえ実際に９０
日レターが大ざっぱな文言を用いていた（broadly worded）としても、後になって IRS 長官がそ
の文言に矛盾しない（not inconsistent）主張をしてきたのであれば、その主張は新たな事項では
なく、したがって証明責任を負うのは納税者のままである」３４１と述べた上で、本件９０日レターの
文言上、所得の分割移転の否認という主張が含まれていたものと解しうるのであって、したがっ
て本件主張は「新たな事項」には当たらないものと判示した３４２。
このような Abatti 判決の「無矛盾（consistency）」基準と、先の Achiro 判決の「別の証拠（differ-
ent evidence）」基準とに関しては、区別基準としていかなる関係にあるのか十分明確ではないとの
指摘が従来からなされてきた３４３。ただし、少なくとも前者の基準のほうが、後者の基準よりも、
裁判段階で被告 IRS 長官が新たな主張を提起することを、より緩やかに認める傾向にあると考
えられてきた３４４。
もっとも、これらの区別基準をめぐる比較的最近の裁判例として、１９９９年の租税裁判決、Shea
v. Commissioner３４５がある。原告納税者は、コンサルティング事業を法人格の伴わない形態でもっ
て営んでいたのだが、１９９２年度の所得税に関して夫婦共同（合算）申告書（§６０１３（a））を提出した。
ただし原告は、本件申告書を１９９５年になって提出し、また１９９３年には妻と離婚していたという経
緯がある。被告 IRS 長官は、本件課税年度における原告の申告資格を夫婦共同申告から夫婦個
別申告へと変更した上で不足税額を認定し、それに対して原告が租税裁へ提訴。
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しかし被告は、裁判段階になって、新たに内国歳入法典６６条 b 項に基づき、原告に関して州の
共有財産（community property）法上の優遇措置――夫婦は所得を合算し二分して申告できる―
―を否認する旨３４６の主張をしてきた。もっともこの点については、少なくとも９０日レター中の理
由において明示的に記載されていなかった。そのかわり９０日レターでは、§６６（b）に関して何ら
言及することなく、原告の妻が得た給与をすべて彼女自身の所得とし、また原告と妻との共同名
義の銀行口座の預金利子を原告単独の所得とするなどの理由が記載されていた３４７。それゆえ原告
は、§６６（b）に係る被告の主張が「新たな事項」に該当するとして、被告側へと証明責任が転換
されると主張した。
これに対し被告は、９０日レター上“黙示的に”§６６（b）に係る主張が含まれていたとの反論を
するほかにも、「新たな事項」に係る判断基準として「無矛盾」基準に依拠しつつ、§６６（b）に
係る主張を提起しても９０日レター上の文言に矛盾するものではないから、「新たな事項」とは言
えないと反論。後者の反論に対し原告は、先例が「無矛盾」基準をとっていることを認めつつも、
１９８８年の第一次納税者権利章典で９０日レターの理由附記制度――本制度に関しては第六章で詳述
――が導入されたことを指摘し、９０日レターの理由附記制度を蔑ろにするような「無矛盾」基準
は、もはや立法的に廃棄されていると再反論した。
これら両者の主張を受け租税裁は、被告による前者の反論を認めなかったばかりでなく、後者
の反論をめぐっても、基本的に原告の主張を採用した。すなわち一般論として、裁判段階で被告
が提起してきた主張が「新たな事項」に該当するかの判断基準としては、§７５２２の理由附記制度
を没却するような「無矛盾」基準ではなく、「別の証拠」基準であるべきとしたのである３４８。そ
して租税裁はこの基準に基づき、§６６（b）に基づく主張が９０日レターには記載されていなかった
こと、またこの主張の是非を検討するためには、改めて９０日レター上の当初の主張の是非とは“別
の証拠”――§６６（b）の否認事由３４９に係わる証拠――をしらべることが不可避となってくること
を認定した上で、本件§６６（b）に基づく主張が「新たな事項」にあたるものとし、被告へと証明
責任が転換されるものと判示した３５０。
このように Shea 判決は、「新たな事項」該当性判断基準につき、９０日レターの理由附記制度
の趣旨を重視した上で、緩やかな基準（無矛盾基準）ではなく、厳格な基準（別の証拠基準）に
立つことを明確にしたという点で、意義のある判決である。なお、内国歳入マニュアルでは、被
告 IRS 長官側が９０日レターにはなかった「新たな争点（new issue）」を裁判段階で提起すべき場合
として、そうすることに『実質的な（substantial）』理由があり、かつ、納税者の納税義務に及ぼ
す潜在的な影響が『重大な（material）』ものと認められる場合が挙げられている（IRM３５.４.１.２（０８‐１１
‐２００４）３）。この点、先述した、不服審査協議段階における新たな争点の追加や妥結した争点の蒸
し返しの場合の判断基準と同様のもののようである３５１。
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４．特別審理裁判官（Special Trial Judge : STJ）による審理
以下４では、特別審理裁判官による審理制度３５２が、現在の租税裁での訴訟過程においていかな
る位置づけにあるのかを把握するため、（１）まずはこの裁判官がおもに担当する少額訴訟事件手
続（Small Tax Case Procedure）を概観した上で、（２）この裁判官制度の合憲性をめぐる連邦最高
裁判例を紹介し、（３）さらに近時裁判を通じて大きな問題となり、２００５年には連邦最高裁の判断
が下されることとなった、特別審理裁判官が執筆した審理報告書の開示に関して検討する３５３。
（１） 少額訴訟事件
租税裁での審理の特徴として、係争となっている一課税年度の不足税額が“５０，０００ドル以下”３５４
である事件の場合には、特別審理裁判官による少額訴訟事件手続を選択しうるという点がある（§
§７４６３（a），７４４３A（b）（２），（３）；TCR１７０；IRM３５.１.３.２（０８‐１１‐２００４）２）。もっとも２０００年改正法――Community
Renewal Tax Relief Act of２０００――により、係争年税額５０，０００ドル以下の、「善意の配偶者救済
（innocent spouse relief）」事件３５５や「徴収適正手続（collection due process）」事件３５６についても、本
手続の利用が認められることとなった（§§７４６３（f），７４４３A（b）（４）；IRM３５.１.３.２（０８‐１１‐２００４）２）。
納税者は、租税裁の承認のもと本手続による審理を利用しうる（§７４６３（a）; TCR１７１；IRM３５.１.３.２（０
８‐１１‐２００４）３）。本手続は、できる限りインフォーマルに訴訟手続を行うとの趣旨のもと、訴答手
続が大幅に簡略化――原則として答弁書も応答書面も不要――されているほか（TCR１７３）、審理に
おいても、原則として準備書面の提出や口頭弁論の実施をしなくともよいこと、また証明力があ
ると思われる証拠については裁判官が緩やかに採用しうること（TCR１７４（b）,（c））、さらに原告納税
者の本人訴訟の場合（TCR１７２）には被告側訴訟代理人である field attorney が原告の訴訟活動を積極
的に支援すること（IRM３５.６.２.１２（０８‐１１‐２００４）１）などが定められている。また、少額訴訟事件手続の
場合、正規の訴訟事件手続の審理場所のほか、さらに１５ヶ所の“追加の”審理場所が指定されて
いるという点で利便性もある（TCR Appendix Ⅲ）。
このように少額訴訟事件手続は、納税者にとっても「費用のかからぬ代替的な紛争解決手段（less
expensive altenative）」３５７という点で大きなメリットがある。しかし一方で、正規の租税裁裁判官
ではなく特別審理裁判官が、「審理」ばかりでなく「判決」までも下しうることのほか（§§７４６３
（a），７４４３A（c）; TCR１８１，１８２（d））、いったん下された判決について当事者はもはや上訴が認められな
いこと、またその判決には先例的価値が認められないことにも留意せねばならない（§７４６３（b）; IRM
３５.１.３.２（０８‐１１‐２００４）５）。さらに、本手続に基づく審理途中に係争年税額が５０，０００ドルを超えること
が明らかになってきた場合には、特別審理裁判官は職権により――又はいずれかの当事者の申立
てにより――この手続を停止（discontinue）し、正規の訴訟事件手続へと変更することもある（§
７４６３（d）; IRM３５.１.３.２（０８‐１１‐２００４）４）。
（２） 制度の合憲性
ところで、内国歳入法典上、租税裁長官は特別審理裁判官に対し、少額訴訟事件の審理ばかり
でなく、「租税裁長官が指定しうるその他あらゆる訴訟手続（any other proceeding which the chief
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judge may designate）」の審理をもゆだねうるという“包括規定（catchall provision）”がある（§７４４３
A（b）（５））。いわばこの規定は、たとえ５０，０００ドルを超える正規の訴訟事件の審理であっても、特
別審理裁判官にゆだねうることを意味するものである。もっともこの場合、特別審理裁判官にゆ
だねうるのは、あくまでも「審理」のみであって、「判決」を下すことまでもゆだねうるわけで
はないことにも留意せねばならない（§７４４３A（c））。
この包括規定に基づく審理について以下敷衍すると、まず正規の訴訟事件の審理を終えた特別
審理裁判官は、当該事件に係る事実認定及び判決意見に関する審理報告書を租税裁長官に提出す
る（２００５年改正前 TCR１８３（b）；２００５年改正後 TCR１８３（c））。それを受けた租税裁長官は、その報告書を正
規の租税裁裁判官に回付し、当該裁判官にその事件を審査させる（２００５年改正前 TCR１８３（c）；２００５年改
正後 TCR１８３（c））。この場合、租税裁裁判官が、特別審理裁判官の事実認定や判決意見に問題があ
ると考える場合には、修正ないし差戻しをおこないうる（２００５年改正前 TCR１８３（c）；２００５年改正後 TCR
１８３（d））。もっとも、租税裁裁判官がこの事後的な審査をおこなうにあたっては、実際に審理を担
当したのが特別審理裁判官であるという点にかんがみ、特別審理裁判官がおこなった証人の信憑
性に関する評価に対しては「適切な考慮（due regard）」をすべきものとされ、また特別審理裁判
官がおこなった事実認定は「正しいとの推定（presumed to be correct）」をしなければならない（TCR
１８３（c））。いずれにせよ、特別審理裁判官の事実認定や判決意見に問題がなければ、租税裁裁判
官は、そのまま後述する租税裁としての正規の判決を下す手続に移る（２００５年改正前 TCR１８３（c）；２００
５年改正後 TCR１８３（d））。
しかしながら、こういった租税裁内部での事後審査手続があるにしても、実際の租税裁の訴訟
の中で特別審理裁判官の果たす役割が重くなるにつれ、そもそもこのように“非正規の”裁判官
に対し広い範囲にわたって審理権限を授権することが、はたして合衆国憲法上正当化しうること
なのかどうかが問題とされることとなった。そしてこの点、正面から争われたのが１９９１年の連邦
最高裁判決、Freytag v. Commissioner３５８であった。
本件では、原告納税者らが租税回避を理由に被告 IRS 長官から不足税額（約１５億ドル）を認
定された事案であって、租税裁での審理途中、正規の租税裁裁判官が病に倒れてしまい、それを
受け租税裁長官が、原告らの“同意を得た上で”当該事件を特別審理裁判官による審理に付した
ものである。審理が終わって特別審理裁判官は、原告らの請求を退ける事実認定及び判決意見を
執筆することとなり、その後そのまま所定の手続を経て判決が下されることとなった。
これに対し原告らは控訴したのだが、その中で原告らは、§７４４３A（b）（４）――現在の規定では
§７４４３A（b）（５）に該当――により租税裁長官が特別審理裁判官に指定できる事件は、その前の（１）
から（３）に準じた軽易なもしくは特殊な事件のみに限られるべきと解されるところ、本件のごと
き複雑でかつ多額の係争税額がかかわる事件についてまで租税裁長官が指定するのは、本規定に
係る立法者の意思を逸脱した違法な措置であると主張した。また、仮に本件指定措置が§７４４３A
（b）（４）に違反しない合法なものであるとしても、こういった特別審理裁判官を租税裁長官が任命
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することを認める内国歳入法典の規定は、権力分立（separation of powers）原理の一環である、
合衆国憲法第２条第２節第２項のいわゆる“任命条項（Appointment Clause）”に違反して、そも
そも違憲無効である旨も主張した。
この後者の違憲性に係る主張を敷衍しよう。任命条項では、「連邦議会は、法律でもって、そ
の適当と認める下級官吏（inferior Officers）の任命権を、合衆国大統領自身、裁判所（the Courts
of Law）、又は各部局の長官（Heads of Department）に対して与えうる」と規定されている。いわ
ばこの規定は、一定の役職者や機関がおこなう公務員の任命に関しては、立法府による事前承認
（統制）を“不要”とするものである。しかるに、合衆国憲法第一条に基づき設立された租税裁
は、本条項が念頭に置く合衆国憲法第三条に基づく「裁判所（the Courts of Law）」ではない。ま
た租税裁長官は、行政府（executive）の中でも閣僚が担当するような部局（国務省や財務省など）
を念頭に置いた「各部局の長官（Heads of Department）」にも当てはまらず、いわんや「合衆国大
統領」にも当てはまらない。ゆえに租税裁長官は、合衆国憲法上そもそも特別審理裁判官という
「下級官吏（inferior Officers）」を独自に任命する権限がないとの主張である。
控訴裁は、違法性に係る原告らの主張を退けるとともに、違憲性に係る原告らの主張に対して
も、本件特別審理裁判官による審理に当たって原告らは事前に同意をしていたのであるから、原
告らはこの点につき責問する権利を放棄している（waiver）と判示し、原告らの主張を退けた。
これに対し原告らが連邦最高裁に上告受理申立てをし、これを受理した連邦最高裁は、特別審理
裁判官制度が合憲である旨を判示し、“結論として”全員一致でもって原告らの上告を棄却した。
連邦最高裁（ブラックマン裁判官執筆法廷意見）は、§７４４３A（b）（４）の限定解釈に基づき本件
指定措置の合法性を問題とする原告らの主張については、§７４４３A（b）（４）に基づく特別審理裁判
官の権限が、あくまでも審理をし事実認定や判決意見を「提案」するだけにとどまるのであるか
ら、この権限に基づき本件のような係争金額の正規の税務訴訟事件を当該裁判官に担当させたと
しても、違法とはいえないとして原告らの主張を退けた３５９。また、控訴審の責問権放棄に係る判
示に関しては、たとえそうではあっても、連邦最高裁は、本件のような特別審理裁判官制度の合
憲性という権力分立に係る重要な論点につき、その裁量でもって審理しうるとした３６０。その上で、
一般論として、任命条項の「裁判所（the Courts of Law）」に当てはまるのは、形式上の「第三条
裁判所」のみでは必ずしもなく、実質的に見て「第三条裁判所」と同等の司法権限（judicial power）
を行使している「第一条裁判所」も当てはまりうると判示した３６１。
そして連邦最高裁は、特別審理裁判官が任命条項の「下級官吏」に該当するとの前提理解のも
と３６２、租税裁が、納税者と IRS 長官との間で生じる紛争を内国歳入法典の解釈・適用を通じて解
決していること、純粋に裁判的な機関であって政治的な決定といった他の活動をしないこと、純
粋な「裁判所（the Courts of Law）」である連邦地裁とほとんど変わらない権限を持っていること、
立法府や行政府さらには連邦地裁からも独立した地位にあることといった点を指摘した上で、実
質的に見て「司法権限」を行使しているのであって、任命条項でいう「裁判所（the Courts of Law）」
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に該当し、したがってその長には、合衆国憲法上、「下級官吏（inferior Officers）」――本件で言
う特別審理裁判官――を任命する権限があると判示したのである３６３３６４。
（３） 審理報告書の開示
さらに近時、アメリカでは、特別審理裁判官の審理報告書の開示が大きな争点となった。前述
のように、特別審理裁判官は、その正規の税務訴訟事件の審理を終えると、正規の租税裁裁判官
による審査を受けるため、審理報告書を作成せねばならない。じゅうらい、この審理報告書につ
いては、租税裁手続規則上、一般市民はもちろん、係争納税者もアクセスすることが不可能とさ
れており（２００５年改正前 TCR１８３）３６５、このことが係争納税者のデュー・プロセスや一般市民の知る権
利、さらには裁判過程の透明性などの観点から問題があるのではないかと批判されてきた３６６。
この問題が、とりわけ大きくクローズアップされる契機となった事件として、１９９９年の租税裁
判決、Investment Research Association v. Commissioner３６７がある。本件は、著名な税務弁護士で、
かつ、シカゴ・ロースクール教授である Burton Kanter 氏、有名な保険会社（Prudential Life Insur-
ance Co.）の上席副社長（senior vice president）である Claude Ballard 氏、さらに同社の副社長（vice
president）Robert Lisle 氏らが結託し、信託やパートナーシップ、法人といった仕組みを複雑に
絡ませながら、同社に対し他の取引相手から支払われたキックバックを分配し、その分を申告し
ていなかったとして、被告 IRS 長官が不足税額及び民事詐欺罰を認定した事案である。被告か
らの９０日レターの送付を受け、これら原告が租税裁に提訴。
提訴を受けた租税裁長官（Mary Ann Cohen）は、前述の包括規定（§７４４３A（b）（５））に基づき、本
件を特別審理裁判官（D. Irvin Couvillion）の審理にゆだねた。５５人の法廷証言や４，０００頁を超え
る訴訟当事者の準備書面が行き交う、５週間に及ぶ長く複雑な審理の末に、特別審理裁判官は、
審理報告書を租税裁長官に提出。それを受けた長官は、本件を租税裁裁判官（Howard A. Dawson
Jr.,）に移送し、彼に審査するよう指示した。その結果、当該租税裁裁判官は、“特別審理裁判官
の判決意見に同意する”という前置きとともに、特別審理裁判官の審理報告書――原告らがほ脱
をはかったことを認定し彼らに対する１，３００万ドルを超える不足税額及び民事詐欺罰を認める―
―を引用のうえ追認した。
敗訴判決を下された原告らは、実のところ審理においては特別審理裁判官が被告側主張に疑念
を抱いている印象を受けていたのだが、その後租税裁の“匿名の”二名の裁判官から、本件担当
の租税裁裁判官（Dawson）が、審理報告書の中で特別審理裁判官がおこなった証言の信憑性に
関する評価を、原告らからの意見を聴取することなく一方的に不利益に変更した旨の情報を入手
した。原告らは、この情報をもとにその担当裁判官に対して、判決の基礎となった審理報告書を
開示するよう申し立てた。これに対し同裁判官は、租税裁手続規則（２００５年改正前 TCR１８３（c））に従
い、特別審理裁判官がおこなった証言の信憑性に対する評価を「適切に考慮（due regard）」した
と主張して、原告らの申立てを却下。
その後も原告らは、新たな審理を開くよう、又は、これが受け入れられないのであれば審理報
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告書を“封緘のうえ”原告らの控訴状とともに控訴裁に移送しそこでの審理の対象とするよう、
租税裁に申し立てたが、いずれも却下。さらに租税裁は、本件に係わった、特別審理裁判官（Cou-
villion）、担当裁判官（Dawson）、租税裁長官（Cohen）の三者連名でもって、本判決が審理報告
書の事実認定に基づいていることを確認する書面を出し、その中で審理報告書については、租税
裁の「内部審議過程（internal deliberative process）」に係わる文書なので開示できないと主張した。
しかし原告らはこれに承服せず、本件不開示決定の根拠となった、審理報告書への訴訟当事者の
アクセスを認めていない（２００５年改正前）租税裁手続規則１８３条 c 項は、合衆国憲法第五修正の
デュー・プロセスに違反し無効であるなどとして、それぞれの原告を管轄する控訴裁判所に対し
て職務執行令状（writ of mandamus）の発給を求める訴えを提起。
その結果、２００３年、Lisle 氏の（遺族）を管轄する第五巡回区控訴裁３６８、また Ballard 氏を管轄
する第十一巡回区控訴裁３６９、さらに Kanter 氏の（遺族）を管轄する第七巡回区控訴裁３７０、いずれ
の控訴裁においても、審理報告書の不開示制度がデュー・プロセス違反である旨の原告らの主張
は認められず３７１、請求棄却。もっともこれらの中で、第五巡回区控訴裁は原告に対する民事詐欺
罰を認めず、この点租税裁に差し戻した３７２。さらに、第七巡回区控訴裁の判決には、Cudahy 裁
判官による詳細な一部反対意見が付されている。当該意見は、一般に行政ないし裁判においては
決定形成過程の「透明性（transparency）」が重要であることを指摘しつつ３７３、控訴審においてその
裁判官が審理報告書にアクセスしえないまま審理を余儀なくされるという租税裁手続規則の内容
はデュー・プロセスに違反すると述べていた３７４。
これら敗訴判決を受け、Kanter 氏の（遺族）及び Ballard 氏は、連邦最高裁に上告受理を申し
立てたところ、連邦最高裁はそれら両事件を受理し、かつ、それらを併合審理することを宣言し
た。そして２００５年、連邦最高裁は、七対二でもって原告らの請求を認め、両原審の判決をそれぞ
れ破棄差し戻した３７５。
ギンズバーグ裁判官執筆法廷意見は、原告らの主張する租税裁手続規則についてのデュー・プ
ロセス違反やその他の制定法違反に関しては判断を避けた一方で３７６、とりわけ租税裁はみずから
が制定した租税裁手続規則に違反した解釈運用をしていると判示した３７７。すなわち、（２００５年改
正前）租税裁手続規則１８３条 c 項の趣旨――租税裁裁判官は証人の信憑性に関する特別審理裁判
官の判断を「適切に考慮」せねばならず、また特別審理裁判官の事実認定に対しては「正しい旨
の推定」がはたらく――が適正に担保されるためには、ほんらい控訴裁による事後審査が必要不
可欠であるところ、租税裁はみずからの決定過程の秘匿性を理由にそれを拒否しているのであっ
て、この規則の趣旨を没却した解釈運用であるとする３７８３７９。
さて、差戻しを受けた第七巡回区控訴裁及び第十一巡回区控訴裁での審理において、改めて原
告らが審理報告書の開示を申し立てたところ、被告はその点をめぐる審理をさらに租税裁にまで
差し戻すよう申し立てた。これに対し先に判断を下した第七巡回区控訴裁では、実質的な審理を
行うことなく被告の申立てを認め、連邦最高裁の判断に従って審理するよう事件をさらに租税裁
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へと差し戻した３８０。なおこの判断に対しては、Cudahy 裁判官が反対意見を執筆し、差し戻すの
ではなく、もうここで開示申立てを認める判断を下すべきと主張している３８１。しかしこの判決の
およそ一週間後、もう一方の第十一巡回区控訴裁は、原告の開示申立てを認める判断を下した３８２。
この開示命令を受けておよそ一週間後、租税裁は、本件特別審理裁判官が租税裁長官に提出し
ていた「元の（original）」審理報告書を開示することとなったが、それは本件租税裁裁判官が判
決意見の中で引用した審理報告書の内容とは全く異なり、原告らに対する不足税額及び詐欺罰を
“認めない”ものであった３８３。この結果を受け第十一巡回区控訴裁は、租税裁へと差戻し判決を
下し、その中で、判決意見に引用された審理報告書を破棄した上で、元の審理報告書に立ち戻っ
て審査を実施しなおすこと、またその審査に際しては引用された審理報告書の“作成”に関係し
ていた裁判官らの関与を認めないこと、さらに先の差戻し連邦最高裁判決でなされていた指示や
（後述の）改正された租税裁手続規則の手続を厳格に遵守し特別審理裁判官の事実認定を尊重す
べきことを命じた３８４３８５。
なお、このような租税裁の、事実の隠蔽と受け止められてもやむをえない姿勢に対しては、マ
スメディアや連邦議会などからも批判の声が上がった３８６。租税裁はこれらの批判を受け、また差
戻し連邦最高裁判決の中で租税裁手続規則を改正するよう「勧告」されたことを受け３８７、審理報
告書に係る同規則の改正に踏み切った。この改正内容は、特別審理裁判官により審理報告書が提
出され租税裁裁判官に割り当てられる前の段階で、訴訟当事者に対しそれを開示し、またその内
容につき両当事者に異議申立てをする機会を認めるものである（２００５年改正後 TCR１８３（c））３８８。
第四項 租税裁での和解
租税裁に係属した事件の多くは、正式事実審理に至るまでもなく、両訴訟当事者による和解の
成立によって終結するものとされる３８９３９０。すなわち、前章で論じたように、不服審査部での協議
の中で不服審査官は、「訴訟になったときの危険」を考慮して、納税者との間で和解をすること
が認められるのであるが、この点、租税裁で訴訟を追行する任にある field attorney も、納税者と
の間で和解を行うことが可能なのである（IRM３５.５.２.１（０８‐１１‐２００４）１）。ただし厳密に言うと、field at-
torney は自らの判断のみで和解しうるのではなく、彼が和解に踏み切るに当たっては、それに関
し承認権限を持った役職者からの承認３９１を得なければならない（IRM３５.５.２.１（０８‐１１‐２００４）１，２）３９２。ま
た、租税裁での和解手続においては、担当裁判官（trial judge）の判断も問題となってくる。
以下本項では、１において（前段階）不服審査を経て租税裁に係属した事件を念頭に置き、和
解にあたってとられる合意判決手続の概要を紹介する。ついで２において、租税裁が訴訟当事者
間での和解や一方当事者による認諾の申立てを“拒否”する場面に着目し、そのような拒否がど
のような場合に行われるのかについて検討を加える。そして３において、差戻し後不服審査事案
の和解手続につき触れ、不服審査部と「法律顧問官（Field Counsel）」３９３との組織的連携のありよ
うについて一瞥する。
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１．合意判決（stipulated decision）
正式事実審理前に、納税者と field attorney との間で和解が成立した場合３９４、両当事者は裁判所
に対し、両当事者の署名を付した、合意に係る書面を提出することにより和解決着を図る（TCR
１２２（a）; IRM３５.６.１.９（０８‐１１‐２００４））３９５。なお、審理日程上差し迫った時期に両当事者の和解が整うよう
な場合には、一方当事者が相手方当事者に対して“和解合意案”を示す書簡を送付し、これに対
し相手方当事者が“承認”を示す書簡を返送し、それを租税裁へと提出するという方法がとられ
る３９６。この和解に向けての交渉は、あくまでも両当事者間で自律的に行われるものであって、担
当裁判官が介入――和解案の提示要求など――してくることは認められず（IRM３５.５.２.５（０８‐１１‐２００
４）１）、またあえて介入してきた場合には、field attorney はそれを拒否すべきともされる（IRM３５.６.１.
５（０８‐１１‐２００４）２）３９７。
以上のようなかたちで成立した両当事者による和解合意は、「合意判決（stipulated decision）」
という形式を通じて、担当裁判官の承認を得なければならない。もっとも、両当事者による和解
合意は一種の契約とみなされ、担当裁判官の承認を経ずとも両当事者を拘束する力を有するとさ
れる（IRM３５.５.２.１（０８‐１１‐２００４）３）。したがって、書面に署名を付した当事者が、後になって担当裁判
官への承認を申し立てる段階で真意ではなかった旨主張し、和解合意の破棄（repudiate）を申し
立てても認められない。ただしこの例外として、裁判例は、一方当事者の詐欺が介在している場
合や、互いの誤解に基づいている場合等の例外的な事情のある場合を挙げている３９８。
このような和解合意の拘束力につき論じている比較的近時の判例として、１９９７年に下された租
税裁判決、Dorchester Industries Inc. v. Commissioner３９９を紹介しよう。本件事案は、正式事実審理
前協議を通じて、原告納税者と被告 IRS 長官との間で和解合意書面が作成され、いよいよ両当
事者が租税裁への承認を申し立てる段階に至ったところで、原告がその書面への署名を拒否した
というケースである。原告は、本件和解合意の対象範囲が原告の本意ではなかった旨を表明し、
本件和解合意がそもそも成立していないこと、また仮に成立しているとしても、租税裁の承認を
得ていない以上原告は自由にその破棄ができる旨を主張。これに対し被告は、和解合意どおりの
判決を下すよう租税裁に申し立てた。
租税裁は被告の申立てを認めた。その理由として、租税裁での手続の中で行われる両当事者の
和解は“契約”であるがゆえに、それが有効に成立したものであるかどうかについては、一般の
契約法理に基づいて、すなわち「申込み（offer）」と「承諾（acceptance）」があったかどうかに基
づいて判断されねばならず、またこれら両行為が書面を通じてなされている以上は、その和解に
は拘束力が生じうるとする４００。その上で租税裁は、本件交渉をまとめるにあたって、原告側訴訟
代理人には有効な代理権限があることを認めた上で、両当事者間における一連の電話やファック
スを通じたやりとりを詳細に分析することを通じて、両当事者間で有効な「申込み」と「承諾」
がなされたものと認定した４０１。
また、原告の本件和解合意の破棄の申立てに関して、租税裁は一般論として、いったん両当事
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者によりなされた和解合意を租税裁が破棄するためには、正式な同意の欠如（lack of formal con-
sent）、詐欺（fraud）、錯誤（mistake）等の、当該合意をそのまま認めることが一方当事者にとっ
て不正義（injustice）な結果となるような正当な事由が証明されねばならないと論じた上で、原
告は本件和解合意につきこの点を証明できていないとした４０２。関連して租税裁は、いったんなさ
れた和解合意につき、租税裁による正式な承認を経ていない段階であれば、その当事者は一方的
に自由に破棄しうると判示しているように受け止められうる先例４０３を、その限りで変更した上で、
たとえ租税裁による正式な承認手続を経ていなくとも、両当事者は一方的に和解合意の破棄を主
張できないと判示したのである４０４。
さて、ここで合意判決の“効力”についても触れよう。まず、この判決について訴訟当事者は
原則として上訴し得ない４０５。また、合意判決が下されて９０日の期間が経過――すなわち合意判決
が確定――すると、IRS はその不足税額を査定し徴収措置に着手しうることとなる４０６。さらに、
後述の通常の租税裁判決と同様に、裁判所に対する詐欺や裁判管轄権の欠如といった極めて例外
的な場合を除いては、再審請求も認められない。そして、後述する通常の租税裁判決では認めら
れる「争点効（collateral estoppel）」については認められないとされる一方で４０７、同じく通常の租税
裁判決では認められる「既判力（res judicata）」については認められるとされる４０８。
２．租税裁による認諾（concession）の拒否
租税裁が訴訟当事者間での訴訟終結を否認できる場合として、Dorchester Industries Inc.判決に
おいては、原告被告間といった訴訟当事者的観点からみた“不正義”が指摘されていた。しかし
ながら他方で、敗訴の危険を見越した一方当事者が、自己にとって将来不利にはたらく先例をつ
くらせないといった、社会的に見て不当な戦略的考慮に基づき、相手方当事者に対し一方的に認
諾し（concede）４０９、そうすることによって租税裁の判決によることなく、訴訟終結に持ち込もう
とする場合がある。もっとも租税裁は、このような一般社会的観点からみて“不正義”と思われ
る認諾の申立てに関しても、否認できるものとされる４１０。この論点に関するリーディング・ケー
スとして、１９７６年の租税裁判決、McGowan v. Commissioner４１１がある。
ある課税年度において、原告納税者の雇用主は、ロードアイランド州法に基づき、原告の賃金
の一部を、同州の暫定障害保険基金（temporary disability insurance fund）に対する「負担金（com-
pulsory contribution）」として、源泉徴収した。これを受け原告は、本件負担金が内国歳入法典上
所得控除の認められる州の所得税にあたるとの考えから、その金額分を所得から控除して申告し
たところ、被告 IRS 長官が、ある歳入規則（Rev. Rul.７５‐１４８，１８７５‐１C.B.６４）に依拠して原告主張の控
除を認めず９０日レターを送付し、租税裁での訴訟となった。
しかしその後、被告は、本件歳入規則を改正することによって、原告のようなケースにおいて
控除を認めようと考えた。被告は、このみずからの方針転換を受け、本件訴訟に関して租税裁に
対し原告の請求を全面的に認める旨の「認諾書（Notice of Concession）」を提出。そして、被告が
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“原告には不足税額なし”ということを認めた以上、本件訴訟は争訟性を喪失し（moot）、その
結果租税裁も実体的な争点につき判断する管轄権がなくなったのだから、速やかに本件訴訟を終
結するよう申し立てた。しかしこれに対し原告は、ロードアイランド州には原告と同様の立場に
置かれている納税者が数多くおり、本件訴訟はテスト・ケースとして重要であるとして、被告の
一方的認諾に基づく訴訟終結の申立てに反対し、裁判所は本件訴訟における実体的な争点を判断
する管轄権があると主張した。
租税裁は、一般論として、租税裁で訴訟当事者により行われる和解合意や認諾については、租
税裁による審査に服するのであり、こういった手続でもってはじめて「正義の利益（interest of jus-
tice）」が守られると述べた４１２。そして租税裁は、本件では以下に掲げる理由から、租税裁として
被告の認諾の申立てを退けることが「正義の利益」にかなうと判示した４１３。
すなわち、じゅうらい３０年以上にわたって、歳入規則により州の租税にあたるものとして控除
が認められてきた本件負担金が、突如１９７５年になって――その規則の根拠となった制定法の改正
があったわけでもなく、また納税者一般に対しその理由につき十分な説明があったわけでもない
のに――前掲一片の歳入規則の制定によって認められなくなったという不可解な経緯があること、
本件歳入規則が文面上違法無効であるように見えること、ロードアイランド州には本件争点の決
着につき関心のある納税者が数多くおり、速やかに裁判所としての見解を表明する必要があるこ
と、被告は本件歳入規則を速やかに改正する予定であると主張しているが、被告は本件審理日程
につき「準備不足」と称し何度も延長を申し立ててきたという経緯からして説得力がないこと、
といった点である。このように被告の認諾の申立てを退けた上で、租税裁は本件歳入規則の審査
に入り、結論としてそれを違法無効なものであると判断したのである４１４。
以上 McGowan 判決では、“被告 IRS 長官”側の不当な認諾が問題となったが、次に紹介する
１９８２年の租税裁判決 Smith v. Commissioner４１５では、反対に“原告納税者”側の不当な認諾が問題
となった。
原告ら二組の夫妻は、不動産事業を営むパートナーシップのパートナーであったが、当該パー
トナーシップの持分売却により多大な利益が生じたため、節税対策として訴外会社（Merrill Lynch,
Pierce, Fenner & Smith, Inc.）より銀の売付買付両選択権（straddle）を購入。この節税商品は、最
小限度の経済的リスクでもって、短期キャピタル・ゲインに対する課税を繰り延べることができ
るばかりか、課税上有利な長期キャピタル・ゲインへと転換できるという商品である４１６。訴外会
社は本商品を、二万ドル以上の短期キャピタル・ゲインを生み出し、かつ、５０％以上の税率が課
せられる富裕な納税者向けに販売し、本商品により節約できた税額の１０％分を手数料として受け
取っていた４１７。
原告らは、持分売却により生じた短期キャピタル・ゲインを、本商品に基づく銀先物取引によ
り発生した短期キャピタル・ロスによって全部相殺し現課税年度分の所得をなくす一方、本商品
の設計上この短期キャピタル・ロスに対応して生ずる短期キャピタル・ゲインを翌課税年度にま
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で繰り越し、その年度に実現させることによって、長期キャピタル・ゲインとして申告した４１８。
このような節税商品に基づく一連の取引について、被告 IRS 長官は、経済的実質を伴ってい
ないことや、利益追求目的ためになされた取引の結果生じた損失ではないので控除ができない（§
１６５（c）（２））などの理由から、原告らの短期キャピタル・ロスの控除や長期キャピタル・ゲインの
計上を認めなかったところ、原告らがあらそい租税裁の訴訟へと至った。もっともこの時期、こ
の節税商品をめぐって、被告と全米各地の納税者との間で数多くの係争事件があったのだが、原
告らの事件が最初に租税裁へと係属することとなった。なお原告らは、被告に対する税務訴訟と
同時並行的に、別途訴外会社を被告として、州裁判所に民事訴訟――IRS により認定された不足
税額の求償（indemnification）を求める訴訟――を提起していた。
訴外会社は、本件租税裁での訴訟を通じ、上記節税商品についての不利な判決が下され、先例
化してしまうことをおそれて、原告らとの民事訴訟事件に関し、係争不足税額の“二倍”の金額
を訴外会社が原告らに支払うこと――その代わりに原告らは被告との税務訴訟事件について認諾
して終結させること――で和解する案を提示して、原告らもこれを受諾した。そして原告らは、
租税裁での正式事実審理開始のおよそ一週間前になって、租税裁に対し被告認定の不足税額を全
面的に認諾する旨、それゆえに本件訴訟は争訟性を喪失したのだから（moot）、正式事実審理を
行うことなく直ちに訴訟を終結するよう申し立てた。なお被告はこの申立てを拒絶。
租税裁は、被告にとって本件争点の帰趨――被告にとって不利な判断となるか有利な判断とな
るかを問わず――が税務行政遂行にあたっての先例として極めて重要であること、また原告の認
諾の背景には本件争点につき不利な先例が下されることを危惧している訴外会社の不当な介入が
あることは明らかであるとして、原告の認諾の申立てを退けた。そして、あえて本件を審理にか
けた上で、本件損失は利益追求目的ための取引の結果生じた損失ではないので控除を認めえない
旨の、原告らにとって――訴外会社にとっても――不利な内容の判決を下したのである４１９。
３．差戻し後不服審査事案における和解
さて、差戻し後不服審査事案における和解手続に関してであるが４２０、その（差戻し後）不服審
査協議段階において、担当不服審査官と納税者との間で、事件の争点につき一部ないし全部和解
が成立した場合には、納税者の署名がある和解書面その他税額計算に係る書類等が法律顧問官４２１
へと送付される（IRM３５.５.１.４.２（０８‐１１‐２００４）１）。それを受け法律顧問官が署名をし、合意判決を得る
ため租税裁へと提出する（IRM３５.５.１.４.２（０８‐１１‐２００４）１）。なお、このさい法律顧問官は、和解書面の
形式や正確性のみを審査するものとされる（IRM３５.５.１.４.２（０８‐１１‐２００４）５）。ただし、法律顧問官が不
服審査部で合意された和解案の内容について疑問を抱いたのであれば、不服審査部との接触を試
みうる（IRM３５.５.１.４.２（０８‐１１‐２００４）５）。もっともこの場合、不服審査部の独立性との関連で、片面的
接触に際して課せられる制約に留意せねばならない（IRM３５.５.１.４.２（０８‐１１‐２００４）５）。
差戻し後不服審査において、担当不服審査官と納税者との間で事件全体につき和解が成立しな
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かった場合、不服審査部は和解できた争点と和解できなかった争点とを記した「移送メモ（trans-
mittal memorandum）」や「事件メモ（case memo）」を、行政ファイルとともに法律顧問官へと送付
する（IRM３５.５.１.４.３（０８‐１１‐２００４）１）。法律顧問官がこれらの書類を受領することによって、その租税
紛争事件につき管轄権を取り戻すと、法律顧問官は、その事件を正式事実審理に付し裁判決着す
るかそれとも和解決着するかといった、訴訟に係る排他的な処分権限を得ることになる（IRM３５.５.
１.４.３（０８‐１１‐２００４）２；Rev. Proc.８７‐２４，１９８７‐１C.B.７２０，§２.０４）。
ただしこの場合、法律顧問官と不服審査部との間で合意があれば、同一租税紛争事件につき、
一部の争点を正式事実審理に付す一方で、残りの争点を不服審査部での交渉にゆだねるというこ
とも可能である（IRM３５.５.１.４.３（０８‐１１‐２００４）２；Rev. Proc.８７‐２４，１９８７‐１C.B.７２０，§２.０４）。また、いったん法
律顧問官へと返された事件であっても、不服審査協議による早期解決の見込みが出てきた場合に
は、法律顧問官と不服審査部との合意でもって再び不服審査部へと差し戻しうる（IRM３５.５.１.４.３（０８
‐１１‐２００４）２）。
以上本項で述べてきたように、不足税額訴訟過程――「前段階不服審査」を経てきた訴訟事件
であれ「差戻し後不服審査」を経てきた訴訟事件であれ――では、納税者は租税紛争を解決する
ためのルートとして、正式事実審理を通じ裁判所の正規の判決を得る機会ばかりでなく、交渉を
通じ IRS の訟務部門との間で和解をする機会も認められている。いわば、調査過程においても
不服審査過程においても認められた「交渉⇒和解」の契機が、租税裁での不足税額訴訟過程にお
いても見出されうるのである。
第五項 判決手続
以下本項では、１と２において租税裁の判決へと至る手続の流れを叙述し、かつ、その中で用
いられる「審理報告書（report）」、「判決意見（opinion）」、「判決（decision）」の各概念を把握す
る。その上で３においては、租税裁の判決の効力を紹介する。
１．審理報告書（report）、判決意見（opinion）、判決（decision）
通常、各小法廷（division）での審理が終わると、担当裁判官（trial judge）は、当該事件につ
いての自らの事実認定（findings of fact）並びに判決意見（opinion）に係る提案を記載した「審
理報告書（report）」を作成し（§§７４５９（b），７４６０（a））、それを租税裁長官へと送る（§７４６０（b））４２２。これ
を受けて租税裁長官は、３０日以内に当該報告書に目を通し、租税裁の先例に適合しているかどう
か等の観点から審査をする。このさい租税裁長官が、当該事件に重要な争点がかかわっていると
判断する場合には、それを大法廷へと回付する（§７４６０（b））。他方で、租税裁長官が小法廷の審理
報告書を了承する場合には、当該報告書をそのまま「租税裁判所の審理報告書（report of the Tax
Court）」と認定する（§７４６０（b））。いずれにせよ、租税裁が機関として承認した審理報告書に基づい
て、納税者の不足税額が計算され、担当裁判官により「租税裁判所の判決（decision of the Tax
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Court）」が下されることになる（§７４５９（a））４２３。以下ではこのプロセスに関して、さらに詳しく見て
いこう。
さて、租税裁で執筆される裁判官の判決意見には、①小法廷意見（Division Opinions or Regular
おぼえがき
Opinions）、② 覚書 意見（Memorandum Opinions）、③大法廷意見（Reviewed Opinions）、④略式
意見（Summary Opinions）の四つの類型がある。
まず、大法廷回付を伴わない通常の事件処理の場合、租税裁長官は、担当裁判官からの審理報
告書の提出を受け、職権でもって①小法廷意見を付与するのか、②覚書意見を付与するのか選択
をする４２４。①の小法廷意見は、一般に新規の法解釈上の争点が係わる事件について付与される意
見であって、租税裁により正式に先例価値を有するものと認められ、かつ、租税裁の公式判例集
（United States Tax Court Reports）を通じて公表される（§７４６２）。これに対して②の覚書意見は、
一般に法解釈は確立しているが新たな適用事実が争点となっている事件に付与される意見で、正
式には先例価値を有するものとはみなされず、また租税裁の公式判例集により公表されない４２５。
もっとも、これら両者の明確な区分にもかかわらず、実務上、特定の法解釈上の争点につき、
将来的には①の小法廷意見において採用することを念頭において、あえてアドバルーン的に②の
覚書意見が付与されることがあると指摘されている４２６。また、②の覚書意見には先例価値がない
と言い切る租税裁の公式的な見解に対しては、租税裁自身がしばしば覚書意見を参照引用してい
る実態との関係で批判もある４２７。いずれにせよ、②の覚書意見も、非公式なかたちでもって、す
なわち商業出版ベースでは公表されてきたほか、げんざい、１９９９年以降の覚書意見に関しては、
他の判決意見類型とともに、租税裁のホームページ４２８からも入手可能となっている４２９。
ついで、③の大法廷意見が出されるためには、前述のように、租税裁長官が問題となっている
事件を大法廷へと回付しなければならない。こういった大法廷に回付すべき事件として、次のよ
うな特徴を持つ事件が挙げられている。すなわち、同様の事実状況がこれからも繰り返し生じる
可能性があり広い範囲の人々に影響を及ぼすことになる事件、担当裁判官が既存の規則を無効に
するよう又は租税裁の先例を変更するよう提案してきている事件、担当裁判官が控訴裁の先例に
従うことを拒否している事件、担当裁判官が事件の解決につき先例とは事案が異なるとしてその
先例とは異なった法的判断を下しているがそのような区別が疑わしい事件、担当裁判官のおこな
っている法的議論の妥当性につき疑問の余地がある事件などである４３０。この大法廷審査に付すべ
きか否かは、基本的には租税裁長官の職権判断事項であるが４３１、訴訟当事者の申立てによって認
められる場合もある４３２。
なお、この大法廷審査は、租税裁長官及び租税裁裁判官全員が出席する大法廷で、“審理”を
しておこなわれるものではない。むしろ、担当裁判官により執筆された判決意見を含むその事件
の関係書類が事前に他の全ての裁判官に回覧され、それら各裁判官における審査検討を経た上で、
全員出席の定例会議でその判決意見をめぐり審議されるというかたちをとる４３３。この会議での評
決を通じて、担当裁判官の執筆した当初の判決意見が採択されなかった場合には、再び当該担当
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裁判官が判決意見を執筆し直すか、あるいは、その裁判官の申し出により、ほかの裁判官が新た
に判決意見を執筆することとなる。採択されなかった当初の判決意見は、公式に記録されること
なく（§７４６０（b））、また一般にも公開されない。その後、新たに執筆された判決意見をめぐり再び
審議がなされ、それに基づき最終的に採択される４３４。なお、大法廷審査の後に出された判決意見
の末尾には、"Reviewed by the Court"と記される。
最後に④の略式意見であるが、これは前述の特別審理裁判官が担当する少額訴訟事件において
付される判決意見であり、②の覚書意見と同様、正式には先例価値がないとされている（§７４６３（b））。
また②の覚書意見と同様、じゅうらいこの判決意見についても租税裁は公表してこなかったが、
研究者からの批判もあって公表されるに至り４３５、げんざい、２００１年以降の略式意見に関しては、
租税裁のホームページ４３６からも入手することが可能となっている。
２．税額計算（computation）
租税裁が「判決（decision）」を下すに当たっては、（不足）税額４３７計算（computation）の点を
も考慮に入れねばならない４３８。もっともこの点、９０日レター上の不足税額がそのまま適正である
と判断される場合（被告全面勝訴）、又は、全く不足税額が認められないと判断される場合（原
告全面勝訴）には、問題とはならない。税額計算が問題となってくるのは、９０日レターに記載さ
れている（IRS が認定した）不足税額ほどではないものの、いくらかの不足税額を納税者が負う
といった場合である。
もっとも、往々にして複雑な計算を余儀なくされる不足税額の算定に関しては、担当裁判官が
これを直接におこなうのではなく、まずもって訴訟当事者にゆだねられることになる。すなわち、
担当裁判官は、その判決意見の結論部分において、当事者に対し判決意見に従って税額計算をす
るよう命ずるのである。具体的には、判決意見の末尾に「判決は租税裁手続規則１５５条に基づい
て記録される（Decision will be entered under Rule１５５.）」という一文が付されることになる。
この指示に応じて両当事者は、具体的な不足税額の計算をめぐって、合意に至るよう議論する。
もっとも、税額計算については、租税裁手続規則上、両当事者の議論と合意を前提としてはいる
が、実務上不服審査部で不足税額が算定され、それが納税者側へと送付されるという手続をとっ
ているようである４３９。いずれにせよ、不足税額につき合意が成立した場合、両当事者は所定の書
面４４０を提出することにより、その不足税額を担当裁判官に対し共同で報告する（TCR１５５（a））。この
書面を構成するものとして、①税額計算表紙（computation face sheet）、②税額計算明細書（com-
putation statement）、③判決案（proposed decision）の三つがあり、通常の場合には、①を field attor-
ney が、②と③とを不服審査部が準備する。これら書面の提出を通じ不足税額の報告を受けた租
税裁の担当裁判官は、その合意された不足税額を認めた上で、「租税裁の判決録へと記録する（[en-
ter] in the records of the Tax Court）」（§７４５９（c））ため、租税裁事務局へと送る。そしてここで判決が
記録された（entry of decision）日こそが、租税裁により正式に判決が下された日（date of decision）
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ということになる（§§７４５９（a）,（c）; TCR１５５（a）; IRM３５.１.２.１（０８‐１１‐２００４）３）４４１。なお、判決が下されて
（記録されて）のち、租税裁事務局はその旨を両当事者へ通知する。
しかし両当事者による議論の末に、不足税額の算定につき合意が成立しなかった場合、租税裁
としては二つの対処方法がある（TCR１５５（b））。ひとつは、あらかじめ一方当事者からの不足税額
の報告を受け、それを相手方当事者に送付し、彼が所定の期間内に異議申立てないし代替不足税
額の報告をしてこなかった場合には、その一方当事者の不足税額をそのまま判決として下すもの。
ふたつは、担当裁判官が、両当事者から各自が計算した不足税額をそれぞれ報告させ、場合によ
っては審理を開いた上で、不足税額をみずから決め判決を下すもの。
なお以上の税額計算のプロセスは、あくまでも、すでに下された租税裁の事実認定や法的結論
に従って、正しい税額を計算するという趣旨で行われるのでなければならない。それゆえに、い
ずれの当事者であれ、すでに解決された争点を蒸し返したり、あるいは、審理において争われて
いなかった争点を新たに提出することは許されない（TCR１５５（c））。
さて、ここで本項１と２の記述を踏まえ、“opinion”、“report”、“decision”、それぞれの概念を整
理し確認すると、次のようになろう。すなわち、「判決意見（opinion）」とは、当事者により提
示され審理された争点に対する、租税裁の判断のことである。「審理報告書（report）」とは、租
税裁の事実認定（findings of fact）と判決意見（opinion）とから構成されるものである。そして
「判決（decision）」とは、審理報告書（report）に基づいて計算され、租税裁が再認定した不足税
額を述べる命令のことである４４２。
３．判決の効力
租税裁の判決が下されてのち、９０日の控訴期間内に控訴がなされないと、当該判決は「確定（be-
come final）」する（§７４８１（a）（１）；IRM３５.９.１.３.１（０８‐１１‐２００４）２；３６.２.５.３（０８‐１１‐２００４）２）４４３。したがって、敗訴
しかつ控訴期間を徒過した納税者が、新たな証拠を発見したことを理由に再審請求を申し立てた
としても、それは認められない４４４。もっとも判例法上、例外的に、裁判所が騙されて（fraud upon
the court）判決を下してしまった場合や４４５、そもそも租税裁がその事件について事物管轄権をも
っていなかった（lack of jurisdiction）のにもかかわらず誤って判決を下してしまったなどの場合
には、再審請求が認められるとされる（IRM３５.９.１.３.１（０８‐１１‐２００４）５；３５.９.１.３.２（０８‐１１‐２００４）１；３６.２.５.３.２（０８‐
１１‐２００４）１）４４６。ただし、この再審請求が認められることは、実際にはほとんどないようである４４７。
このように租税裁において再審請求が厳格であるのは、連邦地裁や連邦請求裁と比べてもきわ立
っているとの指摘もある４４８。
ところで、以上述べてきた流れにしたがって、租税裁で納税者敗訴判決が「確定（finality）」す
ると、それを受け IRS は不足税額を査定して、徴収手続に着手する（§６２１５（a）; Reg.§３０１.６２１５‐１；IRM
３５.９.１.３.１（０８‐１１‐２００４）１）。なおここで重要なことは、「納税者敗訴判決の（法的）確定）」があった
からと言って、ただちに「係争税額の（法的）確定」を伴うものではないことであるが、この点
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に関しては、第六章の不足税額査定に関して論ずる部分で触れよう。
ついで、租税裁で判決が確定すると、――納税者であれ IRS 長官であれ――敗訴当事者は同
一課税年度に係る同一請求につきもう一度租税裁で争うことが「既判力（res judicata）」――又は
「請求遮断効（claim preclusion）」――によって禁じられるほか、たとえ課税年度が異なる請求で
あったとしても、同一の争点を繰り返して争う場合には、「争点効（collateral estoppel）」――又
は「争点遮断効（issue preclusion）」――によって禁じられることになる４４９。
この点、税務訴訟における既判力ないし争点効についてのリーディング・ケースである、１９４８
年の連邦最高裁判決 Commissioner v. Sunnen４５０では、これらの効力につき以下のように定式化さ
れている。「所得税は年度ごとに賦課徴収される。各年度ごとに新たな納税義務が発生し、また
各年度ごとに訴訟原因（cause of action）が生じる。したがって、特定の課税年度の納税義務に係
る請求が争われた場合には、その本案に対する判決は、同一課税年度に係わる同一の請求（the same
claim and the same tax year）について、後になって行われるいかなる訴訟手続に対しても既判力
（res judicata）を押し及ぼすことになる。しかし後訴において、前訴とは異なった課税年度に関
して、類似の又は別異の請求（a similar or unlike claim）が持ち出されてきた場合、その前訴の判
決は、その前訴において実際に提出され判断された事項（matters）についてのみ、争点効（collat-
eral estoppel）としての作用を押し及ぼすこととなる」４５１。
なお、同じ租税裁での蒸し返しばかりでなく、租税裁で敗訴し判決が確定した当事者が、もう
一度同じ請求を“連邦地裁ないし連邦請求裁”で争うことも「既判力」によって禁じられるし、
おなじく同じ争点を繰り返し争うことに関しても「争点効」によって禁じられる４５２。もっともこ
の点は、逆もまた真であって、連邦地裁ないし連邦請求裁において敗訴判決を下された当事者が、
もう一度同じ請求ないし同じ争点を“租税裁”で争おうとする場合でも同様である４５３４５４。
第六項 先例拘束
さて、租税裁の裁判官が訴訟事件につき判断を下すさい、その事件の争点をめぐって巡回区控
訴裁判所の間で判断が分かれている場合には、どの控訴裁の先例に拘束されるのかが問題となる。
理論的には、裁判官はある争点に対する判断につき、複数の控訴裁の間でも“優勢な”先例に従
うべきとの考え方もある。もっとも、この点に関する１９７０年の租税裁のリーディング・ケース、
Golsen v. Commissioner４５５では、以下に紹介するように、それとは異なった考え方が示された。
原告は、訴外生命保険会社から、次のような特殊な生命保険証券を購入した。その購入契約の
内容は複雑であるが要点のみを紹介すると４５６、原告は初年度にその一年分の保険料（premium）
を支払うばかりでなく、そのさき四ヵ年度分の保険料をもまとめて支払う（計約３２万ドル）。ち
なみに、訴外会社が原告のこの前払保険料分に付す利子は年３％である。次に原告は訴外会社
より「貸付け」を受け（計約３１万ドル）、年４％の利子を支払う（年利子額約１.２万ドル）。
ただし実際には、原告による訴外会社への本件前払保険料の支払いは、訴外会社による原告へ
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の本件貸付金供与を受けておこなわれた（→）。したがって、さしあたって実際に原告が“支
出”した金銭は、支払済みの初年度保険料分（約１万ドル）のほかは支払利子分のみということ
になり、残りの金銭の移動は訴外会社の帳簿上の動きに過ぎないこととなる。原告は、この支払
利子分を控除のうえ所得税申告書を提出したのだが、被告 IRS 長官はこれを認めず、租税裁で
の訴訟へと至った。
租税裁は、被告側の主張を認め、本件一連の取引がその経済的実質においては、所得控除の認
められない生命保険料の支払い（§２６４）であるところ、“貸付けに対する利子の支払い”（§１６３）と
いう法形式を取ることによって、所得控除が受けられるように組み替えているものと認定し、こ
のような場合には実質に即して課税すべきと指摘する４５７。さらに租税裁は、本件と同様のスキー
ムにおいて「利子」控除が問題となった控訴審裁判例として、第五巡回区控訴裁の‘肯定’裁判
例４５８と、第十巡回区控訴裁の‘否定’裁判例４５９とを挙げる４６０。
その上で租税裁は、本件を判断するに当たってどちらの先例に従うべきかという争点につき、
従前の自らの先例――租税裁は全米規模の裁判所であるがゆえに原告納税者の控訴先の巡回区控
訴裁の法解釈に拘束されることなく自ら正しいと考える法解釈を優先して採用しうる４６１――を明
示的に覆し、本件の控訴を管轄している地域の巡回区控訴裁、すなわち納税者が居住する地域を
管轄する控訴裁の先例に従うことが、「より良い司法の運営（better judicial administration）」につ
ながると判示して、けっきょく本件では、原告の居住地域を管轄している第十巡回区控訴裁の先
例に従って、原告を敗訴させたのである４６２。
以上のように、Golsen 判決において、納税者の居住する地域を管轄する控訴審判例に従うべ
きとの判断が下された結果、こんにち租税裁では、この Golsen ルールに基づき判決が下されて
いる。この限りでは、租税裁において先例拘束に関し統一的な運営がなされているのであるが、
ただし Golsen ルールの欠点として、巡回区控訴裁間で一つの争点につき判断が分かれている場
合、同じ租税裁に訴訟を提起してきた複数の納税者の間で、その居住地域に応じて全く異なった
判決が下されうるという事態が生じてしまう。この点 Golsen 判決でも、このような事態が起こ
りうることを指摘していたが、結論として、「本件ではこのような問題は起こっておらず、した
がってわれわれが現時点でこの種の事態に直面したときにいかなる方途をとるのかを決める必要
はない」４６３として、判断することを避けてしまっていた。
しかし実際にこの種の事態が起きてしまった事例として、同じ１９７４年に下された二つの租税裁
判決、Doehring v. Commissioner４６４と Puckett v. Commissioner４６５の両判決がある４６６。
両事件の原告となった Doehring 氏（ミズーリ州住民）と Puckett 氏（アラバマ州住民）は、そ
れぞれ First Finance Company（以下 X 社とする）の株式を５０％ずつ保有していた。この X 社は、
テネシー州の産業貯蓄貸付法（Industrial Loan and Thrift Act）に基づいて設立された金融機関（S
法人）であって、おもに通常の金融機関では貸し付けの対象とならない低所得者を顧客に貸し付
け事業を行っていた。信用力の乏しい顧客を相手とする以上、X 社としては顧客の融資申請を認
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めるかどうかを判断するにあたっては、事前に詳細な信用調査を行わざるを得ず、前掲州法の認
めるところにより「審査料」というかたちで、融資をすることに決定した申請者に対して“のみ”
その融資額の４％を、利子額とは別途徴収していた。
ところで、S 法人に関する内国歳入法典上の規定には、課税年度における総収入の２０％以上が
利子や配当収入である場合、S 法人としての資格が消滅する旨の規定があったところ、被告 IRS
長官は前記「審査料」をも利子にカウントする認定を行った。そのため、X 社の利子等収入は規
定の２０％以上となってしまい S 法人資格が消滅してしまった結果、S 法人の場合であれば原告ら
株主に対して認められる貸倒損失の帰属が認められなくなってしまった。かくして、貸倒損失の
帰属を前提として提出された原告らの所得税申告書につき、被告は不足税額を認定した。原告ら
は、租税裁での訴訟において、X 社のような金融機関は、上記２０％制限の対象外であると争った。
一審の租税裁では、同じ租税裁に係属した同種の事案であるにもかかわらず、Puckett 氏の場
合には勝訴し、Doehring 氏の場合には敗訴することとなった。このような結果が生じてしまっ
た原因は、Puckett 氏の住むアラバマ州を当時管轄していた第五巡回区控訴裁には、金融機関を
上記２０％制限の対象外と解釈する先例４６７があったので、租税裁としてその先例に拘束されざるを
えなかったところ、Doehring 氏の住むミズーリ州を管轄する第八巡回区控訴裁ではそのような
解釈をとる先例がなく、租税裁が独自の解釈をする余地があったからである４６８。
このように Golsen ルールは、各控訴裁判所の管轄区域内部での法解釈の統一性をはかるため
の“犠牲”として、租税裁に対して、納税者が住んでいる地域が異なるのであれば、たとえ同種
事案であっても法解釈上矛盾した取り扱いをするよう強いる結果をもたらすことになる。しかし
ながら、租税裁内部での法解釈の統一性を損なう Golsen ルールに対しては従来から批判が強く、
いっそうのこと、全米統一の“第一審”裁判所である租税裁判所にあわせて、税務訴訟に関する
統一的“控訴審”裁判所――「全米租税控訴裁判所（National Court of Tax Appeals）」――を創設
してはどうかとの議論もなされてきている４６９。
しかしこういった構想に対しては、現在の分散型控訴審システムには、一つの争点をめぐって
控訴裁の間でも多様な見解が披瀝されえ、かつ、連邦最高裁がこれらを踏まえ統一した見解を最
終的に打ち出しうるという、租税法の発展という観点からみて大きなメリットがあるのであって、
控訴審を統一化するとこのようなメリットがなくなってしまうなどといった批判も根強く、いま
だ実現していない４７０。
第七項 上訴手続
租税裁において下された判決に不服のある訴訟当事者は、納税者が居住する住所又は主たる事
業所を管轄する巡回区控訴裁判所４７１に対して控訴を提起できる（§§７４８２（b）（１）（A）,（B）; IRM３６.２.５.８
（０８‐１１‐２００４））４７２。具体的には、不服ある当事者――IRS 長官であれ納税者であれ――は、判決が
下されたのち９０日以内に、租税裁事務局に対し「控訴状（notice of appeal）」を、所定の手数料を
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納付した上で提出する（§７４８３；Reg.§３０１.７４８３‐１；TCR１９０（a）; IRM３６.２.５.６（０８‐１１‐２００４））。これを受け相
手方当事者も、判決が下されてから１２０日以内であれば、「交差控訴（cross-appeal）」を提起しう
る（§７４８３；Reg.§３０１.７４８３‐１；TCR１９０（a））。
敗訴した納税者は、控訴に当たって必ずしも担保（bond）を提供する必要はない。もっとも、
担保を提供しないと、控訴審係属中、IRS は係争不足税額を自由に査定し、徴収措置に着手しう
ることとなってしまうことに留意せねばならない（§７４８５（a）; TCR１９２；IRM３６.２.６.２.１.２（０８‐１１‐２００４）１；３６.
２.６.２.４.８（０８‐１１‐２００４）１；３６.２.６.２.４.８.１.３（０８‐１１‐２００４）１）４７３。なお、納税者が担保を提供する場合には租税裁
に対しておこなわねばならず、また具体的な担保の金額は、控訴対象となっている不足税額の二
倍の金額以内で、租税裁が決定するものとされる（§７４８５（a）（１））。ただし実務においては、控訴対
象となっている不足税額に、付帯税（additions to tax）、租税罰（penalties）、さらには控訴審が終
わるまでの遅延利子を加算した金額が担保金額とされているようである４７４。
ところで、控訴審以降、被告 IRS 長官側を訴訟代理する行政機関は、（財務省）IRS 首席法律
顧問官事務所から、司法省租税局（Tax Division of the Justice Department）――そのなかでも上訴
担当課（Appellate Section）――４７５へと交代すること（IRM３６.１.１.４（０８‐１１‐２００４）１‐３）、すなわち実質的
な訴訟に係る処分権限が「財務省」から「司法省」へと移されることに注意せねばならない。こ
の交代の理由として、そもそも合衆国政府が当事者となる訴訟に関しては“原則的に”司法省が
管轄すべきところ、租税裁に関する訴訟代理についてだけは“例外的に”財務省（の内部組織で
ある IRS）にゆだねられているという管轄配分の問題がある（IRM３６.１.１.４（０８‐１１‐２００４）１）。
このことと関連して、租税裁で被告 IRS 長官側の敗訴判決が下された場合、最終的に控訴し
てさらに争うかどうかの判断は、首席法律顧問官事務所ではなく、司法省――正確にはその訟務
長官（Solicitor General）――にゆだねられることになる（IRM３６.１.１.４（０８‐１１‐２００４）４，５）。もっとも、
首席法律顧問官事務所は、控訴してさらに争うべきかにつき、その判決が下されて後６０日以内に
（IRM３６.１.１.７.３（０８‐１１‐２００４）；３６.２.１.１.５（０８‐１１‐２００４）２）、「控訴関係書面（appeals letter）」４７６を司法省に送
付することを通じて、“勧告（recommendation）"をなし得る権限が認められている（IRM３６.１.１.４（０８
‐１１‐２００４）４；３６.１.１.７（０８‐１１‐２００４）１）４７７４７８。このさい、首席法律顧問官事務所は、租税裁の事実認定や
法解釈の誤りばかりでなく、IRS の立場を支える全体的な戦略的視点や健全な税務行政の必要性
の観点、さらには歳入確保に与える潜在的なインパクト等を考慮に入れるべきとされる（IRM３６.２.
１.１（０８‐１１‐２００４））。
ついで控訴裁での審理の対象であるが、例外的な事情のない限り、租税裁で審理された事項に
限られるものとされる４７９。また、控訴裁の審査方法については、明白な誤り（clearly errorness）
がない限りは租税裁の事実認定に拘束されるとする一方で、法の解釈や適用に関しては拘束され
ないとする覆審的（de novo）審査がとられることとなっている（IRM３６.１.１.３（０８‐１１‐２００４））４８０。もっ
とも従来から、租税裁の法解釈に対して控訴裁は「敬譲的な審査（deferential review）」をおこな
うべしとするルールを取り入れることによって、地域管轄の控訴裁間における見解の相違を全米
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管轄の租税裁に押し及ぼさず、そうすることを通じて、租税裁レベルでの法解釈の全米統一をは
かろうとする提案がされてきており、政治的な実現性の乏しい前述の「全米統一控訴裁判所」構
想の代替策と考えられてきている４８１。
さて、控訴裁の判決に不服がある当事者は、原則としてその判決が下されて後９０日以内に（２８
U.S.C.§２１０１（c）; IRM３６.２.２.２（０８‐１１‐２００４）１）、連邦最高裁へと上告受理申立て（certiorari）をなしうる
（２８U.S.C.§１２５４；IRM３６.２.２.１（０８‐１１‐２００４）１）４８２。この点、租税裁・連邦地裁・連邦請求裁、いずれの第
一審裁判所を経てきた場合であっても、全く異ならない。なお、控訴裁で被告 IRS 長官側の敗
訴判決が下された場合、首席法律顧問官事務所は３０日以内に、上告受理の申立てをするかどうか
の判断につき――前述の控訴段階同様に――「上告受理申立て関係書面（certiorari letter）」を司法
省に対し送付することを通じて、“勧告”をなし得る権限が認められている（IRM３６.２.２.５.１.４（０８‐１１
‐２００４）１，２）。この勧告に当たっては、首席法律顧問官事務所は、法的争点につき控訴審レベルで
対立があるかどうかや、速やかな解決が行政遂行上求められる争点であるかどうかといった点を
考慮せねばならないものとされる（IRM３６.２.２.５.１.４（０８‐１１‐２００４）３）４８３。
以上のような、控訴裁ないし連邦最高裁での訴訟の機会を経て、租税裁の納税者敗訴判決が確
定することとなると、IRS は不足税額を査定し徴収手続に入りうる。なお、内国歳入マニュアル
３６.２.５.３（０８‐１１‐２００４）３では、租税裁の判決が上訴された場合において、いかなる時点でその判
決が「確定」することとなるのか（§７４８１；Reg.§３０１.７４８１‐１）についての一覧表が掲げられている４８４。
査定という「係争税額の（法的）確定」期間の起算点として、租税裁の「判決の（法的）確定」
時期が重要となることにもかんがみ（IRM３５.９.１.３.１（０８‐１１‐２００４）１）、配列順序も含め若干筆者の手を
加えた上で、本稿（本号）の最後に訳出しておく（表A参照）４８５。
第二節 還付訴訟（refund litigation）
本節では、不足税額訴訟とともにアメリカの税務訴訟において重要な位置づけにある還付訴訟
について検討するのであるが、その検討の順序として、まず本訴訟を提起するにあたって納税者
に対し課されている「訴訟要件（jurisdictional prerequisites）」に着目し、その中でも、とくに重要
な“全額納付原則”と“還付請求前置主義”について検討する（第一項１及び２）。あわせて、
後者の還付請求前置主義との関連でしばしば問題となる、“還付請求期間”の遵守についても考
察する（同項３）。そして、還付訴訟を管轄する連邦地方裁判所と連邦請求裁判所との地位を確
認した上で（第二項）、両裁判所に共通してみられる還付訴訟手続の概要を、本案審理を中心に
紹介することとする（第三項）。もっとも、還付訴訟のなかでおこなわれる和解手続に関しては、
独立した項目として検討する（第四項）４８６。
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第一項 訴訟要件
１．全額納付（full payment）原則
９０日レターの送付を受けても、納税者が租税裁へ提訴しなかった場合――出訴期間を徒過して
しまったことによるものであれ、自発的に提訴を回避したことによるものであれ――には、IRS
は９０日レター上認定した不足税額につき査定を実施しうる。この場合、納税者はたとえ不服があ
っても、以下のような、連邦地裁ないし連邦請求裁での還付訴訟を通じてでなければ、その査定
された不足税額に関して争うことができなくなる。ここで重要なことは、還付訴訟を提起するに
あたり納税者は、不足税額を「納付」しなければならないということである（２８U.S.C.１３４６（a）（１））。
しかもこの納付すべき税額は、原則として「全額」であって、一部の金額の納付のみでは、訴え
を提起することが認められない（“full payment”rule）４８７。
この全額納付原則に関する連邦最高裁のリーディング・ケースとして、Flora v. United States４８８
がある。本件は、IRS が原告納税者の申告した所得税額に約２９，０００ドル不足税額があるものとし
て査定をしたところ、原告がその不足税額の一部である約５，０００ドルのみを納付し、還付請求及
び還付訴訟を提起した事案である。連邦最高裁は、全額納付原則の根拠とされる合衆国法典２８巻
１３４６条 a 項１号の規定につき、文言上あたかも「一部納付」に基づく還付訴訟の提起を認めうる
ようにも解釈しうる余地を認めつつも４８９、還付訴訟をめぐる制度的な沿革を詳細にたどり４９０、ま
た税務訴訟制度全体において還付訴訟が占める独自の位置づけを――係争不足税額の事前納付の
必要が全くない（租税裁での）不足税額訴訟との比較において――明らかにした上で４９１、全額納
付原則を正当化し原告の請求を退けた。
このような全額納付原則は、とりわけ一度に多額の税額が絡んでくる遺産税に関しては、過酷
な結果となりうると指摘されている４９２。ただし Flora 判決の脚注でも指摘されていたが４９３、源泉
徴収所得税や一定の物品税等の“分割可能な（divisible）”租税に関しては、問題となっている一
部の税額さえ納付すれば、還付訴訟の提起が可能とされている４９４。例えば前者の場合、源泉徴収
義務者は、全ての被用者の源泉徴収所得税額を納付する必要はなく、問題となっている納税者分
の税額を IRS に納付しさえすれば、還付訴訟の提起が可能となる。同じことは後者の場合にも
言え、各取引や事実ごとに課税を分割しうることから、納税者は問題となっている取引や事実に
係る税額分を納付しさえすれば還付訴訟を提起しうる。
２．還付請求前置主義
租税裁での不足税額訴訟の場合と異なって、納税者が還付訴訟を提起するに当たっては、事前
に還付請求を IRS に提起し、そこでの不服審査手続を経ておく必要がある４９５。以下では、（１）こ
の還付請求手続についての一般的な方法に触れた上で、（２）とくに納税者による還付請求につい
ての補正（請求）に関し取り上げて検討しよう４９６。
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（１） 還付請求の方法
還付訴訟を提起するにあたって、納税者は、係争「過納税額（overpayment）」（§６４０１（a）; Reg.§３
０１.６４０１‐１）につき、事前に IRS に対し還付請求をしておかねばならない（§７４２２（a）; Reg.§３０１.６４０２‐２
（a）（１））４９７。ただし、納税者がこの還付請求を提起しうる期間は、還付請求の対象となった申告書
の提出日（date of filing）から『三年』、又は、過納税額を納付した日（date of payment）から『二
年』の、いずれか期間経過が遅い日までとされる（§６５１１（a）; Reg.§３０１.６５１１（a）‐１（a）（１）；IRM３４.５.２.４.２.
１（０８‐１１‐２００４）１）。もっとも、この還付請求期間については、さらに本項３で触れよう。
ついで、所得税に係る還付請求の書式は、その請求する課税年度においていまだ申告書を提出
していない場合には、通常の申告の場合と同様、例えば「書式１０４０（個人）」や「書式１１２０（法人）」
が用いられる（Reg.§§３０１.６４０２‐３（a）（１），（５））。これに対して、すでに申告書を提出している場合に
は、「書式１０４０X（連邦個人所得税修正申告書：Amended U.S. Individual Income Tax Return）」や「書
式１１２０X（連邦法人所得税修正申告書：Amended U.S. Corporation Income Tax Return）」が用いられ
る（Reg.§§３０１.６４０２‐３（a）（２），（３））。そのほかの連邦税に係る還付請求は、おもに「書式８４３（還付請
求並びに減免請求書：Claims for Refund and Request for Abatement）」が用いられる（Reg.§３０１.６４０２‐２
（c）; IRM３４.５.２.１（０８‐１１‐２００４）４）。
また納税者は、還付請求書において、当該還付を受けるべき理由とそれを支える事実を十分に
記載しておかなければならない（Reg.§３０１.６４０２‐２（b）（１））。そして納税者は、この還付請求書の記載
が真実である旨を、偽証罪の認識の下に署名せねばならないほか（Reg.§３０１.６４０２‐２（b）（１））、その還
付請求を裏付けるための証拠をも添付して提出せねばならない（Reg.§３０１.６４０２‐２（a）（２））。
一般に納税者は、過納税額の納付先のキャンパスに対して、還付請求書を提出する（Reg.§３０１.６
４０２‐２（a）（２））４９８。この提出された還付請求書については、通常の申告処理過程同様に各キャンパス
が選別処理した上で、各地の調査部署による調査が入ることになる４９９。このように、納税者から
還付請求がなされると、IRS 側ではその請求の対象となった申告書に対して、その請求理由“以
外の点”も含めて調査をおこなうことになる。したがって還付請求をおこなおうとする納税者は、
その請求をすることにより得られる利益と、新たに IRS から更正を求められるリスクとを慎重
に比較分析し、はたして請求したほうがよいのかどうかを判断すべきとされる５００。
さらに、納税者の還付請求における争点につき、従前において調査部署で協議が実施されてい
なかった場合には、協議の機会が認められる５０１。また、納税者がこの調査レベルでの協議に不服
がある場合には、不服審査部での協議の機会も認められる（Reg.§６０１.１０６（a）（１）（iii））５０２。そしてこう
いった協議のすえ、IRS が納税者の還付請求を認めない場合には、「還付拒否通知（notice of claim
disallowance）」という正式な通知を送付する（§６５３２（a）（１））。このように、還付請求書の提出から
還付拒否通知の送付に至る手続は、前述したような、申告書の提出から「正式不足税額通知（９０
日レター）」の送付に至る手続に“対応”しているようである５０３。
そして、納税者が IRS からこの還付拒否通知を受け取った場合、又は、そもそも IRS が還付
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請求を受理してから未処理のまま六ヶ月間の期間が経過した場合、納税者は還付訴訟を提起でき
る。前者の場合、納税者は、拒否通知受領後二年以内に訴訟を提起せねばならない（§６５３２（a）（１）；
Reg.§３０１.６５３２‐１（a）; IRM３４.５.２.２（０８‐１１‐２００４）５）。ただしこの場合、IRS と納税者とは、書面による合
意でもって、この二年の出訴期間を延長しうる（§６５３２（a）（２）；Reg.§３０１.６５３２‐１（b））５０４。
以上の手続にもかかわらず、納税者が還付請求とそれに続く IRS 内部での調査や審査に時間
を費やすことを望まず、ただちに還付訴訟へと移行したいと考える場合には、還付請求にあたっ
て「制定法上の還付拒否通知の放棄書（Waiver of Statutory Notification of Claim Disallowance）」（書
式２２９７）を提出しうる（§６５３２（a）（３）；Reg.§３０１.６５３２‐１（c））５０５。そうすると、本書面の提出とともに、
二年の出訴期間が開始することになる（§６５３２（a）（３）；Reg.§３０１.６５３２‐１（c））。ただしこの場合、その提
出日から六ヶ月を経過しないと、納税者は還付訴訟を提起し得ないともされているので（Reg.§３０
１.６５３２‐１（c）（４））、その限りでは、還付訴訟へと急ぐ納税者にとって、さほど魅力的な選択肢では
ないとも指摘されている５０６。
しかしこういった納税者にとって、“放棄書提出”以外にも還付訴訟へと直ちに移行しうる制
度がある。すなわち、納税者が IRS に対して即時に還付拒否通知を出すよう（immediate disallow-
ance）、書面でもって要求しうるという制度である５０７。もっともこの“即時通知要求”は、“放
棄書提出”の場合とは異なって、制定法上の根拠のない制度であることもあり、この要求を認め
るかどうかは IRS の裁量的判断にゆだねられているという点に留意せねばならない５０８。
（２） 還付請求の補正
納税者は、一定の場合、いったん提出した還付請求書について補正（amend）を請求しうる５０９。
この点のリーディング・ケースとして、１９３３年の連邦最高裁判決、United States v. Memphis Cotton
Oil Co.５１０がある。本件は、原告納税者が、IRS から還付請求書上の理由の記載内容が一般的かつ
不特定的なものに過ぎ、財務省規則上の形式不備に当たると指摘されたことを受け、改めて詳細
な理由を附記した還付請求書を提出（補正請求）したところ、IRS が当初の還付請求期間をすで
に徒過していることを理由に認めなかったという事案である。
連邦最高裁は、まず一般論として、法定の期間が徒過した膨大な数の還付請求から IRS を保
護することを重視する立場から、補正請求がなされるにあたっても、当初の還付請求期間が遵守
されるべきことを求める５１１。もっとも連邦最高裁は、本件事案では、当初から原告の還付請求書
には財務省規則上の形式不備があることが明らかであったにもかかわらず、IRS はそのまま調査
を実施し、かつ、一度は減額更正措置をとることを原告に対して言明しており、原告もこの被告
の態度を信用し還付請求期間内に補正請求をしなかったという事情があるので、このような特段
の事情が認められる以上、被告合衆国政府は原告の還付請求期間徒過の点につき責問権を放棄
（waiver）していると解すべきとした５１２。
ついで連邦最高裁は、一般論として、還付拒否通知が送付されることによって当該還付請求に
係る IRS の管轄権がなくなってしまう関係上、補正請求についても、還付拒否通知が送付され
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る前までに行わねばならないと指摘する５１３。この点本件事案では、原告は、IRS から正式な還付
拒否通知を受ける前の段階で、IRS 側から還付を拒否する旨の“非公式な通知”を受けており、
これを受けて補正請求をおこなったところ、今度は正式な還付拒否通知が送付されることとなっ
たという経緯であるので、少なくとも本要件をクリアしているとする５１４。
以上のような Memphis Cotton Oil Co.判決から、納税者が当初の還付請求につき補正請求がで
きる場合として、①還付拒否通知の送付前で、かつ、②還付請求期間内であることという二つの
要件が挙げられることになる。しかしながら、還付請求期間を徒過してしまった場合であって―
―かつ Memphis Cotton Oil Co.事件のような特段の事情がない場合であって――も、還付拒否通
知が送付される前であって、かつ、‘新たな請求理由が提起されていない’という要件が充たさ
れているのであれば、補正請求が認められることもある。
この後者の要件――新たな請求理由が提起されていないこと――については、例えば、１９３８年
の連邦最高裁判決、United States v. Andrews５１５がある。原告納税者は、当初提出していたある課
税年度の所得税申告書に関して、そこに含まれていた自己保有の株式が無価値となってしまった
ことを理由として、還付請求期間内にその過大に申告納付してしまった税額の還付を請求した。
もっとも原告は、この還付請求期間の経過後、当初の還付請求を補正して、他の法人から受けた
「配当」収入を、当該法人の資本の再構成（recapitalization）に基づく「キャピタル・ゲイン」
収入であり、より低い額でもって申告すべきであったとして、新たにその過大納付分も付け加え、
増額して還付請求をしてきた。
これに対し IRS は、原告の補正請求が当初の請求とはその理由を全く異にした無関係なもの
であり、ほんらい別途独立したかたちで還付請求をすべきところ、すでに還付請求期間が徒過し
ているとして、原告の補正請求を拒絶した。原告が連邦請求裁に合衆国政府を被告に提訴したと
ころ原告の請求が認められることとなったが、本件訴訟当時の制度上、連邦請求裁の上訴審たる
位置づけにあった連邦最高裁は、この原審の判断を破棄する判決を下した。
連邦最高裁は、この判決理由の中で、還付請求期間を徒過した補正請求に関し次のように判示
した５１６。じゅうらい IRS 長官は、還付のための調査に着手するにあたって必要な事項を特定して
いない、あまりにも一般的な還付請求に対しては、これを拒絶しうるとされてきた。しかしそう
いった当初の還付請求が、IRS 長官をミスリードするものではなく、IRS 長官による還付のため
の調査の基礎を提示しているものである場合には（◯α）、IRS 長官がすでに知り得ている範囲内
の事項を単により正確に特定する補正請求や、又は、調査の遂行過程で IRS 長官が自然と気づ
くこととなったであろう補正請求も認められうる。
これに対して、納税者が IRS 長官に一つの請求事実に基づき還付を求め、かつ、その還付の
ために必要な調査をするよう求める還付請求をしてきた場合（◯β）、後になってその当初の請求
とは「密接に関連しない（not germane）」他の事項の調査を求める補正が請求されても、それは認
め得ない。しかるに、連邦最高裁は、本件の当初の還付請求がこの後者の場合（◯β）にあたるも
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のとした上で、この当初の還付請求で必要となる調査事項と後から提起された補正請求のそれと
では関連性が認められないとして、原告の請求を退けたのであった５１７。
このように Andrews 判決では、その事案においては原告の補正請求が認められなかったもの
の、一般論として、還付請求期間を徒過した補正請求であっても、――いまだ還付拒否通知が出
されていない段階という前提で――当初の還付請求とのあいだに「密接関連性（germaneness）」
があるのであれば、容認されることが示された５１８。それゆえこの種の補正請求を行おうとする納
税者は、このテストを念頭に置きつつ、新たな請求理由を提起したものとみなされないように留
意せねばならない５１９。
３．還付請求期間（statute of limitation on refund）
前述のように、納税者が還付請求を提起できる期間は、還付請求の対象となった申告書の提出
日から『三年』、又は、過納税額を納付した日から『二年』の、どちらか期間経過が遅い日までと
される（§６５１１（a）; Reg.§３０１.６５１１（a）‐１（a）; IRM３４.５.２.４.２.１（０８‐１１‐２００４）１）。もっとも、納税者が法定申
告期限日前に申告書を提出していた場合、又は、法定納期限日前に税額を納付していた場合、還
付請求期間の起算日は、それぞれ、法定申告期限日ないし法定納期限日となることに留意せねば
ならない（§６５１３（a））。
なお、これらのほかにも制定法上の“特別の”還付請求期間が定められており、例えば、後発
的貸倒れの場合には七年間への延長（§６５１１（d）（１））、繰戻し損失の場合には当該損失が発生した課
税年度の法定申告期限日から三年間（§６５１１（d）（２）（A））、外国税額の場合には当該外国税額が納付
された課税年度の法定申告期限日から十年間（§６５１１（d）（３）（A））などといったものがある５２０。以下
では、一般的な還付請求期間を念頭に置いた上で、その期間をめぐる議論のなかでも、（１）近時
大きな動きのあった期間徒過の場合の例外的救済措置をめぐる議論と、（２）また査定期間との関
係をめぐる議論とを検討しよう。
（１） 期間徒過に対する例外的な救済措置
さて、法定の還付請求期間を徒過した納税者に対しては、法律上 IRS による還付が認められ
ないこととなる（§６５１１（b）（１）；Reg.§３０１.６５１１（b）‐１（a））。もっとも従来から、この還付請求期間をや
むをえず徒過してしまった納税者に対する救済として、「エクイティ上の期間停止法理（equita-
ble tolling；以下期間停止法理とする）」が適用されうるかどうかが議論となってきており５２１、とり
わけ１９９０年から１９９７年にかけてこの争点をめぐって裁判上激しく争われた経緯がある５２２。
この争点が激しく争われる契機となった事件として、１９９０年の連邦最高裁判決、Irwin v. Depart-
ment of Veterans Affairs５２３が挙げられる。本件は、原告 Irwin が、被告退役軍人局附属医療センタ
ーから、人種や障害を理由に違法に解雇されたとして、雇用機会均等委員会（Equal Employment
Opportunity Commission）に不服を申し立てたところ、当該委員会が原告の不服申立てを棄却す
る裁決通知を送付した。なお被告は、この通知の中で原告に対し通知「受領（receipt）」後３０日以
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内に当該裁決につき連邦地裁へと訴訟を提起できる旨の教示をしていた。
原告は、もともと一名の訴訟代理人を雇っており、委員会からの通知もこの代理人へと郵送さ
れた。しかし、本件通知が代理人の事務所に送られてきた当時、当該代理人は陸軍予備役部隊と
ともに海外において訓練中であり不在であった。後になって原告は、当該代理人から本件通知を
受領後３０日以内に訴訟を提起したのだが（２９日目）、しかし、本件通知の代理人事務所への到着
後３０日以内に訴訟を提起することができなかった（４４日目）。原告は、本件通知につき、代理人
からの“受領時”を起算点に出訴期間の遵守を主張したところ、被告は代理人事務所への“到達
時”を起算点にして出訴期間の徒過であると反論した。また原告は、仮にこの起算点をめぐる自
らの主張が受け入れられないとしても、原告はやむをえない事情から出訴期間を徒過してしまっ
たのであるから、裁判所は期間停止法理を適用して特別に救済してくれるよう主張した。一審、
二審とも原告敗訴。上告を受理した連邦最高裁も原告の請求を認めなかった。
連邦最高裁は、判決理由の中で、とりわけ合衆国政府に対する期間停止法理の適用に係る論点
につき、以下のように判示した。「…われわれの判断は、被告が私人の訴訟の場合には期間停止
法理の適用が可能である旨の反証の余地ある推定（rebuttable presumption）がはたらくところ、
このことは同じく、被告が合衆国政府である訴訟の場合にも妥当すべきであるというものである。
もちろん、もし連邦議会が望むのであれば、このこととは異なった規定をつくりうる」５２４。この
ように、連邦最高裁は、合衆国政府に対する期間停止法理の一般的な適用可能性を承認した。
もっとも、そうは言っても、一般に私人間での訴訟において、実際に期間停止法理が適用され
るのは極めて限られた場合に過ぎず、また一般に合衆国政府に係る主権免責（sovereign immunity）
の放棄に関する規定は厳格に解釈されねばならないことを踏まえても、少なくとも期間停止法理
の適用において、合衆国政府が被告である場合が、私人が被告である場合以上に“緩やか”であ
るべきであるということにはならないと判示した５２５。そして結論として、本件事案において原告
が主張している言い分は、せいぜい「ありふれたこと（garden variety）」に過ぎず、期間停止法理
を通じた救済が認められるべきほどの特別の事案ではないとした５２６。
このように Irwin 判決は、合衆国政府に対しては期間停止法理が一律に適用できないとする立
場を取らず、合衆国政府に対してであっても期間停止法理を適用できる旨を明確に認めたという
点で、画期的な判決であった。しかしこの Irwin 判決ののち、今度はじゅうらい一般に期間停止
法理の適用が認められるかどうかが不明確であった還付請求期間（§§６５１１（a）,（b））についても、こ
の法理の適用の是非が問題となってきた。いわば、一般行政法関係において判示された Irwin 判
決の射程が、租税法関係（その中でも還付請求期間）においても及びうるのかが問題となったの
であるが、この論点をめぐっては、１９９７年の Brockamp 連邦最高裁判決が下されるまで、下級審
裁判所レベルで鋭い解釈の対立が生じることとなった。以下、その解釈対立をめぐる裁判例の動
向を、McGovern 論文の整理を参考にしつつ紹介しよう５２７。
まず大きな流れとして、三つのものがあった。すなわち、① Irwin 判決にもかかわらず、還付
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請求期間について裁判所はいかなる場合であっても期間停止法理を適用しえないとする裁判例、
② Irwin 判決に依拠して還付請求期間に対しても一般的には期間停止法理の適用を認めつつ、し
かし具体的な事案においてその適用を「否定」する裁判例５２８、③ Irwin 判決に依拠して還付請求
期間に対しても一般的には期間停止法理の適用を認めつつ、さらに具体的な事案においてもその
適用を「肯定」する裁判例５２９である。
なお、①の全面否定説の裁判例は、その否定理由に応じて、さらに三つの流れに区分しうる。
すなわち、還付請求期間の徒過につき「エクイティ上の請求額減殺（equitable recoupment）」の
適用を通じて救済することを否認した１９９０年の Dalm 判決５３０に依拠する裁判例５３１、Irwin 判決で
示された期間停止法理適用に係る「推定」は、Irwin 判決で問題となったような私法関係におい
ても妥当する請求権についてのみ認められるものであり、租税法関係に係る請求権については妥
当し得ないとする裁判例５３２、Irwin 判決の「推定」は理論的には還付請求期間においても妥当
し得うるが、ただし連邦議会は§６５１１（a）,（b）を通じてその推定を明示的に覆しているとする裁
判例５３３である。
以上のような下級審裁判所での混乱を受けて、１９９７年、連邦最高裁は Brockamp v. United States５３４
において、還付請求期間に対する期間停止法理の適用に関して、はじめて明確な判断を下した５３５。
本件は、あるとき訴外 X（当時９３歳）が、所得税申告書の自動延長申請書とともに、よくわから
ない理由でもって７，０００ドルの小切手を IRS に対し送付してきたことからはじまる。けっきょく
X はその五年後、申告書を提出することなく死去した。娘で遺産管理人となった原告が X の財
産を調査していたところ、先の７，０００ドルの小切手の納付が、実は本来７００ドルであるべきなのに
もかかわらず、老齢のため正常な判断をなしえない状態にあった（senile）父親が、誤って記載
してしまったという事実を突きとめた。
原告は、IRS に対し還付請求を行ったところ、IRS は期間徒過を理由に拒絶。これに対し原告
は還付訴訟を提起し、そのなかで原告は X が精神的に無能力（mental incompetence）であったと
いう特殊な事情があったことを理由に、期間停止法理の適用を通じた救済を主張した。一審では
原告の主張が否定され請求が棄却されたが、二審の第九巡回区控訴裁では、期間停止法理の適用
が認められた。しかし上告を受理した連邦最高裁は、原判決を破棄し、差し戻すこととなった。
連邦最高裁はその判決理由において、Irwin 判決に依拠して還付請求期間にも期間停止法理の
適用を認めうるとした――かつ実際にもその適用に踏み切った――原審第九巡回区控訴裁の判断
（前掲③の流れ）を退けた。その上で連邦最高裁は、Irwin 判決の「推定」は理論的には還付請
求期間においても妥当しうるとする一方で、しかし内国歳入法典６５１１条 a 項及び b 項の規定から
は、連邦議会がこの推定を覆す旨の明示的な意図を見出しうるとして、結論的に還付請求期間へ
の期間停止法理の適用を一律に否定する判断（前掲①の流れ）を下したのである５３６。
この判断を支える論拠として連邦最高裁は、内国歳入法典６５１１条 a 項及び b 項の規定が還付請
求についての立法者の意図を詳細に示しておりエクイティを通じた例外的救済のための解釈の入
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り込む余地がないことのほか５３７、ここで期間停止法理を認めてしまうと膨大な数の期間を徒過し
た還付請求が提起されることになり税務行政の効率性が損なわれること、またほんらい還付請求
を認めるか否かの判断は連邦議会が制定法を通じておこなうべきところ、エクイティの名の下に
裁判所がその判断権限を握ってしまうことになること５３８等を挙げている。
しかしながら、このような、還付請求期間に係る期間停止法理の適用をめぐる Brockamp 判決
の“司法的決着”については、連邦議会で納税者の権利保護という観点から大きな問題となり、
その結果１９９８年法改正――内国歳入庁再編改革法の一環として――では、納税者が「財務能力欠
如（financially disabled）」の状態に陥ったときには、還付請求期間が中断するという規定が導入さ
れることとなった（§６５１１（h）; RRA§３２０２）。この「財務能力欠如」にあたる場合としては、納税者
が、死に至る状況にあるがゆえに、又は、医師によって判定された少なくとも１２ヶ月間持続する
精神上・身体上の障害の状況にあるがゆえに、自己の財務上の事柄を管理し得ない場合が挙げら
れている（§６５１１（h）（２）（A））５３９５４０。したがってこの限りでは、連邦議会は連邦最高裁の Brockamp 判
決を、立法を通じて明確に覆すことになったのである。
（２） 還付請求期間と査定期間との相互関係
納税者がその申告書提出日から三年のあいだ還付請求できるという期間（§６５１１（a））は、IRS が
納税者の申告書提出日から三年のあいだ（不足税額を）査定できるという期間（§６５０１（a））に制度
上合わせたものである５４１。このこととの関係で、納税者が IRS からの求めに応じて三年の査定期
間を任意に延長した場合には（§６５０１（c）（４））、その延長された査定期間にさらに六ヶ月を加算した
期間まで、還付請求期間も延長されることになる（§６５１１（c）（１）；Reg.§３０１.６５１１（c）‐１）５４２。
ところで前述のように、納税者が還付請求をおこなうと、IRS は還付請求の対象となった申告
書につき調査を実施することになる。このことから、IRS によりさらなる不足税額が認定され査
定されることを望まない納税者は、申告書の提出日から三年の査定期間ギリギリになって――こ
のことはすなわち三年の還付請求期間ギリギリになって――、還付請求を提起するという戦略を
とることが考えられる。というのもこの場合、IRS は還付請求を受けて調査を実施し、たとえ不
足税額を発見しても、もはや査定ができなくなるからである５４３。
あるいは、納税者が IRS の認定どおりの不足税額を納付し査定を受けることとなる場合であ
っても、納税者にはその納付日から二年間の還付請求期間が認められていることから、さらなる
不足税額の認定（査定）をおそれる納税者は、できるだけ問題となっている課税年度の申告書の
査定期間終了日に近い時期に、とりあえず自発的に不足税額を納付して、IRS のさらなる不足税
額の認定（査定）を阻止しておき、そののち還付請求を提起するという戦略もある５４４。さらに、
IRS からの求めに応じて、納税者が任意で査定期間を延長することを認めた場合には、前述のよ
うに査定期間の延長期間終了後なお六ヶ月の還付請求期間が認められているので、さらなる不足
税額の認定（査定）をおそれる納税者は、査定期間の延長期間が終了した後に還付請求を提起す
るという戦略も考えられる５４５。
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もっとも、以上のような、査定期間と還付請求期間のそれぞれの起算日を操作してさらなる不
足税額の認定（査定）をまぬがれようとする納税者の試みは、例えば、納税者が‘ほ脱’の意図
をもって過少申告していたと裁判所が認めた場合には、そもそも査定期間が「無期限」となるこ
とから（§６５０１（c）（１））、意味をなさなくなる５４６。また場合によっては、裁判段階において、政府側
より「エクイティ上の請求額減殺（equitable recoupment）」５４７や「相殺（set-off）」の抗弁が提起され、
これら抗弁が裁判所により認められることになると、ほんらい納税者に還付されるべき「過納税
額」が、査定期間を徒過してしまった「不足税額」に充当されてしまうことになる５４８。いずれに
せよ、これらの点については、――本章第三節でも若干触れるが――第六章の査定期間につき論
ずる部分で、あらためて詳しく検討しよう。
第二項 連邦地方裁判所と連邦請求裁判所
還付訴訟を管轄するのは、連邦地方裁判所（United States District Courts）５４９と連邦請求裁判所
（United States Court of Federal Claims）５５０である（２８U.S.C.§１３４６（a）（１））。以下これら裁判所の地位
を、それら両者間の異同、さらにはそれぞれと租税裁との異同に着目した上で簡単に紹介しよう。
まず、連邦地裁は、租税裁や連邦請求裁と異なり、合衆国憲法第三条に基づく“司法裁判所（ju-
dicial courts）"であるがゆえに、その裁判官は“終身制”であり、また在職中の俸給額も保障され
ている（合衆国憲法３条１節）。この裁判所は全米９４ヶ所にあり、その裁判官（district judge）全
米６６３名は、合衆国大統領により連邦議会上院の助言と同意を得た上で任命される（２８U.S.C.
§１３３（a））。また、連邦地裁での訴訟では、連邦証拠規則（Federal Rules of Evidence）や連邦民事訴
訟規則（Federal Rules of Civil Procedure；以下引用は FRC とする）５５１が適用され、当事者の申請
により陪審審理を用いうる（２８U.S.C.§２４０２；FRC３８）。そのため全般的に言って、審理に関しては、
租税裁の場合（裁判官が審理）とは異なり、証拠の提出について厳しく規制される傾向にある。
ついで、各連邦地裁は、その判決の控訴先が一般の巡回区控訴裁――１２ヶ所の巡回区（第一巡
回区から第十一巡回区、D.C.巡回区）からなる――である関係で（２８U.S.C.§１２９４）、自己を管轄す
る控訴裁の先例に服することになる。したがってこの点、結果として租税裁と同様である（§７４８２
（b））。また、原告（plaintiff）納税者が提訴にあたり裁判所に対し納めねばならない費用は１５０ド
ルとされるが（２８U.S.C.§１９１４（a））、この点、提訴費用が６０ドルの租税裁よりも高くなっている（§７
４５１；TCR２０（b））。さらに、租税裁の場合とは異なり、「IRS 長官（Commissioner）」ではなく「合衆
国政府（United States）」が、被告（defendant）適格をもつ（§７４２２（f）（１））。もっとも、この「合衆
国政府」の名のもとで実際に訴訟を追行するのは、司法長官（Attorney General）をトップとする
「司法省（Department of Justice）」であって（２８U.S.C.§§５０３，５１６）、とくにその中でも租税局民事審
理担当課（Tax Division of the Justice Department, Civil Trial Sections）５５２５５３の trial attorney５５４５５５が担当
する。この点、租税裁の場合には、（財務省）IRS の首席法律顧問官事務所の field attorney が実
際の訴訟の追行の任に当たるので、やはり異なる。
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以上述べてきた連邦地裁に対して、連邦請求裁は、租税裁同様、合衆国憲法第一条に基づく“立
法上の裁判所（legislative courts）"であり（２８U.S.C.§１７１）、したがってその裁判管轄権は法律によっ
て明示的に規定されている限られた範囲内である。また、連邦請求裁の構成であるが、合衆国大
統領が連邦議会上院の助言と同意を得た上で任命する１６名の裁判官――連邦請求裁長官（chief
judge）を含む――からなる（２８U.S.C.§１７１）。これら連邦請求裁の裁判官は、租税裁の裁判官同様、
「任期制（１５年）」がとられている（２８U.S.C.§１７２（a））。他方で連邦請求裁裁判官の俸給に関しては、
その額をはじめとして、連邦地裁の裁判官に準拠している（２８U.S.C.§１７２（b））。連邦請求裁の本拠
地はワシントン D.C.にあり、かつ、巡回裁判制をとっている（２８U.S.C.§１７３）ので、この点につい
て連邦請求裁は、同じく全米規模の裁判所である租税裁と類似しており、地域規模の裁判所であ
る連邦地裁とは異なっている。もっとも、連邦請求裁の巡回審理は、各地の連邦裁判所などの施
設を利用して実施するものとされ（２８U.S.C.§７９８（a））、租税裁のような“自前の”巡回審理施設は
備えていないようである。
さらに、連邦請求裁の控訴先は、同じくワシントン D.C.にある――１２ヶ所ある一般の巡回区
控訴裁とは別の――連邦巡回区控訴裁判所（Court of Appeals for the Federal Circuit）であり、した
がって連邦請求裁はこの控訴裁の先例に服さねばならない（２８U.S.C.§１２９５（a）（３））。この点、連邦
地裁や租税裁が、原告納税者の住所等を管轄する一般の巡回区控訴裁の先例に服するのとは全く
異なる。さらに被告（defendant）適格は、連邦地裁同様「合衆国政府」であり、実際の訴訟事務
を担当するのも、やはり司法省租税局に属する trial attorney である。もっとも、連邦地裁の場合
とは異なって、同じ司法省租税局の中でも、連邦請求裁担当課（Tax Division of the Justice Depart-
ment, Court of Federal Claims Section）の trial attorney が担当する。
連邦請求裁も、租税裁同様、独自の訴訟手続規則、すなわち連邦請求裁手続規則（Rules of the
United States Court of Federal Claims；以下引用は RCFC とする）５５６を定めている。もっとも、こ
の規則は、基本的には連邦地裁で適用される連邦民事訴訟規則を踏まえてつくられており、ほぼ
同じ手続内容となっている。また連邦請求裁においても、租税裁同様、陪審審理を用いえないの
で、この点連邦地裁とは大きく異なる。なお、原告（plaintiff）が連邦請求裁に納めるべき提訴
費用は、法定の手続にしたがって決められるところ（２８U.S.C.§１９２６（a））、２５０ドル５５７ということな
ので、他の二裁判所よりも若干高めに設定されているようである。
以上のように、連邦地裁と連邦請求裁とでは相違する点もあるが、これらの点を踏まえつつも、
次項では、連邦地裁・連邦請求裁に共通している還付訴訟手続の概要を紹介する。なお、租税裁、
連邦地裁、連邦請求裁の三つの第一審裁判所のおもな特徴について整理した一覧表を、本稿（本
号）最後に付しておく（表B参照）。
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第三項 還付訴訟手続の概要
一般にアメリカにおいて、政府を被告とする訴訟制度は、主権免責（sovereign immunity）――
政府は訴えられない――の法理を、議会が立法を通じて――又は場合によっては裁判所が判決を
通じて――「否定」するということを通じて確立してきた５５８。そしてこの立法を通じての主権免
責の否定――政府を被告とする訴訟提起の承認――に際して、その否定の前提条件、すなわち「訴
訟要件（jurisdictional prerequisites）」が規定されている場合には、市民はこれを遵守しなければな
らず、不遵守の場合には訴訟を提起することを許されないとされてきた。このような原則は、合
衆国政府を被告として還付訴訟を提起しようとする納税者の場合も同様であり、納税者が還付訴
訟を提起するためには、①不足税額（係争税額）を完全に納付し、②事前に適時かつ適式の還付
請求をおこなった上で、③適時かつ適式に還付訴訟を連邦地裁又は連邦請求裁に提訴するといっ
た訴訟要件を充たしておかなければならない。これら訴訟要件のうち①と②、さらには③に係る
出訴期間（適時に出訴）については既に述べたので、残りの③に係る提訴手続（適式に出訴）か
らはじめよう。
さて、還付訴訟を提起しようとする納税者は、③の訴訟要件を充たすため、選択した提訴先の
裁判所――連邦請求裁であれ連邦地裁であれ――の事務局に対し「訴状（complaint）」を提出せね
ばならない（FRC３，５（e）; RCFC３，５（e））。そのさい納税者は、それぞれの裁判所の手続規則に従って、
あわせて訴状の写しを提出し、また同じく所定の手数料を納めねばならない。こののち連邦請求
裁の場合には、裁判所事務局が、被告合衆国政府の訴訟代理人である司法長官（Attorney General）
に対し訴状の写しを送達することとなる（RCFC４（a）; IRM３４.５.２.３（０８‐１１‐２００４）１）。これに対し連邦地
裁の場合には、納税者がみずから、訴状の写しと、さらには裁判所事務局より発行された「召喚
状（summons）」の写しとを司法長官等に対し送達せねばならない（FRC４（i）; IRM３４.５.２.３（０８‐１１‐２００４）
１）。還付訴訟においても、租税裁の場合と同様に、納税者の本人訴訟が認められるのであるが（FRC
１１（a）; RCFC８３.１（c）（８））、他方で還付訴訟において納税者の訴訟代理人となれるのは、租税裁の場
合とは異なって、弁護士（attorney）資格を有する者のみである５５９。
「訴状」において納税者は、請求の趣旨や請求の理由等を、簡潔かつ明瞭に記載しておかねば
ならない（FRC８（a）; RCFC８（a））５６０。なお、還付請求で取り上げていなかった争点については、還付
訴訟段階で争うことはできない５６１。訴状送達を受けた被告合衆国政府は、６０日以内に５６２「答弁書
（answer）」を提出せねばならない（FRC１２（a）（３）（A）; RCFC１２（a）（１）；IRM３４.５.２.３（０８‐１１‐２００４）１）。さら
に、このさい被告合衆国政府は、「反訴（counterclaim）」を提起しうる（FRC１３；RCFC１３）５６３。
反訴が提起される典型的な場合として５６４、例えば、納税者が「分割可能な租税（divisible tax）」
につき係争税額を納め還付訴訟を提起したところ、合衆国政府がその納付額では足りないと主張
するといった場合がある。また、還付訴訟が係属したのにもかかわらず、IRS が納税者に対して
９０日レターを送付することを通じて、実質的な反訴を試みることもある（§７４２２（e））。なお、被告
合衆国政府から反訴を受けた原告納税者は、「応答書（reply）」を２０日以内に送付する必要があ
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６４６
る（FRC１２（a）（２）；RCFC１２（a）（１））５６５。
以上の訴答手続がおこなわれると、不足税額訴訟の場合と同様に、争点を整理し和解を促すた
めの事実審理前協議（pretrial conference）が実施される。担当裁判官は、各協議において、さら
にはその最終協議終了段階において、制裁によって担保された事実審理前命令（pretrial order）
を出し、当事者がその命令にしたがった訴訟活動をするよう求める（FRC１６；RCFC１６）５６６。
また、還付訴訟――連邦地裁であれ連邦請求裁であれ――においては、租税裁での不足税額訴
訟の場合とは異なって、ディスカヴァリが“緩やかに”認められうる（FRC２６（b）（１）；RCFC２６（b）（１））５６７。
もっとも、その具体的な手法として、「証言録取（deposition）」（FRC３０‐３２；RCFC３０‐３２）、「質問書
（interrogatories）」（FRC３３；RCF C３３）、「文書等提出要求（production of documents and things）」（FRC３
４；RCFC３４）、「自白要求（request for admission）」（FRC３６；RCFC３６）、「立入検査要求（entry on prop-
erty）」（FRC３４；RCFC３４）といったものが挙げられるのは、不足税額訴訟と同じである。
ついで、還付訴訟における証明責任である５６８。（第六章で）後述のように、不足税額“認定”
の場合と同様、不足税額“査定”に対しても「適正性の推定（presumption of correctness）」がはた
らくものとされているので、納税者はその推定を覆すための証明責任（証拠提出責任）が課せら
れる５６９。それとともに、還付訴訟における納税者は、不足税額訴訟の場合と同様、「証拠の優越
（preponderance of evidence）」に基づく証明責任（説得責任）をも負わされている５７０。もっとも、
不足税額訴訟の場合、原告納税者は認定された不足税額の“誤り”を証明すれば良かったのに対
し、還付訴訟の場合には査定された不足税額の“誤り”ばかりでなく、ほんらい自らが負うべき
“正しい”税額をも証明せねばならないという違いもある５７１。いずれにせよ、還付訴訟に対して
も、不足税額訴訟と同様、１９９８年の証明責任の転換規定が適用されることになるのであるが、こ
の点については本章補節でまた言及する。
さらに、不足税額訴訟においても重視されていた「訴訟上の合意（stipulation）」であるが、還
付訴訟においても重視されている５７２。すなわち、正式事実審理の前段階において、納税者（又は
その訴訟代理人）と合衆国政府の訴訟代理人は、訴訟に係わる事実などをめぐり交渉のうえ合意
を書面でもって締結する５７３。両当事者がいったんこの訴訟上の合意を締結した場合には、特段の
事情がある場合を除いて、両当事者とも拘束されることになる５７４。また裁判所も、両当事者から
訴訟上の合意の申立てがあったさいには、それが法解釈（とりわけ誤った法解釈）に関するもの
でない限り５７５、又は、正義に違反するものでない限り５７６、尊重せねばならない。
還付訴訟では、裁判所の決定（decision）や陪審員の評決（verdict）がなされた後、それに基
づいて、還付すべき額を明示した判決（judgment）５７７――例えば、納税者が一部ないし全部勝訴
した場合の判決として、原告納税者某は被告合衆国政府から金 XX ドルを法定遅延損害金や本訴
追行費用とともに還付される――が、裁判所事務局により民事事件記録簿（civil docket）に記録
（entry）される（FRC５４（a），５８，７９；RCFC５４（a），５８，７９）５７８。換言すると、還付訴訟において判決（judge-
ment）が下される（記録される）のは、還付すべき税額計算（computation）があった後というこ
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とである。この税額計算手続については、不足税額訴訟と同様、基本的には訴訟当事者間の協議
にゆだねられることになっている５７９。判決が下されて控訴期間が経過すると当該判決は確定し、
その後およそ六週間以内に、会計検査院（General Accounting Office）の指示のもと所轄のキャン
パスを通じて、納税者に対し合衆国政府から還付小切手が発給されることになる５８０。
他方で、納税者であれ合衆国政府であれ、それら裁判判決の結果に不服ある当事者は、控訴（ap-
peal）を提起しうる（２８U.S.C.§１２９１）５８１。なお、被告合衆国政府側が控訴する場合の最終的な判断
権者は訟務長官（Solicitor General）である５８２。控訴を希望する当事者は、控訴状（notice of appeal）
を、連邦地裁であれ連邦請求裁であれ、第一審裁判所の事務局に提出する（Federal Rules of Appellate
Procedure３（a）（１）；Federal Circuit Rule３（a））５８３。控訴状は、判決が下されてから（記録されてから）、６０
日以内に提出せねばならない（２８U.S.C.§２１０７（b）; Fed.R.App.P.４（a）（１）（B））。控訴裁がおこなう審査の
方式は、他の民事訴訟手続と同様であり、陪審裁判によるものであれ裁判官裁判によるものであ
れ、事実認定に関しては一審の判断を尊重するが、法解釈に関しては一審の判断に拘束されず、
また原則として一審で取り上げられた争点のみを審査するというスタンスである５８４。なおこのほ
か、控訴審以降 IRS 側の訴訟代理人は、租税裁での不足税額訴訟における上訴の場合と同様に、
司法省租税局上訴担当課（Tax Division of the Justice Department, Appellate Section）の trial attorney
が担当することとなる。
第四項 還付訴訟における和解
連邦地裁や連邦請求裁での還付訴訟においても、租税裁での不足税額訴訟と同様、訴訟当事者
間での和解を通じて訴訟を終結しうる５８５。この点、司法省租税局の「和解に係る指示マニュアル
（Settlement Reference Manual；以下 SRM とする）」５８６では、「訴訟と和解とは、租税政策並びに
税務行政において租税局が果たす二つの側面である（Litigation and settlement are twin aspects of the
Tax Division's role in tax policy and tax administration.）」とされる（SRM I）。
内国歳入法典上、IRS から司法省へと還付請求事件が移送されると、司法長官又はその代理人
が、納税者からの「妥協の申し出（offers in compromise）」を受諾するという形式でもって、「和
解」をする権限を持つことになる（§７１２２（a）; Reg.§３０１.７１２２‐１（a）（１）；IRM３６.２.３.２（０８‐１１‐２００４）１）。しか
し、実際に納税者との間で、和解を念頭に置いて交渉をおこなうのは、やはりその事件の審理を
直接に担当する trial attorney である（SRM Ⅲ.C）。ただし、この trial attorney そのものは和解権限を
行使し得ず、それを行使しうるのは、組織法上の和解権限の委任（授権）を受けている役職者達
――§７１２２（a）の「代理人」にあたる――である（SRM Ⅱ）。したがって trial attorney は、納税者と
の交渉を通じて和解が妥当と判断した場合には、これら役職者達へと決裁を求める手続を踏む必
要がある（SRM Ⅲ.C.１）。ちなみに、これら役職者達については、その職位に応じ、また係争事案
の類型に応じて、合衆国政府のために譲歩し和解決裁できる上限金額が、指示マニュアルにおい
て細かく規定されている（SRM Ⅱ）。例えば、第一審での訟務を管轄する租税局民事審理担当課課
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長や同局連邦請求裁担当課課長は原則として３０万ドルまで（SRM Ⅱ.D.（１））、また控訴審以降の訟務
を管轄する同局上訴担当課課長も原則３０万ドルまで（SRM Ⅱ.E.（１））、さらに上告審での和解決裁に
関しては金額いかんを問わず訟務長官（Solicitor General）が管轄（SRM Ⅱ.F）などというようにで
ある５８７。
ところで、還付訴訟における和解手続は、正式事実審理前のディスカヴァリの終了後、通常は
納税者からの申し出からはじまるとされる（IRM３４.８.１.２.１（０８‐１１‐２００４）１，２）。この申し出を受けた租
税局は、その事件が“通常手続（stanard procedure）"指定事案か、“和解選択可能手続（settlement
option procedure : SOP）”指定事案かを確認した上で、それら指定に応じた処理手続に着手する
（SRM Ⅱ.L ; IRM３４.８.１.１（０８‐１１‐２００４）１）５８８。もともとこの区別は、還付訴訟が提起された際に、IRS 首
席法律顧問官事務所から租税局へと送付される防御書面（defense letters）５８９において指定され、
記載されるものである（IRM３４.５.１.１.２（０８‐１１‐２００４）１，２）。この区別には、合衆国政府の一般的な訟務
部門である司法省租税局の和解権限の行使に対して、合衆国政府の機構のうち租税法規の執行と
いう特殊な役割を担う財務省管轄下の IRS――その中でも訟務部門である首席法律顧問官事務所
――が、事前関与権限を留保しておくかどうかといった意義がある５９０。
“通常手続”指定事案であれば、還付訴訟を担当している trial attorney は、納税者からの和解
の申し出を受けると、首席法律顧問官事務所に対して、その申し出を受諾すべきか否かについて
の「勧告（recommendation）」（IRM３４.８.１.２（０８‐１１‐２００４））を出すよう求める５９１。これを受けた首席法律
顧問官事務所は、納税者からの申し出が妥当であるかどうか、仮に妥当ではないとしても何らか
の和解の余地があるかどうかについて、「和解関係書面（settlement letter）」５９２を通じて租税局に
勧告する（IRM３４.８.１.１（０８‐１１‐２００４）１）５９３。もっとも租税局は、この出された勧告に従うことを義務づ
けられるわけではない５９４。これに対し“和解選択可能手続”指定事案であれば、首席法律顧問官
事務所へと勧告を求める手続を経ることなく、租税局独自で和解をすべきかどうかにつき判断し
うる（SRM Ⅲ.G.１.b）。ただしこの場合であっても、租税局は納税者との和解成立後、法律顧問官に
対して説明書を送付せねばならない（IRM３４.８.１.１（０８‐１１‐２００４）８）。このように還付訴訟における和解
決裁手続では、租税局“内部”での決裁手続５９５のほかにも、首席法律顧問官事務所といった租税
局“外部”からの関与が重要となってくる。
ところで、還付訴訟において担当の trial attorney が、納税者との交渉をしていく中で、当該事
件を和解に向けて処理していくべきか否かを判断するにあたっては、まずもって当該事件が和解
に適する事案であるのか、それとも適さない事案であるのかを検討せねばならない。例えば、審
理を避け和解をすることが望ましい事案として、財産評価等おもに事実認定に関する事案、法解
釈や事実認定が複雑な事案、どちらの訴訟当事者にとっても敗訴の危険が考えられる事案、事件
が複雑で訴訟を追行しても時間も費用もかかり合衆国政府にとって割に合わない事案、合衆国政
府にとって不利な先例が出される可能性がある事案等が挙げられている（SRM Ⅲ.C.５（a））。
以上とは反対に、和解ではなく審理を実施し、判決を通じた決着が望ましい事案として、例え
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ば、納税拒否者（tax protester）５９６など納税者の主張に真正な内容がない事案、同様の争点をめぐ
り多くの事件が発生しており裁判所の判断が示される必要がある事案、和解すべきかどうかを判
断するだけの情報を trial attorney がいまだ十分に持ち合わせていない段階の事案、合衆国憲法違
反が主張されている事案等の場合が挙げられている（SRM Ⅲ.C.５（b））。
最終的に、租税局が納税者の申し出を受諾することに決めた場合、当該機関は納税者に対して、
その受諾の旨の通知（acceptance letter）を送付し（SRM Ⅲ.M）、その中で IRS のキャンパスを通じ
て還付小切手が送付される前提として（SRM Ⅲ.N.１）、還付訴訟の取り下げ同意書――租税局が裁
判所に提出する――に署名し返送するよう求める。この受諾通知は、納税者からの「申込み」に
対する「受諾」である以上、本通知の送付とともに租税の還付に係る両当事者の合意は、一般の
契約法理に基づいて拘束力を有することとなる（SRM Ⅲ.M）５９７。いずれにせよ、納税者から訴訟取
り下げ同意書が返送されてのち、当該納税者は還付金を小切手により受け取ることになる。なお、
この「和解合意成立→訴えの取り下げ」というかたちでの和解のプロセスは、通常の民事訴訟手
続に準じたもののようである５９８。
以上のように、還付訴訟を提起した納税者は、不足税額訴訟の場合と同様、調査段階や不服審
査段階に加えて、訴訟段階においても租税紛争につき政府側と交渉し和解する機会がある５９９。た
だし、具体的な相手方政府機関が、不足税額訴訟の場合が「IRS（財務省管轄）」であったのに対
し、還付訴訟の場合には、――IRS の一定の関与手続があるものの――「租税局（司法省管轄）」
ということで大きく異なっている。もっとも、いずれの政府機関であれ、納税者（及びその訴訟
代理人）からして見れば、訴訟過程を通じて、合衆国政府に所属し弁護士資格を有する「訟務官
（attorney）」――field attorney であれ trial attorney であれ――との間で直接に交渉する状況に置か
れるということには変わりない。
第三節 裁判所選択に当たっての考慮要因
以上、第一節及び第二節で述べてきたように、納税者は、税務訴訟事件の第一審裁判所として、
租税裁、連邦地裁、連邦請求裁のいずれかの裁判所を選択しうる。納税者がこの選択をするにあ
たっては、①租税裁が管轄しうる税目であるかどうか、②事前納付の必要性、③陪審審理の利用
可能性、④裁判官の税法に係る専門知識、⑤裁判官の地域に対する理解、⑥エクイティ法理に対
する寛容さ、⑦ディスカヴァリに対する制約、⑧先例の有利性、⑨敗訴時の利子負担、⑩裁判段
階で被告政府側が新たな争点を提起し増額修正してくる可能性等々の諸要因を、総合的に考慮し
なければならない６００。以上に挙げた点に関しては、これまでの叙述においても適宜触れてきた内
容もあるが、以下では改めて各点ごとに整理し論ずることとしよう。
まず、①租税裁が管轄しうる税目かどうかであるが、そもそも、伝統的にある種の物品税（ex-
cise taxes）や雇用関連諸税（employment taxes）といった税目に関しては、不足税額手続の利用
が認められておらず、したがって租税裁も管轄権を有していない６０１。これに対し連邦地裁ないし
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連邦請求裁は、あらゆる内国税に関わる訴訟事件を管轄するものとされる（２８U.S.C.§１３４６（a）（１））。
このことから、租税裁の管轄対象とならない税目をめぐって争おうとする納税者は、基本的には
還付訴訟を提起するほかみちがない。ついで②事前納付の必要性であるが、租税裁については事
前納付の必要がないものとされているのに対し、連邦地裁や連邦請求裁における還付訴訟に関し
ては、係争税額を全て事前に納付する必要がある。
また、③陪審審理の利用可能性についてであるが、当事者に陪審審理というオプションが認め
られるのは連邦地裁だけであり、租税裁や連邦請求裁では裁判官による審理しか認められない。
もっともそうは言っても、税務訴訟においては、往々にして複雑な争点が絡んだり、あるいは、
争っている納税者が陪審員達よりも裕福であったりするがゆえに、納税者の請求につき陪審員の
心情にアピールするものがないとして、そもそも性質上税務訴訟に陪審審理がなじむかどうか疑
問を投げかける向きもある６０２。また逆に、源泉徴収義務不履行（§６６７２）といった事案においては、
往々にして陪審員達がその心情として納税者へ悪い偏見を抱くことから、むしろ合衆国政府の方
が陪審審理の利用に積極的であるとの指摘もある６０３。
さらに、④裁判官の税法に係る専門知識と⑤裁判官の地域に対する理解に関してであるが、裁
判所の性質上一般的に言って、租税裁の裁判官は、連邦地裁や連邦請求裁の裁判官よりも税法に
関する専門知識を持っていると言える。これに対し連邦地裁の裁判官は、巡回裁判制度をとって
いる租税裁や連邦請求裁の裁判官と比べて、審理が行われる地域に密着しており、したがって地
域ビジネスへの理解が深いとされる。この点、とりわけ連邦地裁の裁判官は、税務訴訟の審理に
おいて、専門家などの証人の適格性を十分に判定しうるとの指摘もされている６０４。
そして、⑥エクイティ法理に対する寛容さであるが、伝統的に一般的なエクイティ権限を有し
ていないとされてきた租税裁と比べて、その権限を有する連邦地裁（合衆国憲法第３条第２節第１項）
はエクイティ法理の適用に対し寛容であるとされる。したがって、エクイティ上の主張や抗弁を
提起したい納税者にとっては、やはり連邦地裁での審理のほうが有利である６０５。また⑦ディスカ
ヴァリに関しても、連邦地裁が寛容である一方、租税裁は厳格、さらに連邦請求裁はその中間と
いった位置付けのようである６０６。したがって、ディスカヴァリを通じて政府側に新たな争点が発
見されてしまうことを恐れる納税者は、租税裁に提訴したほうが有利である６０７。
ついで⑧先例の有利性であるが、納税者にとっては、とりわけ重要な考慮要因であろう６０８。以
下この点に関する Morgan の分析の仕方を参考にすると６０９、まず納税者は、係争争点に関し、連
邦最高裁による先例が下されているかどうかをチェックせねばならない。もし下されている場合
には、三つの第一審裁判所のいずれで争うのであれ、結果は同じものになる可能性が高い。した
がって、この場合「先例の有利性」という観点から、第一審裁判所を選択するのは難しい。
これに対して、連邦最高裁の先例がない場合には、納税者は、自らを管轄する一般の巡回区控
訴裁の先例と連邦巡回区控訴裁の先例とをそれぞれ調べ、係争争点につき納税者に有利な判断を
している先例がどちらの裁判所にあるのかをチェックする６１０。もし前者の一般の巡回区控訴裁が
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そうであれば、納税者は、この控訴裁の先例に拘束されることとなる第一審裁判所、すなわち自
らを管轄する連邦地裁か、又は租税裁６１１へと提訴することが有利であろう。反対に後者の連邦巡
回区控訴裁がそうであれば、その控訴裁の先例に拘束されることとなる連邦請求裁に提訴するの
が有利である６１２。
もっとも、係争争点につき連邦最高裁に先例がない場合であって、かつ、納税者を管轄する一
般の巡回区控訴裁並びに連邦巡回区控訴裁のどちらの控訴裁においても納税者にとって有利な先
例が見当たらない場合には、納税者は三つの第一審裁判所のうち、いずれの裁判所が有利な先例
を持っているのかを調査し、有利な先例のある裁判所へと提訴する。なお、いずれの裁判所にも
有利な先例が見当たらない場合には、もはや「先例の有利性」という観点から裁判所を選択する
のは困難であるので、納税者は他の要因を考慮しなければならない。
つぎに⑨敗訴時の利子負担であるが、租税裁で納税者が勝訴した場合や、還付訴訟で納税者が
敗訴した場合には、係争税額に係る利子の問題は生じない。これに対して、租税裁で納税者が敗
訴した場合や、還付訴訟で納税者が勝訴した場合には、それぞれ、前者の場合は納税者が被告 IRS
長官に対し「遅延利子」を（§６６０１）、後者の場合は被告合衆国政府が納税者に対し「還付利子」
を、係争となった税額（不足税額 or 還付税額）とともに支払わねばならない（§６６１１）６１３。なお、
納税者が租税裁での訴訟を希望する一方、敗訴した場合の遅延利子の累積に懸念を持つ場合には、
９０日レター送付前の段階では「預託（deposit）」という方法を通じて（Rev. Proc.８４‐５８，１９８４‐２C.B.５０１）、
又は、９０日レター送付後の段階では暫定的に係争不足税額を全額納付するという方法を通じて（§
６２１３（b）（４））、遅延利子の累積を阻止することもできる。
さらに、⑩裁判段階で被告が新たな争点を提起して増額修正をしてくる可能性の点であるが、
一般に被告は租税裁での訴訟追行中、当初の９０日レターでは挙げられていなかった新たな争点を
追加し納税者の不足税額を増加させうる６１４。というのも、納税者による租税裁への提訴によって、
査定期間が中断してしまっているからである。したがって納税者がこのような新たな争点の追加
による増額修正をできるだけ回避したい場合には、査定期間の中断のない還付訴訟を選択すべき
とされる６１５。もっとも厳密に言うと、査定期間を徒過した段階での還付訴訟のなかでも、被告側
が争点を追加することは認められている。ただしこの場合であっても、不足税額を増加させるこ
とまでは認められていない６１６。しかしこの場合であっても、被告はこの還付訴訟のなかで、「希
望する不足税額増加分」と「納税者が取り戻しうる還付金額」につき、「相殺」又は「エクイテ
ィ上の請求額減殺」を主張することを通じて、実質的に増額修正をおこなうこともある６１７。もっ
ともこの場合であっても、納税者は、本来であれば得られるはずの還付金相当額分が得られなく
なることを超えて、追加の不足税額を徴収されるものではない６１８。
以上の考慮要因のほかにも、例えば、連邦地裁と租税裁との比較という点において見ると、⑪
連邦地裁は膨大な訴訟事件数で混雑しているので租税裁での審理のほうが相対的に速いこと。⑫
連邦地裁の審理手続は厳格なので専門家である弁護士を雇わざるを得ずコストがかかってしまう
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のに対して、租税裁の審理手続は本人訴訟で十分対応可能なのでコストが低くなること。⑬連邦
地裁で被告訴訟代理人となる trial attorney は、税金を徴収することよりも和解でもって訴訟を早
く終わらせたいという平均的な心理を持っている一方で、租税裁で被告訴訟代理人となる field at-
torney は、安易な和解をするよりは税金の徴収のため争おうとする平均的な心理を持っている結
果、原告納税者としては連邦地裁での訴訟のほうが柔軟な和解を見込みうること６１９。
さらに、⑭納税者の証明責任という観点から見ると、連邦地裁では、納税者は被告の不足税額
査定の誤りと還付されるべき正しい税額の二点を証明せねばならないのに対して、租税裁では、
被告の不足税額認定の誤りのみを証明すればよいので、後者の訴訟のほうが納税者にとって相対
的に取り組みやすいこと６２０。⑮何らかの事情で“地元”に訴訟に関する情報を知られたくない納
税者にとっては、地元マスコミが眼を光らせている連邦地裁に提訴を余儀なくされるよりは、地
元以外に審理場所を選べる租税裁のほうが好ましいこと６２１。⑯裁判所により発せられる、証拠の
提出や証人を呼び出すために用いられる「罰則付召喚令状（subpoena）」について、租税裁は全米
規模でこの権限を行使しうるのに対し、連邦地裁ではその権限行使範囲が限られていること６２２等
も挙げられる６２３。
いずれにせよ、原告となる納税者（又はその訴訟代理人）は、以上に挙げた点などを総合的に
衡量した上で、納税者にとって最も有利な解決――和解であれ判決であれ――が得られうる第一
審裁判所を選択し、訴訟を提起することになる。
補節 証明責任の転換：１９９８年法改正の意義
前述したように、従来から不足税額訴訟や還付訴訟においては、原則として納税者が証明責任
を負うこととなっていた。しかしこのような従来からの納税者証明責任原則に対して、１９９８年、
重要な“例外”措置を定める法改正がなされた６２４。この例外措置とは、不足税額訴訟や還付訴訟
等いずれの裁判手続であれ（in any court proceedings）、事実に係る争点（factual issue）につき、
納税者が以下の五つの要件を満たす場合には、証明責任を被告に転換させるというものである（§
７４９１（a）; RRA§３００１（a））６２５。
すなわち、事実に係る当該争点につき６２６、納税者が、①信頼に足る証拠（credible evidence）を
提出していること（§７４９１（a）（１））、②内国歳入法令上申告項目を裏付ける（substantiate）ために求
められている要件（requirement）を充たしていること（§７４９１（a）（２）（A））、③内国歳入法令上求め
られている全ての記録（records）を保持していること（§７４９１（a）（２）（B））、④ IRS からの合理的な
要求（reasonable requests）――証人・情報提供・文書提出・面会・事情聴取――に協力（cooper-
ate）してきたこと（§７４９１（a）（２）（B））、そして、⑤当該納税者が個人ないし遺産財団であること、
又は、これら以外の納税者――法人・パートナーシップ・信託――の場合には７００万ドル以上の
純資産（net worth）を保有していないこと（§７４９１（a）（２）（C））である６２７。
もっとも、これらの証明責任転換のための要件に関しては、研究者の間から強い批判が展開さ
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れてきている６２８。例えば、まず「事実に係る争点」という要件が不明確である。というのも、訴
訟で問題となるのは往々にして法律問題と事実問題とが交錯している争点であるところ６２９、仮に
この種の争点が除外されるのであれば、証明責任を転換した意義が著しく少なくなってしまう６３０。
また、「記録保持」要件（③）６３１並びに「裏付け」要件（②）６３２であるが、納税者が証明責任を
被告へと転換するためには、やはり従来どおり、自らの申告内容を正確に記録し、裁判段階で提
出せねばならない。同様のことは、「協力」要件（④）６３３や「信頼に足る証拠」要件（①）６３４に
も当てはまるのであって、ここで言う「協力」や「信頼に足る証拠」が――納税者にとって――
厳格に解釈され、証明責任の転換が認められないこととなってしまうと、納税者からすれば実質
的に見て、従来からの納税者証明責任原則のときと何ら違いがなくなってしまうのである６３５。
結局のところ、１９９８年法改正については、あくまでも“例外的な”転換規定である――不足税
額訴訟で言えば租税裁手続規則１４２（a）の「特則」――という形式面からみても、さらにこの例外
的な措置が認められるための前提条件として、納税者側にかなりの程度の“証拠提出責任”６３６が
負わされているという実質面からみても、従来からの証明責任に係る手続構造を変革したとまで
は評価しえないのではないかとも思われる６３７。もっとも、最終的にこのような結論を下すために
は、立法にあたって展開された議論６３８や現段階での裁判例の展開などの、より突っ込んだ分析６３９が
必要なのであって、やはり今後の課題とせざるをえない。
さしあたり、ここでは、「信頼に足る証拠」要件をめぐって近時注目された、２００３年の第八巡
回区控訴裁判所判決、Griffin v. Commissioner６４０を紹介するにとどめよう。原告（不動産事業者）
は、自らがその１００％の株式を保有する S 法人を通じて、それぞれ６０％の株式を保有している二
つのパートナーシップに対し課されかつ滞納されていた地方税（不動産税）を代位納付した。表
面上原告は、これら二つのパートナーシップの事業につき投資対象以上の直接の利害関係を持っ
ていない一方で、従来これら二つのパートナーシップが金融機関から借り入れを受けるに際して
は、原告個人が連帯保証をしていた経緯があった。
その後、原告は、その代位納付額を自らの個人所得税申告にあたって費用として控除をしたと
ころ、被告 IRS 長官が本件代位納付額を S 法人に対する原告の出資などと認定しその控除を認
めなかったため、租税裁での訴訟に至った。原告は、本件控除を、内国歳入法典１６４条の――州
や地方自治体の租税を含む――支払い税額控除の規定に基づき、又は、仮にこれが認められない
場合には、同法典１６２条の事業の必要経費控除に基づき正当化する主張を行った。
しかし租税裁６４１は、前者の主張について、本規定は自らに対し課された租税についてのみ控除
が認められるものであって、本件原告のように、他者が所有する不動産であって自らは何らの権
利を持たない者が、その他者に対して課された租税を代位納付しても控除はできないものとした。
また、後者の主張に対しては、一般論として、他者の債務につき代位弁済した金額分を、本人が
必要経費として税務上控除することが認められるのは、当該他者の債務の弁済が本人の事業にと
っても通常かつ必要な経費（ordinary and necessary expense）と言えること、すなわち代位弁済を
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しないことによって本人の事業に対し直接的な不利益が生じうることが証明されなければならな
いと述べた。
この点、原告は前述の連帯保証の件を挙げ、もしこれら会社不動産に対し市の税務当局が査定
を実施することとなると、それら資産を担保に取っている金融機関が担保権実行手続に着手する
ほか、原告にも取り立てが来てしまうとして代位納付の必要性を指摘しつつ、内国歳入法典７４９１
条を援用して、後者の主張事実に係る証明については被告へとその責任が転換されるものと主張
した。しかしこれに対し被告は、原告が S 法人や両パートナーシップに対する投資に係る利害
関係とは別に、本件代位納付をしなければ原告個人の事業に係わる旨の「信頼に足る証拠」を提
出しえていない以上、この点の証明責任はなお原告にあると主張した６４２。
両者の主張を受け、租税裁は、７４９１条が「信頼に足る証拠」がいかなる程度のものなのかを明
確にしていないことを認めつつも、立法資料から一般論として、「仮に［被告 IRS 長官から］
反対証拠が全く提出されないとして、裁判所が綿密な検討ののち、その争点に関して［原告納税
者に有利な］判断を下すのに十分と思われるほどの証拠の質（the quality of evidence which, after
critical analysis, the court would find sufficient upon which to base a decision on the issue if no contrary
evidence were submitted….）」６４３であるとした６４４。そして本件において、原告から提出された証拠―
―原告自身の確証のない（uncorroborated）証言を中心とした証拠――を通じても、代位納付が
原告個人の事業にとって通常かつ必要な費用である旨を示すものはなく、「信頼に足る証拠」が
提出されたものとは到底言えないので、証明責任は被告へと転換されないものとした６４５。そして、
このような原告側証明責任の立場から、原告の請求を棄却した。
しかしながら控訴審である第八巡回区控訴裁６４６は、「信頼に足る証拠」に係る原審の定義を受
け入れつつも、代位納付をせねば将来にわたって原告の経済的な信用が損なわれる旨の原告自身
の証言がなされている以上、それと反対の証拠や推定がなければ「信頼に足る証拠」が提出され
たものとみなされるべきであるとし、原審の判断を破棄した上で、被告側証明責任の立場で審理
をやり直すよう租税裁へと差し戻した６４７。それを受け差戻し後租税裁は、控訴審の判断を尊重す
ると、被告が証明責任を履行しえなかったと判断せざるをえないとして、原告を勝訴させている６４８。
このように Griffin 事件においては、原審が「信頼に足る証拠」要件を充足するための証拠の
“質”を納税者にとって厳格に解釈したのに対して、控訴審は納税者本人の証言のみでもよいと
して緩やかに解釈した。その限りで控訴審判決は、１９９８年法改正で試みられた証明責任の転換を、
「信頼に足る証拠」要件の厳格解釈を通じて“骨抜き”にするという方向を取らず、素直に受け
止めたものと言えよう。
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第四節 小括
以上本章においては、アメリカの税務訴訟過程について考察してきた。そこでは、一つの訴訟
事件につき、二つの訴訟形態（不足税額訴訟・還付訴訟）があって、三つの第一審裁判所（租税
裁・連邦地裁・連邦請求裁）が管轄しうるという手続構造であることが明らかになった。また本
章では、納税者がこれら三つの裁判所を選択するに当たって考慮すべきとされる諸要因を検討し
た。アメリカの納税者は、これら考慮要因を自らの実情に照らし合わせて分析し、最終的に自ら
にとって最も有利な解決をもたらしうる「訴訟の場（forum）」を選択することになる。このよう
に、アメリカの税務訴訟過程では、納税者に対し、あらかじめ裁判所選択の機会が認められる手
続構造となっているという点が重要である６４９。この点一般的に見て、課税処分に対する取消訴訟
という排他的な訴訟形態を、地方裁判所という単一の第一審裁判所が管轄する、わが国の税務訴
訟過程の手続構造とは大きく異なるものと言えよう６５０。
もっとも、アメリカの税務訴訟過程では三つの第一審裁判所が管轄しうるといっても、実際の
税務訴訟の状況は、事前納付が必要ないことから、９５％以上が租税裁での不足税額訴訟であるこ
とにも留意せねばならない６５１。また一見すると、このような納税者により多くの選択の余地を与
えているかに見える手続構造に関しては、従来から彼の国において批判があり６５２、租税裁での不
足税額訴訟への一本化も提案されてきている６５３。いずれにせよ、税務訴訟過程に係る手続構造と
して、アメリカのような多元的な構造が、わが国の一元的な構造と比べても、真に納税者の権利
保障にとって有益なものであるのかどうか、彼の国でなされている議論を踏まえた上で、十分に
検討する余地があろう６５４。
ついで本章では、税務訴訟事件のうち大多数を占める不足税額訴訟を比較的に詳細に検討した
上で、関連して還付訴訟に関しても検討したのであるが、これらの訴訟過程では、調査過程や不
服審査過程とならんで、当事者間での自律的解決を重視する「交渉（negotiation）⇒和解（settle-
ment）」の契機が大きな位置付けを占めていることがわかった６５５。すなわち、アメリカの納税者の
観点からすれば、たとえ提訴に踏み切り訴訟過程へ入ったとしても、もっぱら正式事実審理に至
る前に係争税額をめぐって弁護士資格を持った政府側の“訟務官”との間で『交渉』をし、可能
な限りみずからに有利な内容の『和解』を目指すことになるのである６５６。
このようにアメリカでは、訴訟過程においても、不服審査過程から連続して「交渉⇒和解」の
契機が認められるのであるが、しかしこれら両過程（不服審査過程と訴訟過程）には手続構造上
の差異があることも看過し得ない。すなわち不服審査過程では、不服審査官が「審判官」及び「相
手方当事者」といった二つの属性を制度上その一身に備えていたのに対して（二面関係）、訴訟
過程では、裁判官が「審判官」に、訟務官が「相手方当事者」にというように二つの属性が制度
上切り離されている（三面関係）。このことから、不服審査過程ではあいまいな位置づけにあっ
た「審理（trial）⇒決定（adjudication）」の契機、すなわち当事者双方から独立した公平な第三者
が審理のうえ決定を下すという司法的な契機が、訴訟過程ではより大きな影響を及ぼしている。
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例えば、不足税額訴訟において、訴訟当事者間で「交渉⇒和解」が整わず正式事実審理に至っ
てしまった場合には、「審理⇒決定」の契機がクローズアップされてくる。もっとも、このこと
は“裁判”である以上当然であろう。しかしこのほかにも、不足税額訴訟においては、和解合意
や認諾といった当事者レベルでの決着に対して、租税裁の裁判官が、当事者間における“正義”
や社会一般における“正義”を理由に介入する権限が認められている。このような行政機関と納
税者との間での「交渉⇒和解」の成立に対する裁判所の介入の余地も、「審理⇒決定」という司
法的な契機の一つの現れなのではないかと思われる６５７。
また、不足税額訴訟においては、合意“判決”という裁判所の判断を介在させた合意形式がと
られ、かつ、その形式は“既判力”という司法的権威を帯びることとなる。したがって、租税紛
争の終局解決性という点では、不服審査過程における合意“書式”――書式８７０‐AD や終結合意
等――よりも格段に強いものとなるのだが、こういった行政機関と納税者との間での「交渉⇒和
解」の帰結に対する裁判所の裏づけのあり方も、やはり「審理⇒決定」という司法的な契機の現
れと言えるのではないだろうか。いずれにせよ、アメリカの税務訴訟過程の手続構造を理解する
ためには、「交渉⇒和解」の契機に対して、これら「審理⇒決定」の契機が及ぼしている影響を
考慮する必要があろう。
結論として、アメリカの税務訴訟過程の手続構造は、“裁判所の司法的関与を背景に置きつつ
なされる担当訟務官と係争納税者との間の当事者主義的交渉・和解”であり、不服審査過程とは
その“位相”を異にしたかたちながらも、「交渉⇒和解」と「審理⇒決定」の両契機を伴う手続
構造となっている。この点わが国では、税務訴訟における当事者の和解が伝統的に認められてき
てはおらず６５８、「審理⇒決定」の契機のみに着目した手続構造となっているのであって、やはり
アメリカとは質的に異なっているのではないかと思われる６５９。
ところで、以上のような「交渉⇒和解」という契機の介在の有無をさて置くとして、「税額の
（法的）確定」のあり方という観点からみても、アメリカの税務訴訟過程と日本のそれとでは手
続構造上の大きな相違点が認められる。ここで不足税額訴訟過程を念頭に置いてみると、確かに
日本のようにアメリカでも、最終的に納税者敗訴判決という形での司法的決定が下され、それが
確定してしまった場合には、もはや納税者は係争税額につき争う機会がなくなってしまう。しか
し注意せねばならないことは、アメリカの不足税額訴訟過程においては、日本の税務訴訟過程に
おけるような、おそくとも納税者敗訴判決が確定する時点で係争税額が法的に確定しているとい
う構図６６０にはなっていないということである。それどころかアメリカでは、たとえ租税裁で納税
者敗訴判決が確定したとしても、いまだ係争税額が法的に確定したことにはならないのである６６１。
というのも、アメリカの連邦税確定過程においては、これまでも適宜触れてきたように、さらに
は次章で詳細に述べるように、税額の法的確定にあたって、IRS 内部でおこなわれる「査定」と
いう行為形式が介在してくるからである。
なお、次章（第六章）に移るにあたって、これまで（第二章～第五章）に叙述してきた連邦税
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確定過程の流れと査定の時期に関する見取図を、本稿（本号）最後に付しておく（図C参照）。
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２５４なお厳密に言うと、租税に係る訴訟事件を管轄する裁判所としては、さらに合衆国破産裁判所（United States Bank-
ruptcy Court）も挙げられるが、さしあたり本章では紹介せず、のちの第六章で、とりわけ破産査定等との関連で紹
介することとする。
２５５アメリカの税務訴訟制度に係る先行紹介業績として、桐山章雄「米国租税裁判制度（一）～（七完）」税法学１８、１９、
２１、２２、２３、２５、２６号（１９５２年～１９５３年）や山田徳栄「米国合衆国租税裁判所について（一）（二・完）」法学新報６０巻
１号、２号（１９５３年）がなおも参照の余地があるほか、例えば、岸田貞夫「連邦税をめぐる争訟制度の実態」税務
事例１２巻１号３３頁以下（１９８０年）、同「アメリカ合衆国の租税争訟制度」国際税務２巻９号１４頁以下（１９８２年）、前
掲注（１２）所掲の同氏の論文１６４頁以下などがある。また、前掲注（１８０）所掲の高橋論文及び同氏の同名論文「（下）」
税務事例２３巻１１号２０頁以下（１９９１年）、齊藤明『租税行政争訟法』（中央経済社、１９９４年）２４７頁以下、増田・前掲注（８
６）、３５３頁以下、大塚・前掲注（１６）、２２８頁以下、佐藤・前掲注（８）、１５９頁以下なども参照。最近の文献として、
伊川正樹「アメリカにおける税務訴訟の実態（一）（二・完）」民商法雑誌１３３巻１号、２号（２００５年）もある。
さらに関連して、アメリカの民事訴訟手続全般に関し紹介する邦語文献として、メアリ・K・ケイン著（石田裕
敏訳）『アメリカ民事訴訟手続〔第４版〕』（木鐸社、２００３年）、浅香吉幹『アメリカ民事手続法』（弘文堂、２０００年）、
モリソン・フォースター法律事務所（Preston Moore & Tamu Sudduth 編集代表、伊藤廸子翻訳監修）『アメリカの民
事訴訟』（有斐閣、１９９５年）（以下引用はモリソン）、小林秀之『新版・アメリカ民事訴訟法』（弘文堂、１９９６年）等も
参照。
２５６本節については、See e.g., Lederman & Mazza, §６.０２；Morgan, §６.２；Bilman & Watson, Ch.８；Theodore Tannen-
wald, Jr., Tax Court Trials : An Updated View from the Bench,４７The Tax Law.５８７（１９９３）；David Laro, The Evolution
of the Tax Court as An Independent Tribunal,１９９５U. of Ill. L. Rev.１７（１９９５）；Richard A. Carpenter, What Accountants
Need to Know About the Tax Court,６０Taxation For Accountant８４,８６‐８８（１９９８）.
さらに詳しくは、See Junghans & Becker, Ch.４～１４；Kafka & Cavanagh, Ch.１～８,１０～１１.また、租税裁での訴訟
手続に関する概要書として、Holmes F. Crouch, Going Into Tax Court,２nd ed.２００２も有用であり参照した。ちなみに、
租税裁での訴訟手続に関係する様々の実務書類の見本に関しては、IRM３５.１１から参照できる。
２５７租税裁判所の歴史に関しては、下川教授による一連の研究がある。下川環「アメリカ税務行政上の適正手続に
関する一考察（一）」法律論叢６２巻２号２９頁以下（１９９０年）、同「アメリカにおける租税裁判所制度の成立に関する史
的考察」明治大学社会科学研究所紀要３４巻２号３３頁以下（１９９６年）、同「アメリカにおける租税裁判所制度発展史
の一齣」法律論叢６８巻３・４・５合併号１０１頁以下（１９９６年）参照。
租税裁の沿革につき詳しくはこれら紹介文献にゆだねるが、表層的にその沿革をまとめると、１９２４年に行政機
関として「租税不服審査委員会（Board of Tax Appeals）」が設立され、１９４２年に名目上「Tax Court of the United States」
に改称された（ただし行政機関としての位置づけは変わらず）。その後１９６９年に今日の「合衆国租税裁判所（The
United States Tax Court）」に再び改称され、実質的にも「行政機関」から「立法上の裁判所」に地位が変更されると
ともに、その裁判官が出した命令違反に対する罰金や禁固も認められることとなった。See Morgan, at１００.
２５８正確には、合衆国憲法第１条第８節第１８項の“必要かつ適切（necessary and proper）"条項。
２５９以下本稿では、租税裁判所の訴訟手続規則である「租税裁判所手続規則（Tax Court Rules of Practice and Procedure）」
の出典表示を「TCR 」とする。ちなみに、租税裁判所手続規則の邦訳として、いくぶん古いものではあるが、大
崎満「１９７４年合衆国租税裁判所訴訟手続規則（邦訳）（１）～（４・完）」税法学２９７,２９８,３０１,３０４号（１９７５年～１９７６年）が
あり、なお参照に値する。
２６０See Hon.Thomas B. Wells, Musings on Tax Court Traditions,５７Tax Law.８５７,８５８‐８６０（２００４）. なお「senior judge」は、
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一年間あたり計９０日間の出勤義務を負うが、本人の同意があればこの期間を超えて勤務できる。See７４４７（c）（１）.も
っとも通例、senior judge は、正規の租税裁裁判官と同じくフルタイムで勤務しているようである。See Wells, at８５９.
２６１なお、租税裁の現職裁判官の氏名等一覧として、See http : //www. ustaxcourt. gov/judges. htm（last visited Aug.２５,
２００６）. この HP 情報によると、２００６年５月２３日現在在職中の裁判官数として、租税裁裁判官（租税裁長官を含む）が
１７名、senior judge が８名、特別審理裁判官が７名とのことである。
２６２租税裁の審理が実施される各都市に関しては、See http : //www. ustaxcourt. gov/about. htm（last visited Aug.２５,２００６）.
See also TCR Appendix Ⅲ.
２６３もっとも厳密に言うと、租税裁長官を除く１８名の租税裁裁判官のうち、５名の裁判官（本部裁判官：Division
Judges）は、常に租税裁判所本部に勤務し、全米から出されてきた訴状や判決につき審査をおこなうなどの司法行
政事務をおこなう。これに対しそのほかの裁判官（巡回裁判官：Circuit Judges）が、それぞれ年度ごとに各自に割り
当てられた５～６ヵ所の諸都市を巡回し、裁判を行うとされる。See Crouch, Ch.１, at９.
なお、こころみに２００６年秋期開廷予定表（２００６Fall Trial Session Schedule）――租税裁の HP、http : //www. ustaxcourt.
gov/（last visited Aug.２５,２００６）から入手――を見ると、例えば Foley 租税裁裁判官は８月２８日から９月１日までは
アトランタで、９月２５日から同月２９日まではフェニックスで、１２月１１日から同月１５日まではフィラデルフィアで
の審理予定とされる。また同じく、Goldberg 特別審理裁判官は９月１８日から同月２２日まではロサンゼルスで、１０
月９日から同月１３日まではミルウォーキーで、１２月４日から同月８日まではダラスでの審理予定とされる。
２６４もちろん、納税者が自己の裁判を「地元」に知られたくないなどの場合には、あえて自らの住所や事業所とは
離れたワシントン D.C.での審理を求めることもできる。See Morgan, at１０１.
２６５この点に関しては、前掲注（１９８）の石村論文参照。
２６６なお、前号（６１号）の租税裁判所の判例紹介（前掲注（１４３）等）のなかで、被告適格を「IRS」と記載していたが、
「IRS 長官」が正確なので修正する。関連して、還付訴訟に係る判例の紹介（前掲注（２２０）等）の中でも、被告適格
を「IRS」と表記しているが、この点も後述するようにやはり「合衆国政府」としたほうが正確なので修正する。
２６７IRS 首席法律顧問官事務所の組織については、前掲注（１８４）でも若干述べたが、さらに敷衍しよう。IRS 首席法
律顧問官事務所の主な組織として、IRS の四つの事業部門（LMSB, SB/SE, TE/GE, W&I）に応じて一名の「統括法
律顧問官（Division Counsel）」が置かれており、さらにその下に（各事業部門の）各事業部局に応じて、複数の地区法
律顧問官（Area Counsel）が置かれている。例えば、大企業・中企業部門（LMSB）を例に取ると、１名の統括法律顧
問官（IRM３０.３.２.４.２（０７‐２１‐２００５））の下に、５名の地区法律顧問官が所属している。それぞれの地区法律顧問官は、
一般的に LMSB の各産業部局長（Industry Director）の主要な法的助言者としての役割をはたしているほか、地理的
な区分に応じて、全ての産業部局の訴訟事件に係る訟務につき管轄権を有している。例えば、マンハッタンに本
拠を置く「第一地区法律顧問官」は、金融サービス産業部局の法的助言者であるとともに、その本拠地を中心と
する一定の地理的範囲内で生じた全ての訴訟事件につき、どの産業部局に係わる事項であるのかを問わず、その
訟務を担当する。このような“事項”と“地理”とを併有する管轄形態に関しては、第二地区法律顧問官（重工業
・運輸産業部局担当）、第三地区法律顧問官（小売・食品・医薬品・健康福祉産業部局担当）、第四地区法律顧問官
（自然資源・建設産業部局担当）、第五地区法律顧問官（通信・技術・メディア産業部局担当）も同様である。See
IRM３０.３.２.４.２.２（０７‐２１‐２００５）１. さらに組織概要図として、See IRM Exhibit３０.３.２‐１２（０７‐２１‐２００５）.
２６８なお以下、field attorney の翻訳については、後述のように司法省租税局の trial attorney との区別を踏まえた適訳
が見つからないため、原語のまま表示する。後掲注（５５４）参照。
２６９なお、一人の field attorney では手に負えない場合には、審理班（trial team）が構成される。See IRM３５.４.１.７.３（０８
‐１１‐２００４）.さらに、係争税額が巨額に上る場合や新たな先例となりうる場合等の重要な事件に関しては、Special
Trial Attornys が訴訟追行に関わるものとされる。See Kafka & Cavanagh, Ch.２, at３１；Stein supra note１５３, at１６９２.
２７０See Crouch, Ch.１, at３‐５；Watson & Bilman, at６８.
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２７１陪審制度一般に関しては、さしあたり、浅香・前掲注（２５５）、９７頁以下参照。
２７２See e.g., Saltzman, Ch.１, at５９；Kafka & Cavanagh, Ch.１, at９, Ch.２, at７. したがって、これらの租税は、（第六章で）
後述のように、不足税額手続をとられることなく査定される。
２７３租税裁の還付訴訟事件管轄につき詳細は、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶２.０３.
２７４詳細については、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶¶１.０４［２］,［３］,２.０１［３］‐［８］；Saltzman, Ch.１, at５０‐５２. また、近年
租税裁の裁判管轄権が拡大される傾向にあるが、この点、See Watson & Bilman, at８１２；Saltzman, Ch.１, at５０.
２７５在外納税者の場合には、９０日間ではなく１５０日間の出訴期間が適用される。この特則について詳しくは、See e.g.,
Kafka & Cavanagh,¶４.０２；Junghans & Becker,¶６.０４［２］.
２７６申告書提出の場合と同様に、「適時郵送、適時提出」ルールが適用されることにつき、See e.g., Kafka & Cavanagh,
¶４.０４；Carpenter, supra note２５６, at８６. なおこのルールについては、本稿前号（６１号）８頁参照。
２７７税務署からの９０日レター送付手続について詳しくは、See IRM４.１４.
２７８なお、９０日レター起案に当たっての細かな留意点に関しては IRM８.１７.４.３（０４‐１２‐２００１）が、また９０日レターに係
る具体的な記載内容に関しては IRM８.１７.４.５（０４‐１２‐２００１）が、規定している。
２７９なお、９０日レター送付の是非をめぐり、不服審査部と首席法律顧問官事務所との間で見解の相違が生じた場合
の協議手続として、See IRM８.１７.４.２.１（１１‐２６‐２００１）５.
２８０Watson & Bilman, at６７.
２８１Watson & Bilman, at８３.
２８２See e.g., Morgan, at９９.
２８３See e.g., Junghans & Becker, Ch.４, at４４‐４５. See also e.g., Estate of Ming, Jr. v. Commissioner,６２T.C.５１９（１９７４）. 租
税裁での審理途中に、被告 IRS 長官が租税裁の許可を得て、当初の詐欺罰認定請求を、期限後申告罰や懈怠罰の
認定請求へと事実上交換的に変更した。原告納税者は、当初からこのような変更がなされうることを知っていた
ならば、このような変更が原告にとって有利にはたらく陪審審理を受けるため、還付訴訟を提起していたはずで
あると主張。この主張に基づき原告は、還付訴訟を提起するためとして、租税裁に対し訴えの取り下げを申し立
てたが、租税裁は認めなかった。
２８４ただしこの例外として、例えば、納税者がすでに租税裁に提訴しており、本来であればその期間中査定とそれ
に基づく徴収が禁止されるにもかかわらず、あえて IRS が徴収措置をとってきた場合には、納税者は徴収された
金額につきかさねて還付訴訟を提起できる。そのほかの例外も含め、See§§６５１２（a）（１）‐（６）；IRM３４.５.２.４.２.３（０８
‐１１‐２００４）１. A-F.
２８５See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.２, at１１‐１２,¶１６.０５［２］.
２８６以下、租税裁における訴答手続について詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.５, A.B.C ; Junghans & Becker,
¶¶６.０３‐１１；Watson & Bilman, Ch.８. C ; Lederman & Mazza, §６.０２［B］.また関連して、民事訴訟手続一般における
訴答については、例えば、前掲注（２５５）、ケイン・８３頁以下、浅香・６３頁以下、モリソン・４９頁以下、小林・１１５
頁以下を参照。
２８７なお、具体的な「訴状」の記載内容として、納税者の氏名・住所・識別番号、係争課税年度の申告書を提出し
た IRS の事務所、９０日レターの送付日付や送付してきた IRS の事務所、IRS 長官が認定した不足税額やその税目
さらに課税年度、納税者が考える IRS 側の誤っている点とそれを支える根拠事実、租税裁に対して求める救済の
内容、納税者ないしその訴訟代理人の署名・郵便の宛先・電話番号等である。See TCR３４（b）. これらについての
詳しい解説として、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶５.０６；Junghans & Becker,¶６.０４［７］.
２８８なお納税者は、訴状原本とともに、その写しを二部送付せねばならない。See TCR３４（d）.
２８９租税裁事務局の宛先住所と受付時間については、See TCR１０（d）,（e）.
２９０See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.４, at４４.
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２９１本稿では、「申立て（motion）」制度一般に関しては詳しく触れない。さしあたり IRM３５.３があるほか、詳しい解
説として、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.５. D ; Junghans & Becker,¶¶９.０２‐０７.
２９２ただし、被告にやむを得ない事情がある場合、租税裁は被告の申立てにより「答弁書」や「申立て書」の提出
期間の延長を認めうる。See TCR２５（c）. 詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶５.０８［１］.
２９３なお、「答弁書」に記載すべき具体的な内容（TCR３６（b））についての解説として、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶
５.０９.
２９４See Junghans & Becker, Ch.６, at３６‐３７. 答弁書作成手続につき詳しくは、See IRM３５.２.２.
２９５「応答書面」に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶５.１０；Junghans & Becker,¶６.０９.
２９６そのほか正式事実審理の大まかな流れは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶８.０４.また法廷における裁判官や当事者
たちの標準的な言葉のやりとりも含め、Crouch, Ch.８‐９が参考になる。さらに、租税裁の法廷の概要図として、See
Crouch, Ch.８, at６, Fig.８.２. そのほか詳しい手続の流れや準備書面（brief）に関する事柄は、See IRM３５.６‐７.
概して、租税裁でも正式事実審理は、一般の民事訴訟のそれと同様、双方の訴訟代理人が、①冒頭陳述（opening
statement）で何を証明するのかを明らかにした上で、②証拠を提出し、かつ、互いの証人をめぐって交互に尋問（ex-
amination）を展開し、③そして終局においてこれらを総括するための最終弁論（closing argument）をおこなうという
流れになる。そして、陪審審理をとらない租税裁においては、これら証言や証拠を裁判官が評価のうえ判決を下
すということになる。この点、後述の連邦地裁で用いられる陪審審理の場合には、最終弁論ののち、裁判官は適
用法規について陪審に説示（instruction）をおこない、それを受けて陪審は評議（deliberation）をして評決（verdict）を下
し、その評決に従って裁判官が判決を下すという流れになる。一般の民事訴訟における正式事実審理については、
前掲注（２５５）、ケイン・１４９頁以下、浅香・１１５頁以下、モリソン・１６９頁以下参照。
２９７一般に、電話を用いておこなわれることが多いようである。See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.７, at２；Tannenwald su-
pra note２５６, at５９１‐５９２. See also IRM３５.４.９.２.３（０８‐１１‐２００４）３；３５.６.１.６（０８‐１１‐２００４）３. なお、アメリカ民事訴訟手
続一般における事実審理前協議については、例えば、前掲注（２５５）、ケイン・１３３頁以下、浅香・８９頁以下、モリ
ソン・１６２頁以下、小林・１７９頁以下参照。
２９８以下、租税裁におけるディスカヴァリについては、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.６. B ; Junghans & Becker, Ch.７；
Watson & Bilman, Ch.８. D ; Lederman & Mazza,§６.０２［C］. なお、アメリカ民事訴訟手続一般におけるディスカヴァ
リについては、前掲注（２５５）、ケイン・１１４頁以下、浅香・７３頁以下、モリソン・７３頁以下、小林・１４８頁以下など
を参照。
２９９モリソン・前掲注（２５５）、７４頁～７５頁参照。
３００モリソン・前掲注（２５５）、７５頁参照。
３０１一方当事者が相手方当事者に質問書面を送付し、これに対して相手方当事者は、原則として３０日以内に回答（an-
swers）書面を宣誓署名の上返送するか、あるいは、当該質問要求に関し異議申立て（objections）をせねばならない
とする制度である。詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶７.０４；Kafka & Cavanagh,¶６.０６.
３０２文書等提出要求とは、一方当事者が書面を通じ相手方当事者に対して、その保有する書類資料等の複写や物品
のサンプルなどの提出を求めるものである。これに対し立入検査要求とは、一方当事者が書面を通じ相手方当事
者に対して、その相手方当事者が支配する場所に、一定の日時に調査などのため立ち入る許可を求めるものであ
る。これらにつき詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶¶７.０５［１］,［２］；Kafka & Cavanagh,¶６.０７.
３０３証言録取とは、一般に弁護士事務所等で実施され、呼び出された証人――訴訟当事者のほか訴訟外の第三者も
含む――が宣誓の下、裁判所公認の速記者（court reporter）の面前で訴訟当事者双方の弁護士からの尋問に応じ、そ
の証言内容が証拠として記録される――ビデオテープ録画も可能――という制度である。詳しくは、See e.g., Jung-
hans & Becker, Ch.８；Kafka & Cavanagh,¶¶６.０９‐１７.
３０４一方当事者が相手方当事者に対して、関係事実への法の適用や文書の真正性等に関し、自白（承認）するよう書
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面で求める制度。いったん自白された事実に関しては拘束力があり、当事者は正式事実審理段階で覆し得ない。
詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶７.０７；Kafka & Cavanagh,¶６.０８.
３０５なお、租税裁での訴訟において、実際にディスカヴァリ手続に依拠するのは、被告 IRS 長官側のほうが多いと
指摘されている。というのも、原告納税者に関する情報は、被告よりも原告のほうが多く握っているからである。
See Watson & Bilman, at８４５.
３０６このほかのディスカヴァリ命令違反に対する制裁としては、例えば、相手方当事者が提起した訴答上の争点の
削除、相手方当事者が命令に応じるまでの訴訟手続進行の停止、相手方当事者を一方的に敗訴させる判決を下す
こと、相手方当事者が命令に応じないことにより一方当事者が負担せざるを得ない合理的な費用（弁護士報酬等）
を相手方当事者が負担すべき旨の命令がある。See TCR１０４（c）. これらの点につき解説として、See e.g., Kafka &
Cavanagh,¶６.１９. さらに、モリソン・前掲注（２５５）、１３３頁以下も参照。
３０７本命令につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶６.２０；Junghans & Becker,¶７.０２［３］.
３０８See Kafka & Cavanagh, Ch.６, at１０.
３０９なお、租税裁でのディスカヴァリ制度は、１９７４年になって導入された。それまでの当事者の証拠をめぐるやり
とりは基本的には自主的な合意に基づくもので、IRS 側が強制的に納税者側の情報を入手しようとするときは、
召喚状を用いていた。これに対して一般に、納税者が IRS 側の情報を強制的に入手しようとする手段はなかった
とされる。See e.g., Junghans & Becker, Ch.７, at２.
３１０See Kafka & Cavanagh, Ch.６, at１０.
３１１See６１T.C.６９１（１９７４）.
３１２Id. at６９２.
３１３See e.g., Lederman & Mazza, at２８７. See also e.g., Philip N. Jones, Tax Court Discovery and the Stipulation Process :
Branerton 30 Years Later,１００J. of Tax'n２９（２００４）.
３１４場合によっては、一方当事者が合意に留保条件を付することも認められる。See TCR９１（a）（１）；IRM３５.４.７.７（０８
‐１１‐２００４）２.
３１５以下訴訟上の合意に係る叙述については、See e.g., Junghans & Becker,¶９.０１；Kafka & Cavanagh,¶６.０１；Watson
& Bilman, Ch.８. E.２.
３１６Junghans & Becker, Ch.９, at２.
３１７See also IRM３５.４.７.２（０８‐１１‐２００４）１. なお、Tannenwald supra note２５６, at５９１は、訴訟上の合意プロセスの目的と
して、①訴訟代理人が争点をめぐる実態に迫れる結果、和解決着がつきやすくなること、②訴訟上の合意に向け
ての準備作業の中で、両当事者が付随的な事実を正確に述べあうことができるが、この点正式事実審理の中での
証人尋問手続では不確かなことが多いこと、③争点を整理することにより正式事実審理が迅速に実施されうるこ
と、の三点を挙げる。同旨の指摘として、See also Crouch, Ch.５, at１４.
３１８なお、正式事実審理前に全ての点につき当事者間で合意が成立した場合には、後述の合意判決（TCR１２２（a））の
手続がとられることになる。See e.g., Kafka & Cavanagh,¶６.０１［３］.
３１９See Kafka & Cavanagh, Ch.６, at４.
３２０もっともこの拘束力は、当該事件についてのみ及ぶのであり、他の訴訟事件や手続にまで及ぶものではない。See
TCR９１（e）.
３２１See e.g., Albertson's Inc. v. Commissioner,５９T.C.M.１８６, at９（１９９０）（法律問題につき当事者間での合意の拘束力を
認めない理由として、それを認めてしまうと租税裁が法に基づかない判断をせざるをえなくなり不合理であるこ
とを指摘する）.
３２２特段の事情がある場合として、一方当事者が相手方当事者を強迫（duress）して合意が締結された経緯がある場合
や、ある争点についての判例動向に不確かさがあったことから一方当事者が結果として誤った法解釈に基づき相
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手方当事者との間で訴訟上の合意をしてしまった場合等が挙げられる。See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.６, at６.
３２３See e.g., Stamos v. Commissioner,８７T.C.１４５１,１４５５‐１４５６（１９８６）（訴訟上の合意書面で用いられている文言を解釈
するにあたっては、契約法におけると同様その当事者の意思に依拠すべきところ、当該文言があまりにも曖昧不
明確で当事者の意思を確認し得ない場合には、租税裁は当該文言を無視することになる）.
３２４合意強制の申立てについては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶６.０２；Junghans & Becker,¶９.０１［４］.
３２５アメリカ民事訴訟法における証明責任論一般に関しては、例えば、前掲注（２５５）、浅香・１２９頁以下や小林・２０３
頁以下など参照。
３２６以下、３（１）に関する叙述については、See e.g., Saltzman,¶１.０５［２］［c］; Morgan,§７.０１；Lederman & Mazza,§§
６.０５,７.０２［C］［１］；Watson & Bilman, Ch.８. F.１；Junghans & Becker,¶１２.０１；Kafka & Cavanagh,¶８.０１. See also e.g.,
Sean M. Moran, The Presumption of Correctness : Should the Commissioner Be Required to Carry the Initial Burden of
Production,５５Fordham L. Rev.１０８７（１９８７）；Leo P. Martinez, Tax Collection and Populist Rhetoric : Shifting the Bur-
den of Proof in Tax Cases,３９Hastings L. J.２３９（１９８８）. 後掲注（６２５）所掲の文献をも参照。
さらに、わが国における紹介業績として、例えば、古いものではあるがなお参照に値するものとして、須貝脩
一「米国税務訴訟における挙証責任」税法学８５号１頁以下（１９５８年）があるほか、最近のまとまった業績として、
西本靖宏「アメリカ税務訴訟における立証責任論の新動向」石島弘ほか編『税法の課題と超克：山田二郎先生古
稀記念論文集』（信山社、２０００年）５８３頁以下所収も参照。
３２７逆に言えば、後述の還付訴訟における証明責任の場合とは異なり、不足税額訴訟の場合、納税者は自分が本来
負うべき適正な税額を証明する必要まではない。See e.g., Junghans & Becker, Ch.１２, at４.
３２８See e.g., Moran, supra note３２６, at１０９８‐１１０８；Martinez, supra note３２６, at２７４‐２７７；Newton, infra note３４５, at１１４
６‐１１４７.
３２９この点については、See e.g., Saltzman, Ch.１, at５４‐５５；Kafka & Cavanagh, Ch.８, at３‐４.
３３０もっとも、この点、実は「適正性の推定」の概念の理解をめぐってアメリカでは混乱が見られ、本来の理論上
は、本文で述べたように納税者が「適正性の推定」を覆した場合であっても、なお彼は証明責任を負っていると
理解すべきころ、一部の判例では、納税者がこの反証に成功した場合には証明責任そのものが転換するかのよう
に理解されている。See e.g., Martinez, supra note３２６, at２５８.
３３１See２９０U.S.１１１（１９３３）.
３３２Id. at１１５.
３３３なお、本文①と④については第六章で改めて取り上げる。これらのほかについては、See e.g., Kafka & Cavanagh,
¶¶８.０１［３］‐［６］；Junghans & Becker,¶¶１２.０１［３］‐［７］；Martinez, supra note３２６, at２６３‐２６６.
３３４「新たな事項」をめぐる議論に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶８.０１［２］；Junghans & Becker,¶１２.０１［２］；
Lederman & Mazza, §７.０２［C］［３］；Watson & Bilman, Ch.８. F.１.b ; Newton, infra note３４５, at１１４９‐１１５１.
３３５See e.g., McSpadden v. Commissioner,５０T.C.４７８,４９２‐４９３（１９６８）.
３３６See７７T.C.８８１（１９８１）.
３３７See id. at８９０.
３３８See ibid.
３３９See ibid.
３４０See６４４F.２d１３８５（９th Cir.１９８１）.
３４１Id. at１３９０.
３４２See ibid.
３４３See Kafka & Cavanagh, Ch.８, at６.
３４４See ibid.
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３４５See１１２T.C.１８３（１９９９）. 本判決に関し論ずるものとして、See e.g., Anthony F. Newton, The ‘Stat’ Notice in the New
Millennium : Shouldn’t the Notice Be User Friendly? ,９１Tax Notes１１３９（２００１）；Leandra Lederman, Deficient Statu-
tory Notices and the Burden of Proof : A Reply to Mr. Newton,９２Tax Notes１１７（２００１）；Joni Larson, Burden of Proof
in the Tax Court after the IRS Restructuring and Reform Act of 1998 and Shea v. Commissioner,３６Gonz. L. Rev.４９（２０
００／２００１）.
３４６内国歳入法典６６条 b 項は、納税者の所得に対し認められうる共有財産法上の優遇措置を財務長官が否認できる
場合として、当該納税者が当該所得を自らのみに帰属しうるかのように振る舞っていた場合であって、かつ、そ
の申告書提出前に自己の配偶者に当該所得の性質や額を知らせていなかった場合を挙げる。
３４７See Shea,１１２T.C., at１９１‐１９２.
３４８See id. at１９５‐１９７.
３４９前掲注（３４６）参照。
３５０See Shea１１２T.C., at１９７. なお結論として、租税裁は本件において被告がこの証明責任を履行し得ていないと判
断している。See id. at１９８‐１９９.
３５１この点、前号（６１号）３３頁参照。
３５２なお、この租税裁の特別審理裁判官に類似するものとして、連邦地裁には、多忙な正規の地裁裁判官（District
Judge）のほかに、連邦治安裁判官（U. S. Magistrate Judges）が設置されている。この連邦治安裁判官は８年任期制で
あるほか（２８U.S.C.§６３１（e））、通常の地裁裁判官には認められる憲法上の身分保障がない。また民事訴訟に関連
してこの裁判官が行使しうる権限として、訴訟当事者の合意に基づき正式事実審理を担当しうることや（２８U.S.C.
§６３６（c））、ディスカヴァリや和解協議等の事実審理前の段階で各種の命令を発しうること（２８U.S.C.§６３６（b））な
どが挙げられる。これらの点も含め、See e.g., Kathleen Pakenham, You Better Shop Around : The Status and Authority
of Special Trial Judges in Federal Tax Cases,１０３Tax Notes１５２７（２００４）（租税裁の特別審理裁判官と連邦地裁の連
邦治安裁判官とを比較検討）.
３５３特別審理裁判官制度一般については、See e.g., Junghans & Becker,¶１２.０６, Ch.１４；Kafka & Cavanagh,¶２.０５［１］, Ch.
１０.A ; Lederman & Mazza, §６.０２［E］; Carpenter, supra note２５６, at８７‐８８. なお、少額訴訟事件手続については、租税
裁事務局発行の解説文書（Instruction Booklet）、Election of Small Tax Case Procedure & Preparation of Petitions――租
税裁の HP より入手（前掲注（２６３）参照）――も有用であり参照した。
３５４なお、１９６９年の制度導入時には１,０００ドル未満であったが、数次にわたる改正によって次第にこの額が引き上げ
られていったという経緯がある。最近の改正を挙げると、１９９８年改正前までは１０,０００ドル以下であったのが、同
年の法改正によって５０,０００ドル以下へと引き上げられた。See e.g., Lederman & Mazza, at２９０, note１１；Watson &
Bilman, at８４１.
３５５アメリカでは、夫婦が共同（合算）申告書の提出を選択でき、その場合には、たとえ後になって離婚したとして
も、連帯納付義務を負うものとされている（§６０１３）。このような義務を一方当事者に対し負わせることが不合理
と認められる場合の救済の抗弁として、善意の配偶者の抗弁制度がある。この制度に関しては、森・前掲注（８５）、
６２１頁以下を参照。
３５６「徴収適正手続」については、前掲注（７９）参照。
３５７Morgan, at１１１.
３５８See５０１U.S.８６８（１９９１）. 評釈として、See e.g., Lawrence M. Stratton, Jr., Special Trial Judges, the Tax Court and the
Appointments Clause : Freytag v. Commissioner,４５Tax Law.４９７（１９９１）.
３５９See Freytag,５０１U.S., at８７３‐８７８.
３６０See id. at８７７‐８８０.
３６１See id. at８８８‐８９０.
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３６２See id. at８８０‐８８２.
３６３See id. at８９０‐８９２.
３６４なお、本判決にはスカーリア裁判官執筆補足意見――オコナー裁判官、ケネディ裁判官、スーター裁判官が同
調――が付されており、法廷意見と結論を共にしつつもその理由付けにおいて、異なった解釈をとっている。と
りわけ、法廷意見が任命条項の「裁判所（the Courts of Law）」という文言には「第一条裁判所」も含まれると緩や
かに解釈したのに対して、補足意見は本条項があくまでも「第三条裁判所」のみを念頭に置いた規定であり、第
一条裁判所である租税裁は含まれないとして厳格な解釈をとる。他方で、法廷意見が「各部局の長官（Heads of De-
partment）」という文言を“閣僚レベル”を指すとして厳格な解釈をとったのに対して、補足意見はこの文言を緩や
かに解釈し、租税裁長官は同条項の「各部局の長官（Heads of Department）」に該当しうるとする。See id. at９０１‐９２２.
３６５この点、実は１９８３年までは、この審理報告書は訴訟当事者に対し開示され、かつ、訴訟当事者による異議申立
て制度も認められていたのであるが、同年の租税裁手続規則改正によってそれが認められなくなったという経緯
がある。いわば、審理報告書の不開示という租税裁の取扱いは、さほど昔からおこなわれたきたことではないと
いうことであるが、この点に関しては一連の裁判においても、審理報告書の不開示を争う立場から指摘されてき
た。See e.g., Randall G. Dick, Further Thoughts on Tax Court Special Trial Judge Reports,９０Tax Notes１２５３（２００１）.
なお、１９８３年改正の理由として、この時期、租税裁の係属事件数が大きく膨れ上がり、これに租税裁が対応す
るための措置として手続の簡素化をはかったという。See Sheryl Stratton, ABA Tax Section Meeting : Tax Court Chief
Judge Speaks Out on Ballard Procedure,１０８Tax Notes１５１０,１５１１（２００５）.
３６６批判論者として、See e.g., Gerald A. Kafka & Jonathan Z. Ackerman, Fact-Finding in the Tax Court : Access to Spe-
cial Trial Judge Reports,９１Tax Notes６３９（２００１）；Cornish F. Hitchcock, Public Access to Special Trial Judge Reports,
９３Tax Notes４０３（２００１）；Leandra Lederman, Transparency and Obfuscation in Tax Court Procedure,１０２Tax Notes１５
３９（２００４）.
これに対して、審理報告書はあくまでも最終的な判決に向けての裁判所内部における中間的な審議検討事項を
記したものに過ぎず、納税者に開示されるべきものではないと指摘するものとして、See e.g., Allen D. Madison, Ac-
cess to the Tax Court’s Deliberative Processes,９１Tax Notes２２４７（２００１）. さらに同氏の別の論文では、現行の審理報
告書不開示制度の正当化理由として、租税裁が見解を表明するに当たっての組織的統一性の保持の観点や、膨大
な租税裁係属事件の効率的処理の観点などが挙げられている。See Allen D. Madison, Revisiting Access to the Tax
Court’s Deliberative Process,１０３Tax Notes７４９,７５１‐７５２（２００４）.
同様に基本的には不開示制度を擁護する立場から、Steve R. Johnson, Further Thoughts on Kanter and Ballard,１０
５ Tax Notes１２３５,１２３８‐１２４６（２００４）は、租税裁内部での意思形成過程を尊重する必要があること、デュー・プロ
セスといってもフレキシブルな考え方であってコンテクストに応じて考えるべきであること、「透明性」の要請
は連邦議会が検討すべき政策的事柄であって裁判所が論ずべき事柄でないばかりか、そもそも何をもって「透明」
と言えるのか――換言すればどこまで裁判所の内部の審議過程を開示すれば「透明性」の要請を充たしうるのか
――が不明確であることなどと論じている。
さらに、これら対立する議論を整理して紹介するものとして、See e.g., David Lupi-Sher & Sheryl Stratton, Tax Bar
Divided on Taxpayers’ Attempt to Obtain STJ’s Report,９０Tax Notes８６５（２００１）；Sheryl Stratton, High Court to Re-
view Transparency of Tax Court STJ Procedures,１０５Tax Notes１３１５（２００４）. いずれにせよ、以上のような、税務訴
訟過程の「透明性」をめぐって展開されたアメリカの議論については、わが国にも示唆を与える点があるものと
思われるが、詳しくは今後の研究課題とする。さしあたり以下本文では、一連の事件の推移を概観するという限
度での記述にとどめる。
３６７See７８T.C.M.９５１（１９９９）.
３６８See Estate of Lisle v. Commissioner,３４１F３d３６４（５th Cir.２００３）. なお Lisle 氏が審理途中で死去したため、その遺産
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財団へと原告適格が変更。
３６９See Ballard v. Commissioner,３２１F３d１０３７（１１th Cir.２００３）.
３７０See Estate of Kanter v. Commissioner,３３７F３d８３３（７th Cir.２００３）. なお Kanter 氏が審理途中で死去したため、その遺
産財団へと原告適格が変更。
３７１See Lisle,３４１F３d, at３８４；Ballard,３４１F３d, at１０４２‐１０４３；Kanter,３３７F３d, at８４０‐８４４.
３７２See Lisle,３４１F３d, at３８４‐３８５.
３７３See Kanter,３３７F３d, at８７４‐８７５.
３７４See Kanter,３３７F３d, at８８４‐８８８.
３７５See Ballard v. Commissioner,５４４U.S.４０（２００５）. 本判決に係る解説として、See also e.g., Sheryl Stratton & Audrey
Nutt, Special Trial Judge Reports Must Be Disclosed, Supreme Court Rules,１０６Tax Notes１２３４（２００５）；Norman R.
Williams, Special Trial Judges after Ballard : A Call for Reform,１０７Tax Notes１０３３（２００５）.さらに、“租税裁”をめ
ぐって下されたこの連邦最高裁判決の内容が、一般の“行政機関”に対して与えうるインパクトを論ずるものと
して、See Katherine Kmiec Turner, No More Secrets : Under Ballard v. Commissioner, Special Trial Judge Reports
Must Be Revealed,２６J.NAALJ２４７（２００６）.
３７６See Ballard,５４４U.S., at６５.
３７７なお、この争点については、実のところ原告らは主張していなかった。See e.g., Sheryl Stratton, Litigator Debate
Effects of Ballard Decision,１０７Tax Notes６９３（２００５）.
３７８See Ballard,５４４U. S., at５８‐６４.
３７９なお本判決には、レーンキスト長官（トーマス裁判官同調）執筆の反対意見が付されており、そこでは、租税裁
手続規則の解釈運用に関しては基本的には租税裁の自主的判断にゆだねるべきであり、審理報告書を不開示とす
る本件解釈運用も不合理ではないと論じている。See Ballard,５４４U.S., at６８‐７３.
３８０See Estate of Kanter v. Commissioner,４０６F３d９３３（２００５）. See also e.g., Crystal Tandon, Seventh Circuit Remands Spe-
cial Trial Judge Case to Tax Court,１０７Tax Notes８１３（２００５）.
３８１See Kanter,４０６F３d, at９３４‐９３５.
３８２See Stratton, infra note３８３, at１２１８.
３８３See e.g., Sheryl Stratton, Original Tax Court Report Found No Fraud by Kanter, Ballard,１０７Tax Notes１２１６（２００５）.
なお、租税裁による関係裁判官からの事情聴取の結果、審理報告書の結論が変わった理由として、以下の事情が
あったことが公表された。租税裁長官及び担当裁判官は、特別審理裁判官が提出した審理報告書について不十分
かつ不正確であると判断。それを受けて特別審理裁判官が自発的に当該審理報告書を撤回し、その後、彼と担当
裁判官とで協議しながら審査報告書を書き直したということである。関係裁判官らは、当初の審理報告書は撤回
されたのであるから無効であり、法的にみてなかったものと見なされる一方で、書き直された審理報告書が適切
に尊重されて判決が下されているのだから手続上何ら問題はないと弁明した。See e.g., Crystal Tandon & Karla L.
Miller, Judges’ Statements on Kanter, Ballard Provoke Dismay,１０８Tax Notes３９４（２００５）；Crystal Tandon & Sheryl
Stratton, Ballard STJ Report Has No Effect, According to IRS Tax Court Filing,１０８Tax Notes６２５（２００５）.
３８４See Ballard v. Commissioner,４２９F３d１０２６（１１th Cir.２００５）. See also e.g., Sheryl Stratton, Ballard Goes Back to Tax
Court with Original Report Reinstated,１０９Tax Notes７２８（２００５）；Sheryl Stratton, Justice Seeks Appellate Court Re-
hearings in Ballard, Lisle,１０９Tax Notes１６２７（２００５）.
ちなみに、これらの不足税額訴訟に係る事件と並行して、次のような徴収適正手続事件も争われた。すなわち、
当初原告が控訴にあたって徴収を停止するための担保を提供していなかった関係で、被告 IRS 長官が不足税額を
査定し徴収手続――連邦租税リーエン通知登録――に着手してしまっていたところ、原告は連邦最高裁による差
戻し判決が下された段階で、当該査定の取消し（abatement）等を求めて訴訟を提起した。しかし租税裁は、まだ当
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６６６
該事件が最終的に確定していないとして原告の請求を認めなかった。See Estate of Kanter v. Commissioner, T.C.M.
２００６‐４６（２００６）. See also Susan Simmonds, IRS May Pursue Liens against Kanter Estate, Tax Court Holds, １１０Tax
Notes１４０７（２００６）.
３８５同様の措置を第五巡回区控訴裁もとった。すなわち第五巡回区控訴裁は、Lisle 氏の事件が連邦最高裁へと上告
されていなかったにもかかわらず、原告らの申立てを受け、事件を再び取り上げて先に下した判決を修正したう
え、第十一巡回区控訴裁と同内容の判決を改めて下したのである。See Estate of Lisle v. Commissioner,４３１F３d４３９
（５th Cir.２００５）. See also e.g. Sheryl Stratton, Pressure Mounts on Tax Court in Kanter, Ballard, and Lisle Cases, １０９
Tax Notes１２１９（２００５）.
なお、本稿執筆段階においては、一連の訴訟事件が終結したことを確認し得なかった。さしあたって、差戻し
後の租税裁での審理に係る情報として、See e.g., Sheryl Stratton, Tax Court Given Deadline for Disposing of Ballard,
Kanter Cases,１１２Tax Notes３３１（２００６）.
３８６See e.g., Sheryl Stratton, Year in Review : Ballard and Kanter Cases Blow Open Tax Court in 2005,１１０Tax Notes４０
（２００６）. なお、租税裁は、シカゴ・トリビューン紙の記者からの情報公開請求を受け、１９８３年の租税裁手続規則改
正以降に出された特別審理裁判官の“元の”審理報告書９００件以上のうち、現存する（と租税裁が主張する）１１７件
を、正規の租税裁裁判官が出した判決意見とともに開示した。当該記者が、これら特別審理裁判官の結論と正規
の租税裁裁判官の結論とを照合調査したところ、Ballard 事件のほかにも４件の“結論が変わった”事例が発見さ
れた。そしてそれら４件のうち３件については、Ballard 事件と同じ Dawson 租税裁裁判官が担当したものであっ
た。またそれら４件のうち３件については、被告 IRS 長官側に有利な結論を、原告納税者側に有利なものへと変
更するものであった。See Maurice Possley, Tax Court Findings Secretly Changed in at Least 5 Cases, Chicago Tribune,
Sept.１,２００５. See also e.g., Sheryl Stratton, In Ballard’s Wake, Tax Court Releases Initial Reports,１０８Tax Notes１２３０
（２００５）；Turner, supra note３７５, at２９０‐２９１.
３８７See Ballard,５４４U. S., at６５.
３８８See e.g., Sheryl Stratton, Tax Court Proposes Transparency for Special Trial Judge Findings,１０８Tax Notes２７４（２００
５）. 結局のところ今回の改正は、１９８３年改正前の制度へと“回帰”するという意義がある。前掲注（３６５）参照。
３８９See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.７, at１２；Junghans & Becker, Ch.１０, at１；Tannenwald, supra note２５６, at５９０. なお、
Carpenter, supra note２５６, at８５では、租税裁に提起された全訴訟件数のうち９０％が正式事実審理に至るまでもなく
和解決着していると指摘する。関連して、伊川・前掲注（２５５）、「（二・完）」、３０５頁、図６も参照。
３９０以下の叙述に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.７C ; Junghans & Becker, Ch.１０；Watson & Bilman, Ch.８E.
１；Sharp, supra note２１７, at２４２‐２４４；Stein, supra note１５３, at１６９２‐１６９４.
３９１See Stein supra note１５３, at１６９２.もっとも、IRS 首席法律顧問官事務所内部での承認手続ばかりではなく、司法省
租税局や連邦議会の両院合同委員会といった、他の機関が関与しなければならない場合もある。See IRM３５.５.２.１（０
８‐１１‐２００４）１.さらに詳しくは、See also IRM３５.５.３‐４.
３９２See e.g., Kafka & Cavanagh,¶７.１０；Junghans & Becker,¶１０.０２［２］.
３９３この"Field Counsel"という語は、――首席法律顧問官事務所本部や統轄法律顧問官事務所本部に勤務する法律顧
問官との対比を念頭に置いて――統括法律顧問官の指揮のもと、実際に訴訟事務を担当する法律顧問官を一般的
に指し示す意味合いで用いられる。See Berson, at１‐４７. See also e.g., Rev. Proc.２００６‐２, I.R.B.２００６‐１, §２（９）.いわ
ば、「実地の法律顧問官」とでも訳すべきであろうが、以下本稿では、便宜上「法律顧問官」と訳すこととした
い。実際に納税者との間でやりとりをする「field attorney」も、この「法律顧問官」概念の中に入るものと思われ
る。ただ、内国歳入マニュアル等の用例を見ていると、「法律顧問官」という概念は、役職者という意味合いよ
りは、むしろ「現地部署」といった“組織（機関）”的意味合いのほうが強いようにも思われる。いずれにせよ、こ
の点さらに調査研究の余地があり、IRS 首席法律顧問官事務所の『組織構造』いかんを含め、今後の課題とした
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い。
３９４両者間で和解が成立する場合として、直接面談している際の他にも、電話を通じての場合もあることにつき、See
IRM３５.５.２.８（０８‐１１‐２００４）３.
３９５なお、納税者が和解をするかどうかを判断するに当たっての考慮要因として、Kafka & Cavanagh, Ch.７, at１２‐１３
は、①訴訟結果の不確実性、②正式事実審理に持ち込むことによりかかる費用、③納税者からであれ IRS 長官か
らであれ控訴がなされた場合にかかる追加の訴訟費用、④ IRS 長官が新たな争点を提起したり不足税額を増額さ
せてくる可能性、⑤現時点での関連法規のもとで納税者が勝訴できる蓋然性、⑥納税者の主張を支えるために提
出せねばならない証拠の質と量、⑦納税者の主張にとって不利になりそうな証拠、⑧将来にも同じ争点が再び問
題となりうる場合への影響を挙げる。同様の議論として、See also e.g., Junghans & Becker,¶１０.０３［２］.
３９６See Sharp, supra note２１７, at２４２.
３９７なお租税裁での ADR として、調停や仲裁といった制度（TRC１２４；IRM３５.５.５）があるが、この点については触
れない。さしあたり See e.g., Junghans & Becker,¶９.０６［４］；Kafka & Cavanagh,¶¶７.１１.
３９８このほかの場合も含め裁判例の紹介は、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.７, at１４‐１５.
３９９See１０８T.C.３２０（１９９７）.
４００See id. at３３０.
４０１See id. at３３０‐３３４.
４０２See id. at３３４‐３３７.
４０３See Cole v. Commissioner,３０T.C.６６５,６７４（１９５８）.
４０４See Dorchester Industries Inc.,１０８T.C., at３３７‐３３８.
４０５See e.g., White v. Commissioner,７７６F２d９７６（１１th Cir.１９８５）（合意判決に対する上訴を原則として否定しつつ、例
外的に上訴できる場合として、当事者が実際には合意していなかった場合と租税裁が事物管轄を欠いていた場合
を挙げる）.
４０６See Kafka & Cavanagh, Ch.７, at１４.したがって、判決につき上訴し得ないのにその確定まで９０日の期間があるとい
うことになる。See Junghans & Becker, Ch.１０, at６, Ch.１３, at１３.
４０７See e.g., United States v. International Building Co.,３４５U.S.５０２（１９５２）. 被告 IRS 長官は、原告納税者が申告したあ
る課税年度の不動産賃借権の減価償却費の金額につき、その計算の前提となった賃貸借契約期間が不当に短く評
価されており、その結果多額となっているとし、不足税額を認定した。もっとも租税裁での正式事実審理前に、
両当事者が不足税額なしということで和解し合意判決が下された。しかし後の課税年度において、被告は同じ減
価償却費の争点を提起して原告の不足税額を認定し、９０日レターを送付してきた。これに対し原告は、係争税額
を納付のうえ連邦地裁に提訴し、前訴判決の「既判力」を主張して納付税額の還付を求めた。連邦最高裁は、本
件を「争点効」が認められるかどうかの問題としつつ、一般に争点効が認められるためには、係争争点につき前
訴において裁判所が十分に審理を尽くし判断を下したと言えなければならないとした。そして、合意判決につい
ては、この前提条件が充たされていると言えない以上、争点効は認められないとした。
４０８See e.g., Krueger v. Commissioner,４８T.C.８２４（１９６７）. ある課税年度において、被告 IRS 長官が訴外遺産財団に係
る所得税の不足税額を認定したところ、その遺産財団と法律上信認関係にあると主張していた原告遺産管理人が
争い租税裁へ提訴。もっとも租税裁では、最終的には原告が一定の不足税額を認めるというかたちで合意判決が
下された。その後、この合意判決（の既判力）に基づき、被告が原告には当該遺産財団から譲り受けた不動産物件
に関し“譲受人として所得税納税義務”があるとして、不足税額認定をしてきたところ、原告が合意判決は紛争
の実体（merits）を踏まえて下されるものではないから、そもそも既判力は生じ得ないなどの理由から争った。租税
裁は、前注で紹介した International Building Co.判決では、合意判決の「争点効」が否認されていた一方で、合意
判決の「既判力」については認めていたことを理由に、原告の主張を退けた。
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６６８
４０９なお、以下で用いる「認諾（concession）」は、便宜上、日本の民事訴訟法で言う、原告側の「請求の放棄」と被告
側の「請求の認諾」の両者を含む意味合いで用いる。民事訴訟法２６６条参照。
４１０以下の租税裁における認諾についての記述は、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.７, at１６. See also Leandra Lederman,
Precedent Lost : Why Encourage Settlement, and Why Permit Non-Party Involvement in Settlements?,７５Notre Dame L.
Rev.２２１,２４７‐２５６（１９９９）. さらに後掲注（４１５）の Feirstein 論文も参照。
４１１See６７T.C.５９９（１９７６）.
４１２See id. at６０７.
４１３See id. at６０７‐６０８.
４１４See id. at６０８‐６１２.
４１５See７８T.C.３５０（１９８２）. なお、ここで参照している判決文では、節税商品に基づく控除の可否といった実体的な
争点に関してはその理由が記載されているものの、その前提として争われた原告の認諾の可否といった手続的な
争点に関しては記載されていない。以下、Smith 事件の中でも、認諾をめぐる経緯や議論に関しては、本稿執筆段
階で関連する資料（訴訟手続記録：Transcript）を入手しえなかったため、本判決の評釈である Andrea K. Feirstein,
Note & Comment : Smith v. Commissioner : Unilateral Concessions by Taxpayers,４Va. Tax Rev.１８７,１８８‐１９０（１９８４）の
記述、並びに、前掲注（４１０）の Lederman 論文 at２５０‐２５１の記述によった。
４１６See Smith,７８T.C., at３６３.
４１７See id. at３５２.
４１８See id. at３６４‐３６５,３７０.
４１９See id. at３９４.
４２０以下の叙述につき、See e.g., Junghans & Becker,¶１０.０２［１］；Kafka & Cavanagh,¶７.０９.
４２１前掲注（３９３）参照。
４２２以下本項１の叙述については、Junghans & Becker,¶１３.０１［１］；Kafka & Cavanagh,¶¶２.０６,１１.０１；Morgan, §６.２.
９；Watson & Bilman, at６８のほか、see also e.g., K. Khiem Ting, A Conversation with Chief Judge Mary Ann Cohen,
７４Taxes-The Tax Magazine４２３,４２４（１９９６）；Mary Ann Cohen, How to Read Tax Court Opinions,１Hous. Bus. & Tax
L. J.１（２００１）.
４２３なお、認定事実及び適用法規が明確である場合、裁判官は口頭でもって事実認定をし、判決意見を述べること
ができる（§７４５９（b）; TCR１５２（a））。もっとも、この場合、口頭で述べた内容を書面化せねばならない（TCR１５２（b））。
また、この口頭による判決意見には先例性は認められないものの、既判力や争点効の対象となるものとされる（TCR
１５２（c））。See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１１, at３. See also IRM３５.６.２.１６（０８‐１１‐２００４）.
４２４この選択判断に当たって租税裁長官は、実務経験を積んだ補佐官らによる支援を受けるが、この点については、
See Cohen, supra note４２２, at５.
４２５See e.g., Cohen, supra note４２２, at７‐８；Ting, supra note４２２, at４２４.
４２６See Kafka & Cavanagh, Ch.２, at３０‐３１.
４２７See e.g., Mark F. Sommer & Ann D. Waters, Tax Court Memorandum Decisions : What Are They Worth?,８０Tax Notes
３８４（１９９８）.
４２８See http : //www.ustaxcourt.gov/UstcInOp/asp/HistoricOptions.asp（last visited, Aug.２５,２００６）.
４２９See Lederman & Mazza,２９０.
４３０See Tannenwald, supra note２５６, at６００. 関 連 し て、See also Wells, supra note２６０, at８５８；Ting, supra note４２２, at
４２４.
４３１大法廷に回付するかどうかの判断は、租税裁長官の裁量事項であって、その決定に対して不服を申し立て得な
いことにつき、See Sisto Financial Corp. v. Commissioner,１４９F２d２６８,２６９‐２７０（２nd Cir.１９４５）.
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４３２See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１１, at５.
４３３したがって、裁判官らが両当事者の弁論を法廷で聞くわけではないので、Reviewed Opinions を、その意味を持
った「大法廷（en banc）」意見と言及するのは正しくはない。See Cohen supra note４２２, at６‐７.もっとも本稿では、こ
のような点を念頭に置きつつも、便宜上 Reviewed Opinions を「大法廷意見」と訳すこととする。
４３４See e.g., Tannenwald, supra note２５６, at６０１.
４３５See Leandra Lederman, Tax Court S Cases : Does the ‘S’ Stand for Secret?,７９Tax Notes２５７（１９９８）（出される判決意
見に先例価値がないとしても裁判官の判断傾向を窺うことができるし、また同じ先例価値がないにもかかわらず、
「覚書意見」が公表され「略式意見」が公表されないのは不合理であるなどと主張）. 関連して、See also David Lupi
-Sher, Small Tax Court Cases : Has Their Time Come?,８３Tax Notes６１４（１９９９）；Lederman & Mazza, at２９０.
４３６前掲注（４２８）参照。
４３７あるいは「過納税額（overpayment）」といった場合などもあるが、以下では「不足税額」のみに着目し論ずる。See
TCR１５５（a）; IRM３５.８.３.
４３８以下本項２の叙述については、See e.g., Junghans & Becker,¶１３.０１［２］；Kafka & Cavanagh,¶¶１１.０２‐０４；Crouch,
Ch.１１；William L. Raby & Burgess J. W. Raby, The Limits and Uses of Tax Court Rule 155,９１Tax Notes１７２３（２００１）.
４３９See e.g., Junghans & Becker, Ch.１３, at３；Kafka & Cavanagh, Ch.１１, at７. See also e.g., IRM３５.５.１.２（０８‐１１‐２００４）
２；３５.８.６.３.１.１（０８‐１１‐２００４）１；３５.８.６.３.１.２（０８‐１１‐２００４）.
４４０これら書面ついての詳細は、See IRM３５.８.６.３.１.３（０８‐１１‐２００４）.
４４１See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１１.０５；Junghans & Becker,¶１３.０１［３］. なお厳密に言うと、ここで言う「判決（deci-
sion）」は、通常の裁判所が下す「判決（judgment）」とは、概念的に異なる。See Crouch, Ch.１, at１２. すなわち、通常
の裁判所により下される「判決（judgment）」には、当該裁判所によってその判決内容が執行されうる力（執行力）が
認められるのに対して、租税裁により下される「判決（decision）」には、このような“執行力”が認められない。
この理由として、IRS には「自力執行権」が認められているので、そもそも裁判所が判決の執行をはかる必要が
ないことが指摘されている。See Crouch, Ch.１, at１３. もっとも、このような相違を念頭に置きつつも、本稿では、
便宜上租税裁の下す"decision"を「判決」と訳す。
４４２See Kafka & Cavanagh, Ch.１１, at２.
４４３以下本項３については、See e.g., Junghans & Becker,¶１３.０４；Kafka & Cavanagh,¶１１.１８.
４４４See e.g., Webbe v. Commissioner,９０２F.２d６８８（８th Cir.１９９０）.
４４５See e.g., Kenner v. Commissioner,３８７F.２d６８９（７th Cir.１９６８）（原告納税者が、自分が租税裁で敗訴した理由として、
IRS 調査官が原告に賄賂を要求してきたこと、訴訟追行中被告側訴訟代理人と担当裁判官とが結託していたこと、
さらには自らの訴訟代理人が故意に不熱心な弁護活動をしたこと等を理由に再審請求を申し立てたが、裁判所に
より、いずれの主張も「裁判所が騙されて」判決を下してしまった旨を証するに足る根拠がないとして却下され
た事例）. さらに、この再審請求事由について詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１１.１９；Junghans & Becker,¶
１３.０３［３］.
４４６租税裁における再審制度について詳しくは、See Stephen C. Gara, Challenging the Finality of Tax Court Judgments :
When Is Final Not Really Final?,２０Akron Tax J.３５（２００５）.
４４７See Gara, supra note４４６, at５３‐５４.
４４８See e.g., Stein, supra note１５３, at１６９３；Gara, supra note４４６, at５６. なお、一般の民事訴訟手続における再審に関
しては、ケイン・前掲注（２５５）、１７５頁以下参照。
４４９アメリカ民事訴訟手続一般における「既判力」や「争点効」については、例えば、前掲注（２５５）、ケイン・１８２
頁以下、浅香・１４７頁以下、小林・２４４頁以下等を参照。税務訴訟における既判力や争点効の議論に関して詳しく
は、See e.g., Junghans & Becker, Ch.３１；Kafka & Cavanagh, Ch.２２；Morgan, §７.２. これらアメリカ税務訴訟におけ
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６７０
る既判力や争点効をめぐる議論に関しては、さらなる比較法的な検討の余地があるので、前述の合意判決のそれ
らを含め、今後の研究課題とする。
４５０See３３３U.S.５９１（１９４８）.
４５１Id. at５９８.
４５２See e.g., Cohen v. United States,２Cl. Ct.１８１（１９８３）. ある課税年度に関して納税者が IRS 長官との間で営業費用の
控除が認められるかどうかを争点に不足税額訴訟を争い、納税者敗訴判決が確定し不足税額につき査定が実施さ
れたにもかかわらず、納税者が当該不足税額を納付しなかったところ、後の課税年度においてその納税者が過大
に納税をしてしまった際に、IRS 側がその過納税額分を先の不足税額分に充当してしまった。これに対して納税
者が連邦請求裁に還付訴訟を提起したが、連邦請求裁は、納税者が以前に租税裁で争われ決着した請求につき再
び争おうとしているが、前訴判決の「既判力」の観点から認められないとして納税者の請求を棄却した。
４５３See e.g., Graham v. Commissioner,７６T.C.８５３（１９８１）. 原告とその妻は“タイプライター修正液に係る極秘製法”
を共同開発し、その製法に基づき製品を製造販売する会社を設立し、それぞれ原告が４０％、妻が４９％の株式を保
有していた。当初本件製法の所有権は妻にあったが、後に当該会社へと譲渡され、その代わりに妻は一定のロイ
ヤリティーを受け取る契約がなされた。そのご原告は妻と離婚。被告 IRS 長官は、従来から原告と妻とが本件ロ
イヤリティー収入を長期キャピタル・ゲインとして共同申告していたことを問題視し、通常収入とし直した上で
それぞれ両者に不足税額を認定。これに対し原告は租税裁、元妻は連邦地裁へと別々に提訴。しかし連邦地裁に
提訴していた元妻が先に勝訴し、長期キャピタル・ゲイン認定に基づく判決が確定。これを受け租税裁に提訴し
ていた原告が、自らの事件への連邦地裁判決の「争点効」を主張した。租税裁は、実質的に同一の争点――本件
ロイヤリティーの性格――が、実質的に同一の訴訟当事者――被告：IRS 長官と合衆国政府、原告：元夫婦（共同
申告）――によって争われていると認定した上で、連邦地裁判決の「争点効」が及ぶことを認め、原告の請求を認
容した。
４５４See e.g., Treusch, infra note６０１, at８７. なお、納税者勝訴判決が下されると、その既判力ないし争点効は、IRS 長
官であれ、税務署長であれ、合衆国政府であれ及ぶことになる。換言すると、形式的な被告適格はともかくとし
て、実質的な関係者全てに対し判決の効力が及ぶこととなる（§７４２２（c））。関連して前注 Graham 判決も参照。
４５５See５４T.C.７４２（１９７０）.
４５６See id. at７４７‐７４８.
４５７See id. at７５２‐７５５.
４５８See Campbell v. Cen-Tex., Inc.,３７７F２d６８８（５th Cir.１９６７）.
４５９See Goldman v. United States,４０３F２d７７６（１０th Cir.１９６８）.
４６０See Golsen,５４T.C., at７５６.
４６１See Lawrence v. Commissioner,２７T.C.７１３,７１６‐７２０（１９５７）.
４６２See Golsen,５４T.C., at７５６‐７５７.
４６３Id. at７５８.
４６４See３３T.C.M.１０３５（１９７４）.
４６５See３３T.C.M.１０３８（１９７４）.
４６６これら二つの裁判例を紹介するものとして、See e.g., Junghans & Becker, Ch.３, at１４.
４６７See House v. Commissioner,４５３F２d９８２（５th Cir.１９７２）.
４６８その後、Puckett 事件の控訴審判決では、原審の判断が認められることとなった。See Puckett v. Commissioner,５２
２F２d１３８５（５th Cir.１９７５）. これに対して、Doehring 事件の控訴審判決は、X 社のような小規模金融機関に対しては
２０％制限が適用されないとして、原審の判断を破棄した。See Doehring v. Commissioner,５２７F２d９４５,９４８‐９４９（８th
Cir.１９７５）.
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４６９実はこの種の提案をめぐっては、１９２４年の――租税裁判所の前身である――租税不服審査委員会設置以来繰り
返し議論されてきている。比較的最近の提案も含め、See e.g., David Lupi-Sher, National Court of Appeals : An Idea
That Never Quite Goes Away,８１Tax Notes１１５９（１９９８）；Johnson infra note４８１, at２４２‐２４７.
４７０本文で述べた点も含め、「全米租税控訴裁判所」構想に対する批判論として、See e.g., Executive Committee of the
New York State Bar Association Tax Analysts, Response To Proposal for A National Court of Appeals,４６Tax Notes８１
９（１９９０）；Hon.Theodore Tannenwald, Jr., The Tax Litigation Process : Where It Is and Where It Is Going,４４The Re-
cord of the Bar of the City of New York８２５（１９８９）.
これらの議論に関しては、伝統的なアメリカの連邦税訴訟過程の『組織構造』の特質がいかなるものであるの
かといった観点からばかりでなく、税務訴訟がますます複雑になりつつあるわが国において――知的財産専門高
等裁判所のような――租税専門高等裁判所を設置すべきかどうかを判断するにあたっても参考になりうる議論で
はないかと思われるが、この点については今後の研究課題としよう。
４７１もっとも、納税者・IRS 長官双方の書面による合意（stipulation）でもって、別の巡回区控訴裁を選択しうる。See
e.g., §７４８２（b）（２）；Reg.§３０１.７４８２‐１；IRM３６.２.５.８.１（０８‐１１‐２００４）.
４７２以下本項の叙述に関しては、See e.g., Junghans & Becker,¶１３.０３；Kafka & Cavanagh, Ch.１１.C.
４７３See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１１, at３６. 租税裁での納税者敗訴判決から査定に至る IRS の内部手続については後
にも触れるが、さしあたり See IRM３６.２.６.２.４（０８‐１１‐２００４）.
４７４See Junghans & Becker, Ch.１３, at２０.
４７５See Junghans & Becker,¶２０.０２［７］. 後掲注（５５３）に挙げた司法省租税局のホームページも参照。
４７６この控訴関係書面の記載内容について詳しくは、See IRM３６.２.１.１.２‐４（０８‐１１‐２００４）.
４７７被告側敗訴判決を受けておこなわれる、首席法律顧問官事務所内部での控訴に向けての意思決定手続や、司法
省との連絡調整手続に関しては、See IRM３６.１.１.４‐７（０８‐１１‐２００４）. See also e.g., Kafka & Cavanagh,¶１１.１３［１］.
４７８これに対し被告側勝訴判決が下された場合には、首席法律顧問官事務所は、納税者からの控訴状を受けて５日
以内に、司法省に対して控訴関係書面を送付すべきものとされる。See IRM３６.２.６.２.１.３（０８‐１１‐２００４）１.なおこの書
面の記載内容は、被告側敗訴判決の場合とは異なって、簡略なものでよいとされる。この点詳しくは、See IRM
３６.２.６.２.１.３（０８‐１１‐２００４）２‐７.
４７９See e.g., Commissioner v. Finley,２６５F２d８８５,８８８‐８８９（１０th Cir.１９５９）. 原告納税者が申告した機械設備に係る減価
償却費に関し、租税裁での審理前段階で原告と被告 IRS 長官との間で一定の‘減額’が合意されたため、当該機
械設備の帳簿価額が‘増額’された。なお、当該設備が売却されていたことから、帳簿価額の増額に伴い、計算
上その設備の「売却損」も増加することとなるはずであったが、租税裁ではこの点審理の対象とはならなかった。
控訴審で原告はこの点も審理の対象とすべきと主張したが、控訴裁はこの争点につき租税裁において審理された
記録がないばかりか、その様子も見られないことを指摘した上で、一般に控訴裁は例外的な事情のない限り（excep-
tional circumustances）租税裁が審理の対象としていなかった事項を審理の対象としないところ、本件にはこのよう
な事情がないと判示し、審理の対象としなかった。
４８０控訴審の審査の対象範囲について詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１１.１３［３］；Junghans & Becker,¶１３.０３
［３］. このスタンスは、一般の民事訴訟手続と同様である（§７４８２（a）（１））。例えば、前掲注（２５５）、ケイン・２１２頁
や、浅香・１６０頁以下参照。.
４８１この敬譲的司法審査の議論として、See e.g., David F. Shores, Deferential Review of Tax Court Decisions : Dobson
Revisited,４９Tax Law.６２９（１９９６）；Steve R. Johnson, The Phpenix and the Perils of the Second Best ; Why Hightend
Appellate Deference to Tax Court Decisions Is Undesirable,７７Or. L. Rev.２３５（１９９８）；Andre L. Smith, Deferential Re-
view of Tax Court Decisions of Law : Promoting Expertise, Uniformity, and Impartiality,５８Tax Law.３６１（２００５）.
こういった「敬譲的司法審査」をめぐる議論に関しては、前述の「全米統一控訴裁判所」をめぐる議論と共に、
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６７２
アメリカ税務訴訟過程の『組織構造』を分析するに当たって、興味深い素材を提供しているものと思われるが、
本稿では深く検討せず、今後の研究課題としたい。前掲注（４７２）参照。
４８２上告手続についての解説として、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１１.D.
４８３そのほか、上告受理申立てに係る政府内部での意思決定手続につき詳しくは、See IRM３６.２.２.
４８４控訴・上告プロセスをたどった場合の租税裁判決の確定時期に関する解説として、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶
１１.１８.
４８５なお、一覧表にある脚注（Note）の訳出は割愛する。
４８６本節を叙述するにあたっては、Lederman & Mazza, Ch.８, §６.０３；Watson & Bilman, Ch.５；Berson, §１.０８［４］, §５.
０２；Morgan, §§６.３‐４を参照したほか、さらに詳しくは Junghans & Becker, Ch.１６～Ch.２１；Kafka & Cavanagh, Ch.
１２～Ch.１９を参照。.
４８７以下本項１の叙述に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１５.０３；Junghans & Becker,¶１６.０２；Morgan, §６.３.５；
Lederman & Mazza, §８.０３［A］.
４８８See３６２U.S.１４５（１９６０）.
４８９See id. at１４８‐１５１.
４９０See id. at１５１‐１７５.
４９１See id. at１７５‐１７６.
４９２See Junghans & Becker, Ch.１６, at６‐７.
４９３See Flora,３６２U.S., at１７１note３７, at１７５note３８.
４９４この点については、See e.g., Lederman & Mazza, at４０３；Morgan, at１１９；Watson & Billman, Ch.５.Ⅳ.B ; Junghans
& Becker, Ch.３, at１３,¶¶１６.０２［２］,［３］；Kafka & Cavanagh,¶１５.０３［２］；Saltzman, Ch.１１, at７４‐７５.
４９５もっとも、租税裁における膨大な係属事件数を減らすための一つの対策として、不足税額訴訟に関しても、還
付訴訟におけるような、――不服審査部での――不服審査前置主義の導入を提案する論者もいる。See Willam F.
Nelson & James J. Keightley, Managing the Tax Court Inventory,７Va. Tax Rev.４５１,４７８‐４８１（１９８８）.
４９６正規の還付請求手続のほかにも、納税者が調査や不服審査段階での和解（書式８７０や書式８７０‐AD）を通じて実質
的に還付を受けうる。See e.g., Lederman & Mazza, §８.０２［E］; Morgan, §６.３.３；Watson & Bilman, Ch.５. I. C. また、
納税者が不適式な還付請求やインフォーマルな還付請求をしてきた場合であっても IRS は還付をなしうることに
つき、See IRM３４.５.２.１（０８‐１１‐２００４）５. 以下では、こういった非公式な形による還付請求制度についての紹介は割
愛する。さしあたり詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶１６.０３［１］［b］; Kafka & Cavanagh,¶１２.０６；Saltzman,¶
１１.０８［２］；Berson, §５.０２［２］［b］.
４９７以下２（１）の叙述については、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１２.B ; Junghans & Becker,¶¶１６.０３［２］,［５］；Saltz-
man,¶¶１１.０９［１］‐［３］,１１.１０；Morgan, §６.３.２；Lederman & Mazza, §８.０２［D］; Berson, §§５.０２［２］［d］,［７］.
４９８申告書の場合と同様、「適時郵送、適時提出」ルールが適用されることにつき、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.
１２, at２９‐３１. このルールに関しては前号（６１号）８頁参照。また還付請求書の提出に関しても、所轄税務署への持ち
込み提出が可能である。See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１２, at３１；Junghans & Becker, Ch.１６, at４４；Saltzman, Ch.１１,
at１１５.
４９９還付請求に係る IRS の内部処理手続に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１４.０１；Saltzman,¶１１.１１；Watson
& Bilman, at４５２‐４５３；Junghans & Becker,¶１６.０３［８］. なお、IRS が２００万ドルを超える金額を還付しようとする場
合には、連邦議会の両院合同委員会への事前報告が必要である（§６４０５（a））。この点、See e.g., Watson & Bilman,
Ch.５.Ⅲ.B ; Berson, §１.０８［５］［v］; Kafka & Cavanagh,¶１４.０２；Saltzman,¶１１.１２. さらに前掲注（１６１）も参照。
５００See Saltzman,¶１１.０６［１］；Lederman & Mazza, §８.０２［C］.
５０１See e.g., Saltzman, Ch.１１, at１１８；Watson & Bilman, at４５３.
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５０２See e.g., Saltzman, Ch.１１, at１１８；Watson & Bilman, at４６７.
５０３なお、還付請求に係る調査協議段階での合意書式につき、See Saltzman, Ch.１１, at１２１.
５０４この制度につき、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１５.０５［５］.
５０５See e.g., Kafka & Cavanagh,¶¶１４.０４［２］,１５.０５［４］；Watson & Bilman, at４６６；Saltzman, Ch.１１, at１１９；Morgan, at
８６；Berson, Ch.５, at２１.
５０６See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１５, at２３.
５０７See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１４.０４［２］, Ch.１５, at２３‐２４.
５０８See Watson & Bilman, at４６７.
５０９なお、以下１（２）に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１３.０９；Junghans & Becker,¶１６.０３［６］；Saltzman,¶
１１.０９［５］；Berson, §§５.０２［２］［e］,［８］［b］［iv］.
５１０See２８８U.S.６２（１９３３）.
５１１See id. at７１.
５１２See id. at７１‐７２.
５１３See id. at７２.
５１４See id. at７２‐７３.
５１５See３０２U.S.５１７（１９３８）.
５１６See id. at５２４.
５１７See id. at５２４‐５２７.
５１８そのほか、“密接関連性”テストをめぐる判例の状況については、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１５‐１６.
５１９See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１６. 関連する指摘として、See also Junghans & Becker, Ch.１６, at４７.
５２０本文で挙げたものを含め詳しい解説は、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶¶１３.１１‐１４；Saltzman,¶¶１１.０５［５］‐［７］；
Berson, §５.０２［３］.
５２１この背景には、主権免責（sovereign immunity）――合衆国政府を被告とした訴訟は合衆国政府の同意がなければ
提起できない――の問題がある。本文後述のように、主権免責が立法を通じて放棄されることとなったとしても（裏
から言うと市民に訴える権利が承認されたとしても）、その放棄（承認）の“条件”、すなわち出訴期間を含む、合衆
国政府が訴えられるための条件を市民は遵守せねばならない。そして、このような出訴期間を徒過してしまった
市民に係る訴訟事件に関しては、裁判所は法律上裁判管轄権を持たないのであり、出訴期間を停止する権限もな
いとされてきた。
しかし判例の中には、以上のような論理でもって出訴期間の停止を認めないものばかりでなく、問題となって
いる出訴期間の法律規定の綿密な解釈を通じて、連邦議会はやむを得ない場合には例外的に裁判所による期間停
止権限も認めていると解する判例もあった。なお合衆国政府に対する期間停止法理の適用をめぐる混乱した状況
を示す判例として、例えば、United States v. Locke,４７１U.S.８４, at９４note１０（１９８５）では、「今日に至るも［連邦最
高裁が］明確な判断を下していない問題」と指摘している。以上につき、See McGovern, infra note５２２, at８１０‐８１１.
なお、アメリカにおける主権免責法理については、さしあたり、拙稿「米国国家責任法制における懲罰的損害
賠償（１）～（４・完）」早稲田大学大学院法研論集１０５号～１０８号（２００３年）。
５２２還付請求期間徒過に対する期間停止法理の適用をめぐっては多くの議論がなされ、文献も数多く、本稿とは独
立したまとまったかたちにおける研究の余地がある。もっともさしあたり以下では、とりわけ Bruce A. McGovern,
The New Provision for Tolling the Limitations Periods for Seeking Tax Refunds : Its History, Operation and Policy, and
Suggestion for Reform,６５Mo. L. Rev.７９７（２０００）に依拠しつつ、全般的な紹介にとどめることとする。そのほかの
文献として、see e.g., Andrea Sharetta, The Problem of Equitable Tolling in Tax Refund Claims,７２Notre Dame L. Rev.
５４５（１９９７）；Richard M.Gaal, Equitable Tolling of Internal Revenue Code Section 6511 : Bridging the Divide Between
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６７４
Rules and Equity,２７Cumb. L. Rev.２９７（１９９７）；Matthew L. Weidner, A Webb of Confusion : Equitable-Tolling in Tax
Refund Suits,５３Wash. & Lee L. Rev.１５７１（１９９６）.
５２３See４９８U.S.８９（１９９０）.
５２４Id. at９５‐９６.
５２５See id. at９６.
５２６See ibid.
５２７See McGovern, supra note５２２, at８３５‐８４４.
５２８See e.g., Git v. Department of the Treasury,１９９６U.S. App. LEXIS８６, at３‐４（８th Cir.１９９６）；Amoco Production Co. v.
Newton Sheep Co.８５F３d１４６４,１４７１（１０th Cir.１９９６）.
５２９See e.g., Scott v. United States,１９９５U.S. App. LEXIS２７９８１（９th Cir.１９９５）（還付請求期間中原告納税者がアルコー
ル中毒による精神障害下にあったとされる事案）；Brockamp v. United States,６７F.３d２６０（９th Cir.１９９５）（本文後述）.
５３０See United States v. Dalm,４９４U.S.５９６（１９９０）. 本判決及び請求額減殺法理に関しては第六章で改めてとりあげる。
５３１See e.g., Vintilla v. United States,９３１F２d１４４４,１４４６‐１４４７（１１th Cir.１９９１）；Lovett v. United States,８１F.３d１４３,１４５
‐１４６（Fed. Cir.１９９６）.
５３２See e.g., Webb v. United States,６６F３d６９１（４th Cir.１９９５）. 富裕であるが財産管理能力の劣る老齢の未亡人を監護し
ていた者らが、彼女を長年にわたって精神的肉体的な虐待環境下におき、そのさいに彼らが彼女を騙して財産の
贈与を受け、また彼女に代わって彼らが贈与税を納めたものの、後になって彼女が騙されたことに気づき還付請
求を提起したという事案。原告は、還付請求期間を徒過しているものの、本件事案に関しては Irwin 判決にしたが
って期間停止法理が適用されるべきと主張。第四巡回区控訴裁は、Irwin 判決のような請求原因の性質上私人間で
も問題となりうる期間の徒過事案については、合衆国政府も私人と同様に期間停止法理に服さねばならないとす
る推定がはたらく一方で、租税の賦課徴収といった主権者の権力的契機が絡む事案に関しては、期間停止法理の
適用がないことが推定されるなどの理由から、原告の請求を認めなかった。
もっとも、この判決の区別論については、還付請求権をめぐる政府と納税者との関係も、見方によれば民事上
の金銭貸借をめぐる債権者（creditor）と債務者（debtor）との関係に相当するので、適切ではないとの指摘もある。See
Paul D. Bianco, Tax Refund Suits and Equitable Tolling of the Statute of Limitations : Webb v. United States,４９Tax
Law.７４７（１９９６）.
５３３See e.g., Oropallo v. United States,９９４F２d２５,３０‐３１（１st Cir.１９９３）.
５３４See５１９U.S.３４７（１９９７）. 評釈として、See Gabriel S. Sterling Ⅲ, Equitable Tolling Will Not Save Untimely Tax Refund
Suits : United States v. Brockamp,５１Tax Law.４９７（１９９８）.
５３５なお、連邦最高裁は、直接の事案――Brockamp 事件――のほかにも、同じく上告受理申立てがなされていた前
掲注（５２９）の Scott 事件も、同一争点を含むものとして併合審理し判決を下した。以下本文では、後者の事件に関
する紹介は割愛する。
５３６See Brockamp,５１９U.S., at３５４.
５３７See id. at３５０‐３５２.
５３８See id. at３５２‐３５３.
５３９もっとも、このような場合に当たると見られる場合であっても、当該納税者の財務上の事柄を管理するために
“代理人”が選任されている場合には中断は認められない。See§６５１１（h）（２）（B）.
５４０なお、「財務能力欠如」と認められるためには医師の判定が必要といった本規定が、納税者にとってなお厳格
な要件であると批判しつつ、そのほかの考慮要因をも踏まえた要件認定がなされるよう、解釈論上・立法論上の
提案をする論者として、See McGovern, supra note５２２, at８４６‐８７５. そのほか本規定に関しては、See e.g., Saltzman,
Ch.１１, at４０‐４２；Morgan§５.４.３.
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５４１See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at４‐５；Saltzman, Ch.１１, at３９.
５４２See e.g., Morgan, §５.３.１.
５４３See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１３.
５４４See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１４；Saltzman,¶１１.０６［２］.
５４５See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１３‐１４.
５４６See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１３, note６２.
５４７なおこれまで触れてきたように、アメリカの税務行政過程においては、「エクイティ上の禁反言（equitable estop-
pel）」、「エクイティ上の期間停止（equitable tolling）」、「エクイティ上の請求額減殺（equitable recoupment）」等の「衡
平（equity）」に基づく法理が、非常に重要な役割を果たしている。このエクイティという法理念がアメリカの税務
行政過程においていかなる意義を持っているのか、とりわけ――日本で言うところの――租税法律主義に基づく
「合法性原則」（前掲注（１７６）参照）との関連において、非常に興味深い点ではある。この点、拙稿・前掲注（１４３）も
参照。
もっとも、この点の解明のためには、これらエクイティに基づく諸法理の実際の展開について、判例を中心に
綿密に検討し、かつ、それらに共通する『規範構造』を析出するという作業が必要となってくるのではないかと
思われる。したがって、このような考察は本稿では十分に扱えないので、やはり今後の研究課題とせざるをえな
い。とくに租税裁の権限との関連で、エクイティの諸法理を横断的に考察するものとして、See Leandra Lederman,
Equity and the Article I Court : Is the Tax Court’s Exercise of Equitable Powers Constituional?,５Fla. Tax Rev.３５７（２０
０１）.
５４８See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１４；Lederman & Mazza, §８.０２［C］.もっとも、IRS がこれら相殺にうったえるに
しても、納税者の納付すべき「不足税額」が、納税者に還付すべき「過納税額」を超えてしまっている場合には、
その超過分の「不足税額」を IRS はもはや徴収し得ない。See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１４.
５４９還付訴訟との関連で連邦地裁の役割を解説するものとして、See e.g., Lederman & Mazza,§６.０３［A］. また連邦地
裁が管轄する税務訴訟事件については、See IRM３４.１.１.さらに連邦地裁一般の紹介として、See http : //www. uscourts.
gov/districtcourts.html（last visited Aug.２５,２００６）.
５５０還付訴訟との関連で連邦請求裁の役割を解説するものとして、See e.g., Lederman & Mazza,§６.０３［B］; Morgan§
６.４；Saltzman,¶１.０５［２］［a］.さらに連邦請求裁一般の紹介として、連邦請求裁のホームページ、http : //www. uscfc.
uscourts. gov/（last visited Aug.２５,２００６）も参照。
５５１連邦民事訴訟規則の近時の邦訳として、渡辺惺之ほか編訳『英和対訳：アメリカ連邦民事訴訟規則（２００４‐０５Edi-
tion）』（レクシスネクシス・ジャパン、２００５年）がある。
５５２司法省租税局の組織や権限、さらに首席法律顧問官事務所との組織的連携も含めて、詳しくは、See e.g., Junghans
& Becker,¶２０.２；Kafka & Cavanagh,¶１５.０７［２］. さらに司法省租税局のホームページ、http : //www. usdoj. gov/tax/
（last visited Aug.２５,２００６）も参照。とくに租税局に係わる組織概要図として、http : //www. usdoj. gov/tax/ TaxOrgCht.
htm（last visited Aug.２５,２００６）がわかりやすい。
５５３なお、民事審理担当課といっても、全米全土の地域別に中部方面担当、東部方面担当、西部方面担当、南部方
面担当、南西部方面担当、北部方面担当からなる六つの審理担当課があるほか、正確には連邦請求裁担当課もこ
の民事審理担当課に入るようである。前注ホームページの組織概要図を参照。
５５４IRS 首席法律顧問官事務所の field attorney と司法省租税局の trial attorney の訳し分けであるが、両者ともそれぞ
れの部門の「訟務官」といったところで、あえて訳出すると「実地の訟務官」と「審理担当の訟務官」というこ
とになろうが、やはり紛らわしく、そのほかの適訳も見つからないので、原語で表示する。なお、Stein supra note
１５３, at１６９２で、IRS 首席法律顧問官事務所の訟務官を「IRS trial attorney」と称しているように、一般的な用語法
としては「field attorney」と「trial attorney」両者の使用の区別は相対的なものとも推測される。もっとも、本稿で
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６７６
は、内国歳入マニュアルの使用法に準じて、両組織に応じて両者を使い分けることとする。
５５５なお、連邦地裁での還付訴訟の場合、租税局の trial attorney ではなく、その管轄地域の連邦法務補佐官（assistant
United States Attorney）が訟務官としての役割を果たすこともあるとされる。See e.g., Junghans & Becker, Ch.２０, at
3,６. とくに、ニューヨーク州南部地区及びカリフォルニア州北部地区並びに同州中部地区に関しては、連邦法務
補佐官が還付訴訟の追行を担当するとされる。See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１５, at３２；Morgan, at１１５.
５５６なお本規則は、前掲注（５５０）の連邦請求裁のホームページより入手可能である。
５５７なおこの金額については、前掲注（５５０）の連邦請求裁のホームページを参照。
５５８主権免責の法理と還付訴訟の訴訟要件との関係については、See e.g., Kafka & Canvanagh,¶１５.０１；Junghans &
Becker,¶１６.０１；Watson & Bilman, at４５５；Berson, §５.０２［８］［a］. 前掲注（５２１）も参照。
５５９還付訴訟における訴訟代理につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１５.０７［１］.
５６０還付訴訟における「訴状」につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１７.０２；Junghans & Becker,¶１７.０３.
５６１See e.g., United States v. Felt & Tarrant Manufacturing Co.,２８３U.S.２６９（１９３１）（原告納税者は制定法の定めによると
特許権の消滅や陳腐化を理由とした控除を受けられるはずであるが、この点 IRS 長官に対し還付請求を提起して
いなかった以上、合衆国政府を被告とした還付訴訟の段階でこの争点をあらそえない）.
５６２もっとも、被告合衆国政府側は、裁判所に対して答弁書の提出期間の延長を申し立てうる。この点については、
See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１７.０３［１］.
５６３還付訴訟における「答弁書」や「反訴」につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１７.０３；Junghans & Becker,
¶１７.０４.
５６４See Junghans & Becker, Ch.１７, at１９‐２０, Ch.１８, at２１；Kafka & Cavanagh, Ch.１６, at４‐５, Ch.１７, at１６.
５６５還付訴訟における「応答書」につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１７.０４；Junghans & Becker,¶１７.０５.
５６６還付訴訟における事実審理前協議につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１８.０９；Junghans & Becker,¶１９.
０４.
５６７還付訴訟におけるディスカヴァリにつき詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶１９.０２；Kafka & Cavanagh,¶¶
１８.０４‐０８.
５６８還付訴訟における証明責任につき詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶１８.０３；Kafka & Cavanagh,¶１６.０１.
５６９See e.g., Berson, §５.０２［８］［c］.
５７０See ibid.
５７１See Helvering v. Taylor,２９３U.S.５０７,５１４‐５１５（１９３５）. See also e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１６, at２‐３；Junghans &
Becker, Ch.１８, at２‐３.
５７２還付訴訟における訴訟上の合意につき詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶１９.０３；Kafka & Cavanagh,¶１８.０３.
５７３なお、租税裁の場合と同様、全ての事実につき両当事者が合意しえた場合には、正式事実審理をおこなうこと
なく訴訟が終結することになる。See e.g., Junghans & Becker,¶１９.０３［３］.
５７４See e.g., Hooker Chemicals & Plastic Corp. v. United States,４２A.F.T.R.２d５２３１, at３６‐３８（Ct. Cl.１９７８）. 正式事実審理
前の段階で、ある争点をめぐり訴訟上の合意が成立し、この合意に基づいて審理もなされたところ、審理終結後
になって、被告合衆国政府が、原告納税者が当該合意の前提と矛盾する内容の主張をしてきたことを理由として、
本件訴訟上の合意にはもはや拘束されないと主張。これに対し裁判所は、原則として、特別な考慮要因（special con-
sideration）がなければ、事実に係る訴訟上の合意については両当事者を拘束すると指摘した上で、本件ではそのよ
うな考慮要因を認められないものと判示した。
５７５See e.g., King v. United States,６４１F２d２５３,２５８‐２５９（５th Cir.１９８１）（被告合衆国政府が９０日レターにはなかった「新
たな主張（new theory）」――「新たな事項（new matter）」ではなく――を提起したことを理由に、被告と原告納税者
がその点の証明責任を原告から被告へと転換する旨の訴訟上の合意を締結したところ、裁判所が、裁判所は法解
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釈に基づく訴訟上の合意について、とりわけ本件のような誤ったそれについては拘束されないと判示した事例）.
なお「新たな主張」をめぐる議論に関しては、本章第一節第三項３（２）を参照。
５７６See e.g., Hooker Chemical & Plastic Corp.,４２A.F.T.R.２d５２３１, at３７.
５７７なお、租税裁の最終判断（判決）が「decision」であるのに対して、還付訴訟においては「judgement」ということ
になるが、この点前掲注（４４２）参照。
５７８還付訴訟における判決の確定につき詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶２１.０１；Kafka & Cavanagh,¶１９.０１［１］.
５７９もっとも、実際の還付訴訟における税額計算手続は、租税局が首席法律顧問官事務所へ税額を計算するよう依
頼し、それを受け当該事務所が計算した上で租税局へ返送し、その後租税局が納税者に対して承認を求めるとい
う手続であるとされる。See Junghans & Becker,¶２１.０１［１］.
５８０この点につき、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１９.０２［１］；Junghans & Becker, Ch.２１, at１０.
５８１還付訴訟における上訴につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１９.０４；Junghans & Becker,¶２１.０３.
５８２なお、被告合衆国政府側の控訴に至る内部手続を紹介しよう。①まず、ある還付訴訟事件につき被告合衆国政
府敗訴判決が下されると、担当の trial attorney が、控訴をすべき旨の（あるいはすべきでない旨の）勧告を自己の上
司である――民事審理担当課や連邦請求裁担当課――課長にする。②それを受け当該課長は控訴すべきか否かを
審査した上で、そうすべきと判断する場合には、上訴担当課長の決裁を仰ぐため当該事案について当該課長へ移
送する。なお、この決裁手続に関連して、敗訴判決を受けた担当の trial attorney は、直ちに首席法律顧問官事務所
へと控訴につき何らかの勧告を求める照会を出すのであるが、上訴担当課長が決裁するに当たっては、この首席
法律顧問官事務所が出してきた控訴に係る勧告書をも考慮することになる。
③ついで、上訴担当課長から控訴すべき旨の勧告を受けた、租税局の司法次官補（Deputy Assistant Attorney Gen-
eral）又は司法次官（Assistant Attorney General）は、その勧告を審査検討の上控訴すべきかどうかを判断し、最終的
な勧告書を訟務長官へと提出し、その決裁を仰ぐこととなる。ちなみに、このような長く複雑な処理手続を踏ま
ねばならないため、実務では trial attorney がとりあえず暫定的に控訴状を提出し、最終的に訟務長官の控訴の承認
が得られない場合には事後的に撤回するという慣行があるようである。以上につき、See Kafka & Cavanagh, Ch.１９,
at１２‐１３. See also Junghans & Becker,¶¶２１.０３［１］,［４］.
５８３なお、連邦地裁の控訴審である各巡回区控訴裁共通の訴訟手続規則（Federal Rules of Appellate Procedure）の入手
先としては、See http : //www. uscourts. gov/rules/newrules４. html（last visited Aug.２５,２００６）.さらに、連邦請求裁の控
訴審である連邦巡回区控訴裁の手続規則（Federal Cicuit Rule）に関しては、See http : //www. fedcir. gov/contents. html
（last visited Aug.２５,２００６）.
５８４還付訴訟における控訴審の審査スタンスについて詳しくは、See Kafka & Cavanagh,¶１９.０４［３］.
５８５以下本項の叙述に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶¶１.１０,１５.０７［２］,１８.１０；Junghans & Becker,¶¶２０.０２
［２］,２０.０３；Berson, §１.０８［５］；Stein, supra note１５３, at１６９４‐１６９５. なお還付訴訟における認諾（concession）手続につ
いては紹介を割愛する。See e.g., SRM Ⅲ.F.
５８６司法省租税局ホームページ、http : //www. usdoj. gov/tax/readingroom/settlemn/title. htm（last visited Aug.２５,２００６）
より入手可能。
５８７和解決裁権限に関する解説として、See e.g, Kafka & Cavanagh,¶１８.１０［３］.
５８８もっとも、申し出を受けた段階で、内容上直ちに妥当ではないと判断される和解の場合には、租税局は直ちに
却下できる。See IRM３４.８.１.２.１（０８‐１１‐２００４）２.A,３；SRM Ⅲ.G.１.
５８９本書面につき詳しくは、See IRM３４.５.１.１.２（０８‐１１‐２００４）.
５９０通常、２０万ドルを超える係争税額の場合には、この“和解選択可能手続”には指定されないものとされる。See
e.g., SRM Ⅲ.G.１.b. また“通常手続”の場合であれ“和解選択可能手続”の場合であれ、２００万ドルを超える和解
に関しては、連邦議会の両院合同委員会の承認が必要であることにも注意せねばならない。See e.g., IRM３４.８.１.１
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６７８
（０８‐１１‐２００４）３；３４.８.２.８（０８‐１１‐２００４）.
５９１租税局はこの要求をした後、首席法律顧問官事務所に対し加及的速やかに関連書類を送付する。See SRM Ⅲ.G.１.
a ; IRM３４.８.１.２.１（０８‐１１‐２００４）４.
５９２具体的な形式や内容に関しては、See IRM３４.８.２.４‐５（０８‐１１‐２００４）.
５９３なお、租税局が首席法律顧問官事務所側に連絡しても回答が返ってこない場合には、租税局は回答を催促する
書簡を送付する。しかしその後４５日経過しても回答が来ない場合には、和解案に異議がないものと見なしうる。See
IRM３４.８.１.１（０８‐１１‐２００４）６；SRM Ⅲ.G.１.d.
５９４See Kafka & Cavanagh, Ch.１, at２０. 勧告をめぐって首席法律顧問官事務所と租税局とが対立した場合の互いの調
整努力措置として、See IRM３４.８.２.７（０８‐１１‐２００４）.
５９５この点について詳しくは、See Junghans & Becker,¶２０.０３［４］.
５９６前掲注（４５）参照。
５９７See Kafka & Cavanagh, Ch.１８, at５３‐５４. See also e.g., Principal Mutual Life Insurance Co. v. United States,２９Fed. Cl.
１５７,１６２‐１６３（１９９３）（被告合衆国政府が、訴えの取り下げ同意書を原告納税者から得て裁判所に提出していない段
階であっても、原被告間で“申入れ”と“受諾”があった以上、契約法上の原則からして有効な和解合意が成立
していると言えると判示）.
５９８民事訴訟手続一般における交渉・和解については、前掲注（２５５）、モリソン・２２３頁以下や小林・１８９頁以下参照。
５９９なお還付訴訟に関しても、ADR を用いうるようであるが紹介を割愛する。See SRM Ⅵ. See also e.g., Kafka &
Cavanagh,¶１８.１１. 連邦裁判所での ADR に関しては、モリソン・前掲注（２５５）、２４１頁以下参照。
６００本節に関しては、See e.g., Morgan, §６.５；Saltzman,¶９.０５［２］；Watson & Bilman, Ch.１.Ⅲ.B ; Berson, §１.０８［３］；
Junghans & Becker, Ch.３；Kafka & Cavanagh, Ch.１,¶１５.０６；David B. Porter, Where Can You Litigate Your Federal
Tax Case?,９８Tax Notes５５８（２００３）；Paul E. Treusch, What to Consider in Choosing A Forum to Resolve An Ordinary
Tax Dispute,５５Tax Law.８３（２００１）；Nina J. Crimm, Tax Controversies : Choice of Forum,９B. U. J. Tax Law１,７１‐８４
（１９９１）. なおこの問題を指摘する邦語文献として、増田・前掲注（８６）、３６２頁以下、岸田・前掲注（１２）、１６５頁以下、
大塚・前掲注（１６）、２２３頁以下も参照。
６０１See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１, at９；Junghans & Becker,¶３.０３；Treusch, supra note６００, at８５‐８６.
６０２See Saltzman,¶９.０５［３］［g］.もっとも Saltzman は、陪審員の心理に有効に訴えうる可能性がある場合として、災
害損失控除の可否の争点につき、原告納税者と同じ社会階層の人々が陪審員となっている状況を挙げている。See
ibid. 関連して、大塚・前掲注（１６）、２２４頁における滝井乾弁護士の指摘も参照。
６０３See Kafka & Cavanagh, Ch.１, at１５,¶１５.０６［２］.
６０４See e.g., Watson & Bilman, at８１；Junghans & Becker, Ch.３, at５. See also Treusch, supra note６００, at９８‐９９. なお連
邦請求裁の場合、税務訴訟事件はその種の事件に通暁した裁判官に割り当てられるとされる。See Treusch, supra
note６００, at１０２.
６０５なお、連邦請求裁も租税裁と同じ第一条裁判所であるので、合衆国憲法に基づく一般的なエクイティ権限は認
められていないが、立法を通じてエクイティ権限の行使が――連邦地裁ほどではないにしても――広く認められ
ている。See e.g., Lederman, supra note５４７, at３７５‐３７８．
６０６See e.g., Saltzman,¶９.０５［２］［f］.
６０７See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１.０８［１］.もっとも、租税裁へ提訴すると、被告が新たな争点を追加しやすくなると
いう点（⑩）をも考慮に入れる必要がある。
６０８先例の相違により納税者に不利益が生じる場合として、Morgan, at９８‐９９は、Estate of Carter v. Commissioner,４５３
F２d６１（２d Cir.１９７１）を挙げる。参考までに紹介しよう。実質的な原告は、一年契約でもって訴外会社に勤務し、
その契約期間中に死亡した夫の「未亡人」である。訴外会社は、その未亡人及び遺児への配慮から、その夫が一
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年の契約期間中に生存し勤務していたのであれば得られたであろう残りの給与額分を未亡人に支払った。その後、
未亡人は亡き夫の代理人としての資格を併せて、夫婦共同申告書を IRS に対し提出。その中で本件金額分は、「課
税所得（報酬）」としてではなく「非課税贈与」として申告されていた。これに対し被告 IRS 長官は本件金額分が課
税所得に当たるとして不足税額を認定し、租税裁での訴訟へと至った。
いわば本件は、典型的な“被用者遺族に対する勤務先からの支払いの課税上の性格”が争われた事案であるが、
この論点については、租税裁の先例では“原則「報酬」”とされてきたのに対し、連邦地裁の先例では“原則「贈
与」”とされてきた。本件租税裁でも前者の解釈が取られ、それを受け敗訴した原告が控訴。第二巡回区控訴裁は、
この原審の判断を破棄し差し戻した。
判決理由の中で第二巡回区控訴裁は、仮に原告が係争税額を納付しえ、そうすることにより連邦地裁に還付訴
訟を提起しえていたのであれば、原告勝訴の一審判決が下されていたはずであると指摘する。その上で、納税者
の納付能力の有無により不利益な結果を生ぜしめるために、――係争税額の事前納付の必要がない――租税裁で
の訴訟制度がもうけられているわけではないとした。そして本件を判断するに当たっては、何よりも当事者の「動
機」を重視すべきであると判示し、租税裁に対して、当事者がその動機において贈与であると考えていたかどう
かという観点から、さらに審理をやり直すよう命じた。
このほか、Treusch, supra note６００, at９６‐９７, note９７では、先例の相違に基づき不利益が生じた判例をいくつか列
挙している。なお、Carter 判決の事案のような“租税裁と連邦地裁”との間でその先例の解釈に“相違”が生じ
ている場合であっても、現在は前述した Golsen ルールによって、納税者の住む控訴裁の先例が、どちらの裁判所
の事件に対してであれ適用されることが確立しているので、その限りでは法解釈の統一が図られることとなって
いる。See Morgan, at９９.
６０９See Morgan, §６.５.１.
６１０なお、一方の裁判所において納税者にとって不利な先例があり、他方の裁判所において当該争点につき何らの
先例もない場合には、論理的には前者を避け後者で争うことが賢明なので、本文とは逆の選択肢を採ることにな
ろう。以下本文の裁判所選択の場合も同様。
６１１前述したように、Golsen ルールによれば、租税裁は原告納税者の事件の控訴先である巡回区控訴裁の先例に拘
束される。前掲注（６０８）も参照。
６１２See also Kafka & Cavanagh, Ch.１, at７.
６１３なお利子率につき、じゅうらい遅延利子のほうが還付利子よりも高率でアンフェアであると批判されてきたが、
１９９８年の第三次納税者権利章典により対等化された。See e.g., Morgan, at１２５. また、いずれの利子であれ、原則的
な利率は、財務長官が四半期ごとの最初の月に定める連邦短期利率に、３％の利率（ただし法人の場合には２％）
を加算したものとされる。See§６６２１.
６１４See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１.０５；Junghans & Becker,¶３.０６；Carpenter, supra note２５６, at８５. なお、形式上、租
税裁が被告 IRS 長官による新たな争点の追加申立てを認めるか否かの権限を有するところ、租税裁は著しい遅延
のおそれがない限り、この申立てを認める傾向にあるとされる。See TCR４１. こういった新たな争点提起に伴う増
額修正の実例として、Saltzman,¶９.０５［２］［e］は、Ferguson v. Commissioner,４７T.C.１１（１９６６）を挙げている。本件は、
当初９０日レター段階では約「１，２００ドル」であった不足税額が、その後の訴訟の中での被告 IRS 長官による増額修
正の結果、訴訟終結段階では約「３１０，０００ドル」に上ってしまったという事例である。さらに、Morgan, at１２６及び
Junghans & Becker, Ch.３, at１６も、当初の９０日レター段階では約「１６，０００ドル」だった不足税額が、訴訟追行段階
で被告 IRS 長官により約「１，０００，０００ドル」へと増額修正された事例を紹介している。See Raskob v. Commissioner,
３７B.T.A.１２８３（１９３８）.もっとも、前述のごとく、このような増額修正に係る証明責任は、被告 IRS 長官が負って
いることにも注意せねばならない。本章第一節第三項３（２）参照。
６１５See e.g., Watson & Bilman, at８１；Junghans & Becker, Ch.３, at１６.
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６１６See e.g., Morgan, at１２６‐１２７；Kafka & Cavanagh, Ch.１, at１２‐１３.
６１７See e.g., Saltzman, Ch.９, at５２.
６１８See e.g., Lewis v. Reynolds,２８４U.S.２８１（１９３２）. 本判決については、事案の内容も含め第六章でさらに検討する。
６１９See e.g., Junghans & Becker, Ch.３, at６；Kafka & Cavanagh,¶１.０９.もっともこの点、和解などの訴訟に係る内部的
な意思決定の早さという観点から見ると、司法省租税局の場合 trial attorney はワシントン D.C.の本局の判断を仰
がねばならないという集権的な体制を取っているため意思決定が遅いのに対して、首席法律顧問官事務所の場合
には本部から地方へ広範な権限委任がなされているという分権的な体制を取っているため意思決定が早いとの指
摘もある。See Treusch, supra note６００, at９８,１０４.
６２０See e.g., Johnson, infra note６２４, at４１７‐４１８.
６２１See e.g., Treusch, supra note６００, at１０５；Kafka & Cavanagh,¶１.０６.
６２２See Kafka & Cavanagh,¶１.０８［２］.
６２３なお、従来から各種の統計的な根拠に基づき、租税裁は「政府寄り（pro-government）」の「偏向（bias）」がかって
いるという議論が展開されてきている。 See e.g., Deborah A. Geier, The Tax Court, Article Ⅲ, and the Proposal Ad-
vanced by the Federal Courts Study Committee : A Study in Applied Constitutional Theory,７６Cornell L. Rev.９８５,９９７
‐１０００（１９９１）（租税裁の「政府寄り」の根拠として、一定の課税年度――１９６５,１９７０,１９７５,１９８０～１９８６年度――にお
いて、連邦地裁での政府側勝訴――全面勝訴及び一部勝訴双方を含む――比率が平均７０％ほどであったのに対し、
同期間中の租税裁のそれが平均９０％ほどであることを挙げる）；B. Anthony Billings, et al., Are U.S.Tax Court Deci-
sions Subject to the Bias of the Judge?,５５Tax Notes１２５９（１９９２）（審理記録から個々の租税裁裁判官の判断傾向を分
析し、２２人の裁判官中「IRS 寄り」が９人、「納税者寄り」が７人、「中立」が６人と指摘する）.
もっとも、これら議論に対しては、租税裁で政府側勝訴率が高い背景には、事前納付の必要がないため数多く
の納税者が根拠の乏しい訴訟を提起してくる傾向があり、租税裁としても IRS 側を勝たせざるを得ないという背
景があること、さらには“偏向”論の依拠する統計資料の分析手法が不正確ないし不十分であることなどが指摘
されている。See e.g., Laro, supra note２５６, at２４‐２８；Smith supra note４８１, at３７８‐３８５；James Edward Maule, Instant
Replay, Weak Teams, and Disputed Calls : An Empirical Study of Alleged Tax Court Judge Bias,６６Tenn. L. Rev.３５１
（１９９９）.
これら“偏向”論の当否はともかくとして、少なくとも、個別の訴訟事件の争い方（戦略）を考える納税者（ない
しその訴訟代理人）にとって、こういった全般的な統計資料を考慮要因とすることには、おのずから限界があろう。
See e.g., Junghans & Becker,¶３.０５［３］；Morgan, at１２３.
６２４１９９８年の証明責任の転換をめぐっては多くの文献がある。以下ではさしあたり、See e.g., Berson§１.０８［１］；Philip
N. Jones, The Burden of Proof Under the ’98 Act : Not Much Substance Under All That Smoke,９０J. of Tax'n１３３（１９９
９）；Steve R. Johnson, The Dangers of Symbolic Legislation : Perceptions and Realities of the New Burden-of-Proof
Rules,８４Iowa L. Rev.４１３（１９９９）；Nathan E. Clukey, Examining the Limited Benefits of the Burden of Proof Shift,８２
Tax Notes６８３（１９９９）；Adriana Wos-Mysliwiec, The Internal Revenue Restructuring and Reform Act of 1998 : Does Its
Really Shift the Burden of Proof to the IRS?,１４St. John's J. L. Comm.３０１（１９９９）. さらに、西本・前掲注（３３４）、５９６
頁以下も参照。
なお、今回の被告政府側への証明責任転換規定の導入は、本文前述の、「新たな事項」等の既存の被告証明責
任制度に対して影響を及ぼさない。See e.g.,§７４９１（a）（３）.
６２５なおこのほか、７４９１条には、納税者以外から収集された統計情報に基づく所得額の推計の場合の政府側への―
―前提条件なしでの――証明責任転換規定や、付帯税や租税罰等に係る政府側の証拠提出責任規定もあるが、紹
介を割愛する。See§７４９１（b）,（c）; IRM３５.４.１.６.１（０８‐１１‐２００４）２,３. この点に関しては、See e.g., Jones, supra note
６２４, at１３５‐１３７；Clukey, supra note６２４, at６９３‐６９４.
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６２６なお、この証明責任の転換の対象となる事件は、内国歳入法典 subchapter A 及び B により課される税目、すな
わち、所得税、遺産税、贈与税、世代間移転税（generation-skipping transfer tax）に係わる事件のみであり、したが
って、そのほかの subchapter C の雇用関連諸税や同 D や E の物品税といった税目に関する事件は対象とならない。
そのほかの適用除外事件も含め詳しくは、See e.g., Johnson, supra note６２４, at４２９‐４３１.
６２７See also IRM３５.４.１.６.１（０８‐１１‐２００４）１. このほか、この規定の適用対象となる事件として、１９９８年以降調査が開
始された事案という点もある。See RRA３００１（c）. See also e.g., Clukey, supra note６２４, at６９４‐６９５.
６２８なお、以下本文で述べるような、納税者の権利保障という観点からみて本改正には“実益”がないとする批判
ばかりでなく、そもそも証明責任を被告 IRS 長官ないし合衆国政府へと転換するということ自体についても、歳
入の確保を犠牲することに、さらには、いたずらに悪質な納税者を見過ごすことによって課税の公平に違反する
ことにつながるのではないかという観点から問題視する批判もある。See Johnson, supra note６２４, at４５４‐４５７.
６２９例えば、ある資産につき特定の減価償却方法を利用できるかどうかや、ある支払いが「貸付け」であるかそれ
とも「出資」であるのかといった争点である。その他も例も含め、See Johnson, supra note６２４, at４３４, note１１２.
６３０See Johnson, supra note６２４, at４３３‐４３５,４５８‐４６０.
６３１See e.g., Clukey, supra note６２４, at６９２；Johnson, supra note６２４, at４３９‐４４０.
６３２See e.g., Clukey, supra note６２４, at６９１‐６９２；Johnson, supra note６２４, at４３９‐４４０.
６３３See e.g., Johnson, supra note６２４, at４４０‐４４１,４６０‐４６３；Jones, supra note６２４, at１３５；Clukey, supra note６２４, at６９２
‐６９３；Morgan, at１３０‐１３１.
６３４See e.g., Johnson, supra note６２４, at４４２‐４４３；Jones, supra note６２４, at１３４‐１３５；Clukey, supra note６２４, at６８８‐６９０.
６３５なお、「協力」要件や「裏付け」要件があることにかんがみると、改正法の規定は、従来から政府側に認めら
れてきた「適正性の推定」を温存していると指摘するものとして、See Wos-Mysliwiec, supra note６２４, at３２２. 同旨
の指摘として、See also Johnson supra note６２４, at４４１‐４４２.
６３６この点、近時わが国の租税法学（ないし行政法学）では、民事訴訟法学の影響を受けつつ、証明責任を負わない
当事者が負う証拠提出責任ないし義務――いわゆる事案解明責任ないし事案解明義務――が議論され始めている。
例えば、小林博志「税務行政訴訟における主張責任、証明責任」日税研論集４３巻１５３頁以下（２０００年）参照。このテ
ーマに関しては、さらに掘り下げて研究する必要があり、今後の課題とする。
６３７今回の改正に大きな意義を見出さない論者として、See e.g., Johnson supra note６２４, at４４３‐４４４. もっとも、証明
責任が納税者から政府へと転換されたことが、不服審査段階での和解に向けた交渉において、納税者側に有利に
はたらきうることも考えられる。この点に関しては、さしあたり、See e.g., Clukey, supra note６２４, at７０２.
６３８なお、法改正にあたっての立法過程や社会状況に関しては、Johnson supra note６２４, at４７０‐４７５が、本改正法を「象
徴的立法（symbolic legislation）」――実体を伴わない政治的象徴――とする視角から分析をしている。
６３９なお、改正前三年間と改正後三年間の租税裁における訴訟事件につき各種の統計分析を試みるものとして、See
John R. Gardner & Benjamin R. Norman, Effects of the Shift in the Burden of Proof in the Disposition of Tax Cases,３８
Wake Forest L. Rev.１３５７（２００３）. 例えば本論文によると、納税者から IRS 長官へと証明責任の転換があったことに
より、理論的には IRS が訴訟を通じて実際に得ることになる不足税額の――IRS 認定全不足税額に占める――割
合が減少することが予想されるところ、実際にはそれとは正反対の増加傾向が確認されている（See id. at１３７１‐１３７
２）。もっとも他方で、租税裁で終結する事件総数が改正前後で顕著に減少している傾向が確認され、この点 IRS
は証明責任の転換を念頭に置いて、納税者に対する不足税額認定を差し控えるという想定傾向を裏付けており、
この限りでは納税者にとって有利な効果があったものと認められうるとする（See id. at１３７０）。
６４０See３１５F３d１０１７（８th Cir.２００３）. 本判決につき論ずる文献として、See e.g., Stephen G.Salley & Anthony J. Scaletta,
The Incredible Taxpayer : The U.S. Tax Court and I.R.C. § 7491,７７Fla. Bar J.８０（２００３）；Philip N. Jones, The Eight Cir-
cuit Weighs in on the Burden of Proof : Will It Change the Outcome After All?,９８J. of Tax'n２２６（２００３）；Philip N.
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６８２
Jones, The Burden of Proof : The Tax Court Responds to the Eighth Circuit’s Directive,１００J. of Tax'n２４３（２００４）；Bur-
gess J.W. Raby & William L. Raby, Taxpayer Testimony As Credible Evidence,１０６Tax Notes４４１（２００５）.
６４１See Griffin v. Commissioner,８３T.C.M.１０５８（２００２）.
６４２なお被告は、原告が７４９１条に規定されているその他の要件をクリアしているということについては争わなかっ
た。See id.,８３T.C.M.１０５８, at８, note３.
６４３See S. Rep. No.１０５‐１７４；H. R. Rep. No.１０５‐５９９（１９９８）. なお、訳文が複雑になってしまうことから、本文 submitted
以降は省略した。この部分は、「裁判における IRS の適正性の推定を考慮することなく（without regard to the judicial
presumption of IRS correctness）」という留保条件である。
６４４See Griffin,８３T.C.M.１０５８, at９.
６４５See id. at９‐１４.
６４６See Griffin v. Commissioner,３１５F３d１０１７（８th Cir.２００３）.
６４７See id. at１０２０‐１０２２.
６４８See Griffin v. Commissioner,８７T.C.M.１０８４（２００４）.
６４９なお Saltzman, Ch.１, at４３は、他の行政訴訟と比較した税務訴訟の特質として、司法審査の範囲がより広範にわ
たることと、裁判所を選択できることを挙げている。
６５０もっとも、わが国でも、更正処分に対する取消訴訟という税務訴訟形態（①）のほかにも、――アメリカの“還
付請求→還付訴訟”に機能上相当する――「更正の請求」とそれを受けた税務行政庁の「更正すべき理由がない
旨の通知処分」（通則法２３条）に対する取消訴訟という税務訴訟形態（②）がある。これら二つの税務訴訟形態では、
証明責任の所在や過少申告加算税の賦課の有無などに違いがあることから――例えば①では被告行政庁が証明責
任を負い原告納税者に過少申告加算税が賦課されるのに対し、②では原告納税者が証明責任を負いかつ原告納税
者には過少申告加算税は賦課されない――、わが国でも実務上、一つの税務訴訟事件につきこれら両訴訟形態の
いずれを選択すべきかという点が、訴訟戦略を考える上で問題となりうるようである。鳥飼総合法律事務所編『税
理士のための不服申立て・税務訴訟の実務』（清文社、２００５年）１４頁以下参照。
したがって、この限りでは、アメリカの税務訴訟過程と類似の現象がわが国においても見出されうるとも言え
る。しかし少なくともわが国では、アメリカのように、訴訟形態の相違によって裁判所の管轄までもが異なると
いった複雑な制度となってはいない。なお、わが国の税務訴訟形態一般については、例えば、石島弘「納税者の
救済と訴訟類型」（前掲注（１９７）『租税行政と権利保護』２２９頁以下所収）を参照。関連して、平成１６年行政事件訴訟
法改正により、行政訴訟の新たな形態として、義務づけ訴訟や差止訴訟などが定められることとなったが、この
ような改正の税務訴訟に与えるインパクトにつき論じている最近の文献として、例えば首藤重幸「税務訴訟の最
新動向と課題」税務弘報５４巻３号８頁以下（２００６年）のほか、さらに水野武夫「行政訴訟改革と税務訴訟」税法学
５５１号１１３頁以下（２００４年）なども参照。
６５１See e.g., Lederman & Mazza, at２９５；Saltzman, Ch.１, at４６；Laro, supra note２５６at１８；Carpenter, supra note２５６, at
８４. なお、２００５年９月３０日現在で係属している第一審税務訴訟事件総数（２６,１８８件）のうち、不足税額訴訟が２４,９４１
件、還付訴訟が１,２４７件となっており、比率になおすと前者がおよそ９５％、後者がおよそ５％になる。この統計（Chief
Counsel Workload : Tax Litigation, by Type of Case, Fiscal Year２００５）については、http : //www. irs. gov/taxstats/article／
０,,id＝１０２１７４,００.html（last visited Aug.２５,２００６）より入手ができる。
６５２See e.g., Junghans & Becker, Ch.３, at１２.
６５３例えば Dawson は、納税者が三つの第一審裁判所を選択（forum shopping）しうるといっても、事前納付が可能で
ある富裕な納税者であればともかく、そうではない納税者にとっては事実上租税裁での訴訟しか選択し得ないな
どの理由から、現行制度は不公平であると批判する。その上で論者は、連邦地裁や連邦請求裁での還付訴訟を廃
止し、租税裁での不足税額訴訟に一本化すべきであると主張する。See Howard A. Dawson, Jr., Should The Federal
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Civil Tax Litigation System Be Restructured?,４０Tax Notes１４２７（１９８８）.
６５４この点、例えば、増田・前掲注（８６）、３７８頁では、アメリカの裁判所選択制度につき、マイナス面を指摘されな
がらも肯定的に評価されている。また、高橋「（下）」・前掲注（２５５）、２５頁では、アメリカの納税者にとって魅力的
なのは裁判所選択制度ではなく、事前納付の必要がない租税裁判所制度であると指摘される。
６５５なお本稿のほかにも、アメリカの税務訴訟の中でおこなわれている和解につき着目している最近の邦語文献と
して、伊川・前掲注（２５５）がある。関連して、伊川正樹「日本でも取り入れたい、アメリカの税務紛争解決システ
ム」ザ・ローヤーズ（The Lawyers）３巻４号２３頁以下（２００６年）も参照。
６５６なお、こういった当事者間での自律的解決に係る契機は、前述のように、訴訟上の合意や税額計算プロセスに
おいても認められうることである。
６５７なお、このような、訴訟当事者間での自律的解決に対する裁判所の他律的介入の余地は、前述のように、訴訟
上の合意や税額計算プロセスにおいても認められうることである。前注参照。
６５８従来からわが国の税務訴訟において当事者間の“裁判上の和解”（民事訴訟法２６７条）が可能であるかどうかに関
しては、租税法律主義に基づく合法性原則の観点から否定的に解されてきた。この議論については、首藤重幸「税
務訴訟の最前線」税務弘報５２巻１０号７頁～９頁（２００４年）や、長谷川博「税務訴訟における和解の意義とその課題」
税理４５巻３号１３頁以下（２００２年）等を参照。さらに関連して、交告尚史「行政訴訟における和解」『行政法の争点［第
３版］』（２００４年）１２６頁以下も参照。
６５９もっとも、アメリカの還付訴訟において和解の形態として、“合衆国政府が還付する前提として納税者が訴え
を取り下げる旨の同意をする”がとられている一方で、わが国でも“裁判外での（事実上の）和解”――納税者の
訴えの取下げと交換的に課税庁が更正処分を職権で取消す――というかたちで、インフォーマルな和解がなされ
ており（首藤・前掲注（６５８）、８頁参照）、その限りでは日本の税務訴訟過程にも『交渉⇒和解』の契機があると言
えなくもない。
しかし、仮に日米両国で「類似の現象」が認められるとしても、日本の場合にはあくまでも税務訴訟における
和解が制度上積極的に“否定”されているのに対して、アメリカの場合には各種のマニュアルや判例上積極的に
“肯定”されているという、その「制度上の相違」は看過し得ない。すなわち、たとえ「社会的な事実」レベル
で日米両国に何らかの共通する現象が認められるにせよ、「制度的な仕組み」レベルからみれば、やはり本質的
に異なるものであろう。本稿は、あくまでも後者のレベルでの比較法分析をしている。この点、前掲注（１７６）参照。
６６０例えば、日本の場合で、納税者の申告税額に対し税務行政庁が増額更正処分をおこない、それに対して納税者
が当該処分の取消訴訟を提起したとする。審理の結果、裁判所により「請求棄却判決」――納税者全面敗訴判決
――が下されると、税務行政庁が増額更正処分を通じ法的に確定した税額が維持されるというかたちになる。関
連して通則法２９条３項も参照。したがって、おそくとも納税者敗訴判決が確定するまでには『増額更正処分』―
―場合によっては取消訴訟係属中の『増額再更正処分』――という行為形式を通じて“係争税額の法的確定”が
なされていることになる。これに対してアメリカでは、――第六章でさらに検討する点であるが――、『不足税
額認定』という行為形式には、“係争（不足）税額の法的確定”という効果がない。なお、日本における税務訴訟
の判決制度一般については、例えば、金子・前掲注（９）、８１５頁以下参照。
６６１もっとも通常、還付訴訟においては、納税者により係争税額が納付されたことを受け IRS により査定がなされ
るので、訴訟提起の前段階（もちろん判決確定の前段階）で、すでに“係争（過納）税額の法的確定”がなされてい
ることになる。この点については、第六章でさらに述べる。
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６８４
判決確定の契機 判決確定の時期
控訴裁が租税裁の判決を認容（affirm）した場合又
はそれについての控訴を却下（dismiss）した場合で
あって、いずれの訴訟当事者も上告受理申立期間内
（控訴裁の判決が下されて［記録されて］後９０日以
内）に上告受理申立てをおこなわなかった場合。
租税裁の判決は、９０日の上告受理申立期間経過後に
確定する。
控訴裁が租税裁の判決を認容した場合又はそれにつ
いての控訴を却下した場合であって、いずれかの訴
訟当事者が上告受理申立てをしたところ、連邦最高
裁がその受理を拒否（deny）した場合。
上告受理申立てが拒否されたことを受け、租税裁の
判決が確定する。
控訴裁が租税裁の判決を修正（modify）又は破棄（re-
verse）した場合。
租税裁は、控訴裁の命令（mandate）に従って新た
な判決を下さねばならない。ただし、いずれかの訴
訟当事者が上告受理を申立て、連邦最高裁がこの控
訴裁の判断を破棄してしまった場合には、この限り
ではない。
控訴裁が租税裁の判決を修正ないし破棄した場合で
あって、上告受理申立期間内にいずれの訴訟当事者
も当該申立てをおこなわなかった場合、あるいは、
いずれかの訴訟当事者が当該申立てを適時におこな
った場合であっても、連邦最高裁がその受理を拒否
した場合。
租税裁は、控訴裁の命令に従って新たな判決を下さ
ねばならない。この新たな判決は、それが下されて
３０日経過後に確定する。ただし、この３０日の期間内
に、いずれかの訴訟当事者が、この新たな判決を控
訴裁の命令に即して是正（correct）させる手続をと
った場合にはこの限りではない。この但書の場合に
おいては、新たな租税裁の判決は、その是正がなさ
れたときに確定する。
連邦最高裁が上告受理申立てを受理（grant）した
上で、かつ、租税裁の判決（控訴裁では認容されて
いた）を認容した場合。
連邦最高裁の命令が出された日から３０日経過後、租
税裁の判決は確定する。
連邦最高裁が上告受理申立てを受理した上で、かつ、
租税裁の判決（控訴裁では認容されていた）を修正
又は破棄した場合。
租税裁は、連邦最高裁の命令に従った新たな判決を
下さねばならない。この新たな判決は、それが下さ
れて３０日経過後に確定する。ただし、この３０日の期
間内に、いずれかの訴訟当事者が、この新たな租税
裁判決を連邦最高裁の命令に即して是正させる手続
をとった場合には、この限りではない。この但書の
場合においては、その新たな租税裁の判決は、その
是正がなされたときに確定する。
連邦最高裁が上告受理申立てを受理した上で、かつ、
租税裁の判決（控訴裁では修正又は破棄されてい
た）を認容した場合。
連邦最高裁の命令が出されて３０日経過後、租税裁の
判決は確定する。
連邦最高裁が上告受理申立てを受理した上で、かつ、
控訴裁の判決（租税裁の判決を修正又は破棄してい
た）を認容した場合、あるいは、連邦最高裁みずか
ら租税裁の判決を修正又は破棄することとなった場
合。
租税裁は、それぞれ、控訴裁の命令又は連邦最高裁
の命令に従った新たな判決を下さねばならない。こ
の新たな判決は、それが下されて３０日経過後に確定
する。ただし、この３０日の期間内に、いずれかの訴
訟当事者が、その新たな租税裁の判決を控訴裁の命
令又は連邦最高裁の命令に即して是正させる手続を
とった場合にはこの限りではない。この但書の場合
においては、その新たな租税裁の判決は、その是正
がなされたときに確定する。
控訴裁又は連邦最高裁が、再審理（rehearing）をさ
せるべく、租税裁に事件を差し戻した(remand）場
合。
再審理の結果、租税裁で新たに判決が下された場合、
その９０日の控訴期間経過後、その判決は確定する。
この点、通常の租税裁の判決が下された後の判決確
定時期と同じ。
【表Ａ：不足税額訴訟の控訴審以降における判決確定［IRM３６．２．５．３（０８‐１１‐２００４）３］】
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第一審裁判所
主な特徴
租税裁判所
（Tax Court）
連邦地方裁判所
（District Courts）
連邦請求裁判所
（Court of Federal Claims）
合衆国憲法上の位置づけ 第一条（Article Ⅰ）
に基づく
立法上の裁判所
（Legislative Court）
第三条（Article Ⅲ）
に基づく
司法上の裁判所
（Judicial Court）
第一条（Article Ⅰ）
に基づく
立法上の裁判所
（Legislative Court）
主な管轄訴訟形態 不足税額の再認定を求め
る訴訟
過納税額の還付を求める
訴訟
過納税額の還付を求める
訴訟
被告適格 IRS 長官
（Commissioner）
合衆国政府
（United States）
合衆国政府
（United States）
被告側訟務担当機関 財務省 IRS
（首席法律顧問官事務所）
司法省租税局
（民事審理担当課）
司法省租税局
（連邦請求裁担当課）
事前納付の必要性 なし あり（全額納付） あり（全額納付）
不服審査前置の必要性 なし あり（還付請求） あり（還付請求）
出訴期間など 正式不足税額通知（９０日
レター）を受けて９０日以
内の出訴期間
【請求期間】
申告書提出日から三年
過納税額納付日から二年
→いずれか経過が遅い日
【出訴期間】
還付拒否通知受領後二年
or 還付請求後六ヶ月経
過しても応答がない場合。
【請求期間】
申告書提出日から三年
過納税額納付日から二年
→いずれか経過が遅い日
【出訴期間】
還付拒否通知受領後二年
or 還付請求後六ヶ月経
過しても応答がない場合。
陪審審理（Jury Trial）の
利用可否
利用不可能 利用可能 利用不可能
拘束される控訴裁判所
（Court of Appeals）の先例
納税者を管轄する
巡回区控訴裁判所
（Circuit D.C.,1st -11th）
納税者を管轄する
巡回区控訴裁判所
（Circuit D.C.,1st -11th）
連邦巡回区控訴裁判所
（Federal Circuit）
【表Ｂ：三つの第一審裁判所の主な特徴】
★なお本表作成に当たっては、Morgan, at１２７を参考にした。
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【図C：アメリカ連邦税確定過程の主な流れ】
納税者による申告書提出
↓↓
↓↓
↓↓
調査対象申告書の選別 → 調査対象“外”申告書：査定へ
↓↓
↓↓ 調査対象申告書
↓↓
調査の実施（書簡調査・面接調査・実地調査） → 更正の余地（不足税額）なし：査定へ
↓↓
↓↓ 更正の余地（不足税額）あり
↓↓
更正案をめぐる「調査官」と納税者との交渉 → 「和解」成立：査定へ
↓↓
↓↓
「和解」不成立
⇒ IRS、予備的不足税額通知（３０日レター）送付 → 納税者不服申立てず
↓↓ ※９０日レター送付手続へ
↓↓ 納税者不服申立て
↓↓
更正案をめぐる「不服審査官」と納税者との交渉 → 和解成立：査定へ
↓↓
↓↓
和解不成立
⇒ IRS、正式不足税額通知（９０日レター）送付 → 納税者租税裁に提訴せず：査定へ
↓↓ ※ただし係争税額を納付し還付訴訟を提起可能
↓↓ 納税者租税裁に提訴
↓↓
不足税額認定をめぐる「訟務官」と納税者との交渉 → 和解成立（合意判決の確定）：査定へ
↓↓
↓↓
和解不成立
⇒ 租税裁、正式事実審理に基づく判決 → 納税者全部勝訴判決（不足税額なし）
↓↓ ※政府側から控訴されねば判決が確定
↓↓
納税者一部ないし全部敗訴判決 → 納税者控訴せず、納税者敗訴判決の確定：査定へ
↓↓
↓↓ 納税者上訴（控訴・上告受理申立て）
↓↓
上訴審で納税者敗訴判決が確定 → 査定へ
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